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                  要旨 
１）背景 
 これからの２１世紀の持続的発展と人間性豊かな社会にとって必要不可欠なものは、あ
らゆる分野における創造的な科学技術の発展が一つとしてあげられる。 
 特に日本においては、世界における先進的な科学技術創造立国のフロントランナーとし
て、積極的にその役割を果たすべきであると考える。そのため、まず基盤となる創造性豊
かな科学技術人材の育成・確保が重要となる。 
 現在我国は、科学技術創造立国の確立が、国の最重要施策の一つであるとし、科学技術
基本法およびその基本計画を策定した。その中で、柔軟かつ競争的な研究環境が、創造性
ある研究活動に重要であるとし、そのような研究環境の実現のため、研究人材の流動化促
進および研究支援者の十分な育成・確保等が必要であるとしている。 
 その施策の一環として国は、国立試験研究機関や国立大学の研究機関を主な対象機関と
した、ポストドクター一万人支援制度（以下ポスドク制度という）計画の適用や任期付任
用制度等の、研究者の育成および研究活動活性化等の諸策を図っている。 
 このような施策の実施により、現在、若手研究者を中心とした研究者の育成と研究機関
におけるの研究活動の活性化が図られつつある。 
 しかしその半面、これらの流動化策の適用の多くが、学官の一部に限定されているため、
いくつかの課題も現れている。その課題の多くは、我が国の研究社会に対応する雇用環境
等が、まだ流動的な社会体制として十分に対応できていないことによるものと考える。 
 
２）本調査研究 
 このような観点から本調査研究では、 
  ・人材流動を一部の先端的な研究部門だけに焦点をあてて考えるのではなく産学官全 
   体の問題として、また 
  ・多様な研究者等の生涯（ライフサイクル）の研究活動の上から捉える必要がある 
 と考える。 
 そのため、本調査研究で実施した主要な点は、 
  ・今後の流動化促進環境下における研究者等の研究活動ライフサイクルの流動視点を 
   検討し、 
  ・これらの流動視点等における産学官の現状実態をアンケート調査し、望ましい人材 
   流動促進に係わる今後のあり方を考察した。 
 その結果得られた研究成果として、 
  ・研究活動ライフサイクル上の１１の流動視点を検討し、 
  ・産学官の研究機関側および研究者・技術者等の両面から、１１の流動視点に基づく 
   流動関連の詳細な実態把握をすることができた。これらにより、 
  ・各流動視点における流動の現状と今後の動向およびそれらに係わる流動促進のため 
   の考察を幅広く行い、また 
  ・産学官の流動関連の全体を鳥瞰した総合的な流動促進に係わる考察と提言を行うこ 
   とができた。更に、  
  ・産学官の研究機関をその性格上６つの機関群に分類し、各研究機関群の結果の特性 
   を捉え考察した。 
 これらの本調査研究による実証データに基づく提言は、これからのあり方を検討した各
種委員会報告等 1)-7)の諸考察と関連し、更により多くの人材流動の視点から今後のあり方
を示すものとなっていると考える。  
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                【要約編】 
 
１． 目的 
 現在国の制度として、科学技術基本計画の提言に基づき、ポスドク一万人支援計画およ
び研究者の任期付任用制度等の創造的な科学技術人材の育成、活用を目的とした各種人材
流動・育成制度が実施され、その成果が着実に上がりつつある。  
 しかしその半面実施に伴い、従来の日本の終身雇用社会制度との不整合な面および研究
者自身における任期終了後の雇用不安（任期後の流動研究社会対応の未整備）等、これか
らの課題が顕在化してきた。これは、まだ日本の社会が産学官に亘る流動化という状態に
はほど遠い現状にあるとの一面を示している。 
 そのため、我が国における産学官の研究開発人材の流動について、全体的な現状把握と
将来への動向を調査する必要がある。 
 そこで本調査研究は、産学官の研究機関における機関内外の異動も含めた研究者等の人
材流動に係わる実態、ニーズおよび諸課題を、研究機関側とそこで働く研究者等の両面か
ら調査研究し、細部に亘った現状把握と流動化促進のための政策提言することを目的とす
る。 
 
２．本調査研究の特徴 
 本調査研究は、我が国全体の様々な環境における研究者・技術者等のライフサイクルの
確立に向けた、その要となる人材流動の現状と今後のあり方に関する調査研究である。 
 そこで、その流動に係わる調査範囲は、任期付任用およびポスドク制度のような現在主
に国立試験研究機関および国立大学大学に限定されているような範囲での調査ではなく、
今後の産学官全体の任期付任用、機関内異動、出向および兼職・併任異動等も含めた広義
の人材流動に係わるものと捉える必要がある。 
 また同様に、流動に関係する優れた研究環境のあり方を考える場合、研究者・技術者ば
かりでなく優秀な研究支援者および研究補助者の育成・確保も重要な課題となる。そのた
め本調査研究の主要なポイントは、以下の４つの観点として考察する。 
 
・将来の人材流動が促進された環境下において、産学官の研究者・技術者が生涯に亘った 
 研究活動（ライフサイクル）を行う場合の、広義の人材流動視点における現状と今後の 
 あり方。 
・これまであまり検討されていない、研究職種間異動（研究者・技術者と研究支援者・研 
 究補助者間の異動）の現状と今後のあり方。 
・研究環境にとって重要な研究支援者、研究補助者の現状と今後の育成・確保のあり方。 
・研究活動の活性化のための中高齢研究者・技術者の望ましいあり方。 
 
 これらの観点に立った本調査研究ではまず、将来の望ましい科学技術人材の流動的環境
下における研究者・技術者等のライフサイクルに係わる流動がどういうものかの、各種流
動視点をケーススタディした。 
 その結果、以下に示すような A―Eの５つの視点と、研究者・技術者のライフサイクル上
の考えられる流動として、５つの視点を細分化した①―⑪の流動視点を考察した。 
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A：国策および産学官連携による制度 
 ① インターンシップ制度採用、② ポスドク制度採用 
B：機関内外の流動 
 ③ 機関内異動、 ④ 転職、⑤ 任期付採用、⑥ ベンチャー起業のための異動等、   
 ⑦ 出向 
C：研究職種間の流動 
 ⑧ 研究職種間異動 
D：中高年時における自己選択と評価による流動 
 ⑨ 中高年時からの研究職種の多様化選択、⑩ 高度研究技術支援・研究補助業務への  
                       選択、 
E：海外との流動 
 ⑪ 海外との流動 
 
 本調査研究では、これらの流動視点において、現在の状況と今後の傾向が把握できるよ
うなアンケート設問を作成した。 
 なお、本調査研究はその対象が広範囲に亘るが、統計比較をするような充分なサンプル
数の統計データの取得を意図とするものではない。そのため、調査項目によっては、不十
分なデータ数から考察する場合もある。しかし、本調査結果は、調査対象を無作為に抽出
したことから、十分なデータ数からの統計値に比べ、ランダム誤差は多少大きくなるもの
の、母集団からの大きな偏析をもつ可能性は少ないと考える。  
 そのため、傾向分析としての現状把握と今後のあり方を考察するには十分であると考え
る。また、調査結果データを補足するためおよびより具体的な考察・提言を行うため、ア
ンケート調査結果に基づき一部追加的なヒアリング調査を実施した。 
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３ 調査実施概要 
（１）アンケート票 
 前述する基本的な問題意識に基づき、アンケート調査票を作成した。アンケート調査票
は、対研究機関用のものと対研究者等用のものとを作成し、また質問語彙等の使い方の違
いから、“産官”用と“学”用とに分けて作成し、合計で４種類の調査票となった。アンケ
ート調査票の内、“産官”の研究機関と個々の研究者・技術者に対する調査票を資料編に示
す。 
（２）調査期間 
 アンケート調査票は’98 年 7 月に各研究機関および研究者等に発送し、回答期限を 9 月末
日とした。 
（３）調査対象の機関および研究者等の選定方法と対象数 
 産学官の調査対象研究機関は、各研究機関の性格別の一定以上の研究活動規模を備えた
機関を対象にする目的で、その研究機関における研究者数を一つの基準とした。 
 その基となる参考資料は、全国試験研究機関名鑑（’97～’98、第Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ巻、全国試験
研究機関名鑑編集委員会編、ラテイス（株）発行、1997）および日経ベンチャービジネス
年鑑、98 年版（日本経済新聞社―日経産業消費研究所編、日本経済新聞社発行、1998）に
基づいた。 
 １）研究機関の選定 
 まず、研究機関はその機関の性格上、以下の９つの機関群に分類し、上記参考資料から
合計で 481 機関を抽出した後、更にその中から 171 機関を調査対象機関として無作為に抽
出した。 
１．大企業研究機関、２．ベンチャー企業、３．国立試験研究機関、４．特殊法人、 
５．財団法人、６．地方公立試験研究機関、７．国立大学附置研究機関、８．大学共同利
用機関、９。私立大学研究機関。 
 ２）研究者等の選定 
 研究者等の調査対象の選定は、まず上記調査対象と選定された機関の中から一定の機関
を抽出し、それらの機関で研究開発に係わる約 50-100 名程度の職場の研究者等を調査対象
者とした。なお、本調査での研究者・技術者は、現在各研究機関が研究者・技術者として
認め、研究開発に従事している者を前提とした。そのため各機関で広く網羅できるよう研
究者・技術者の定義を「未知の事象及び原理の探求者（研究者）及びそれらの応用技術の
開発者（技術者）の両者をいう」とした。 
 アンケート調査票を送付した全機関数は、171 機関になる。研究機関群の中で最も回収率
の高かったところが国立大学附置研究機関と特殊法人の 67％である。一方、最も低かった
ところは、財団法人の 33％である。全回収機関数は 90 機関で、その回収率は 53％である。 
 一方、研究者等に対する調査では、その対象として抽出された機関数合計が 31 機関とな
った。最も高い回収率は、ベンチャー企業の 100％で、最も低い回収率は、国立大学共同利
用研究機関の 21％である。調査対象研究者・技術者等合計は 2728 名で、その回収合計は
1591 名となり、全機関の研究者・技術者等の平均回収率は、58.3％である。 
 これらの結果を本文編表 1-3 および表 1-4 に示す。 
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４．調査結果概要 
 ２章で示した 11 の流動視点に沿って、アンケート調査結果の概要を以下に示す。 
 
（１）インターンシップ制度 
 大企業研究機関におけるインターンシップ制度の導入状況の調査結果を図 1-1 に示す。 
 
  
 
 この結果から、いわゆる研究インターンシップの学生を受け入れている機関の比率が
34%あり、導入の最もはやい機関は、’70 年からすでに実施している（ただしその当時は、
実習制度と呼ばれていたものと考える）。各機関で採用している実施体制では、学生の配属
先の長の裁量で面倒をみている機関が最も多く、56%である。 
 今後の方針では、“２－３年継続して様子をみる”と“積極的に進める”を足すと約７割
以上になり、“来年からやめる”の否定的な回答機関は全くなかった。 
 一方産官の研究機関全体では、図 1-1 で示す大企業研究機関とほぼ同様な結果が得られ、
平均すると約３割強がインターンシップ制度を導入している。まだ導入していない機関が
回答する、導入していない理由の比率では、“まだ機関決定がなされていない”および“受
け入れ体制が決まっていない”が６割強で“機関のメリットがない”の否定的な回答は、
平均で 8%にすぎない（本文編の表 2-1）。 
 これらのことから、産官の研究機関では、今後更にこの制度を活用する研究機関が増加
してくるものと考える。 
 
 
図1-1 大企業研究機関におけるｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ制度導入・実施状況（機関の回答）
（ａ）制度導入の割合
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い
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機関にとって有益だった
23%
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その他
6%（ｄ）受入れ感想
今後も積極的に進める
55%
２～３年継続
17%
その他
11%
無回答
17%
（ｅ）今後の方針
窓口を設けた
25%
責任体制を作った
19%
配属先の長の裁量等
56%
（ｃ）実施体制
（ｂ）導入年と機関数
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∬ ∬
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（２）ポスドク制度 
 産学官の研究機関におけるポスドク制度研究者の受け入れ状況結果を図 1-2 に示す。 
  
 
 
 
 
 
 この図が示すようにポスドク制度研究者を受け入れている研究機関はほとんどが、国立試
験研究機関および国立大学附置研究機関のみであることがわかる。 
 今後のこの制度を産学官にまたがる広く開かれたものとする場合、現在採用していない
研究機関群の意向が重要となる。そこで、将来この制度が広く拡大されるような場合、ポ
スドク研究者を積極的に採用する意向が、研究機関側にあるかどうか尋ねた。その結果を
図 1-3 に示す。 
図1-2 産学官の研究機関におけるポスドク制度研究者の受け入れ
機関比率と受け入れ開始年度（機関の回答）
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 この結果が示すように、現在ポスドク制度研究者を採用していないが“今後採用したい”
とする機関比率は、約４割から８割に達する。また、約４割の大企業研究機関においても、
本文編の表 2-2 に示すように、残りの約５割は“どちらとも言えない”と回答し、現状では
機関として検討していないだけで、必ずしも否定的なものではないことを示している。こ
れらの結果から、将来は受け入れたいとする機関比率は５割以上になるものと推測される。 
 一方将来も採用しないと回答した機関比率は、大企業研究機関の場合、15％で、その主
な理由は、本文編の図 2-2-4 に示すように「即戦力にならない」および「２，３年では研究
期間が短い」が約３割を占め、「研究ノウハウの流出」は 14％にすぎなかった。 
 次に、国立試験研究機関および国立大学附置研究機関で現在採用されているポスドク制
度研究者が回答する、再任用希望の有無の結果を本文編 2-2-9 に示す。その結果、条件によ
るを含めると再任用を希望するポスドク制度研究者は約７割に達する。 
 本文編図 2-2-8 では、希望任期期間として“4-5 年”と“1-5 年”を含めると約７割から
８割に達し、あるいは本文編図 2-2-7 ではポスドク制度後の若手任期付研究者制度を希望す
る比率が、“前向きに考える”を含めると約６割から７割に達する。 
 
 
 
 
大企業研究機関群 　　　ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業群 地方公立試験研究機関群 　　私立大学研究機関群
図 1-3 ﾎﾟｽﾄﾞｸ制度研究者をほとんど採用していない研究機関群の
今後の採用意向と主要な採用理由（機関の回答）
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（３）機関内異動 
 研究機関に所属する職員、教員等を適材適所に異動、配置することは、人材配置の適性
化、人材育成、活用の効率化および機関と人材の活性化等のため重要な課題である。 
 本文編図 2-3-1 に示すように、地方公立試験研究機関および私立大学研究機関を除く他の
研究機関群では、機関内異動を任意の必要な時期に実施している機関が多くその比率は、
７割―１０割に達する。 
 しかし、地方公立試験研究機関では全ての機関で特定の時期しか異動を行っていない。 
 一方、研究者・技術者が考える研究機関内での同一専門分野間および異専門分野間異動に
対する意向の調査結果を本文編図 2-3-2 に示す。 
 この結果が示すように、どこの研究機関群においても約６割以上の研究者・技術者は同
一専門分野間異動で自分の専門が生かされれば有益と前向きの回答している。しかし、異
専門分野間異動では、自分の研究分野に新たな分野が広がり有益と前向きに捉える比率は、
各研究機関群においても 1/2から 1/3 に減少する。 
 
（４）転職 
 研究者・技術者のライフサイクルを通じて、流動の大きな部分を占めるものとして転職
が上げられ、また人材流動の一つの指標となる。 
 各研究機関群における第 1 位転出先および転入元の機関比率を本文編図 2-4-6 に示す。 
 この結果から、各研究機関群の転職による出入の特徴が判断できる。例えば、大企業研
究機関および私立大学研究機関では、転出先、転入元ともそれぞれ民間企業および大学が
一番多く関係しているが、他の機関群では、転出先と転入元の機関群は異なる。 
 国立試験研究機関では大学への転出が約５割を占めるが、転入元の最も多いのは企業研
究機関からで、３割を占める。国立大学附置研究機関では転出の約７割が大学で、転入元
の最も多いのは国立試験研究機関で、約３割となっている。 
 地方公立試験研究機関における転職流出入がほとんどないのが特徴となっている。 
 
（５）任期付任用 
 任期付任用の産学官の研究機関における現状と研究者・技術者自身が任期付任用に対し
てどのような意向を持っているのかを調べた。更に、現在任期付で研究を行っている研究
者・技術者が、この雇用制度に関連した問題に対しどのような意向を持っているのか調査
した。 
 それらの結果として、産学官の研究機関における詳細な任期付の採用状況および今後の
意向の調査結果を本文編の表 2-5-1 および表 2-5-3 に、また、個々の研究者・技術者が任期
付任用にどのような意向を持っているかの調査データを、本文編の表 2-5-5 に示す。 
 これらの結果の内、大企業の研究機関が任期付採用を行いたい主要な理由は、約４割の
比率で“優秀な様々な研究者をプロジェクト研究に活用できる”および“研究の多様化、
期間限定研究開発に終身採用は必要ない”となっている。また、採用予定はないと回答し
たその主要な理由は、約５割が“まだその有効性を判断しかねている”となっており、優
秀な研究者・技術者は終身で採用したいが約３割となっている。“研究ノウハウが漏れるだ
け”は約１割強にすぎない。  
 産学官の各研究機関群が、任期付研究者・技術者を現在採用している機関の比率と現在
任期付採用を実施している機関も含めた全研究機関における今後の採用意向の調査結果を
図 1-4 に示す。 
  この結果が示すように現在、ベンチャー企業を除いた全研究機関群において、研究者・
技術者の任期付任用を実施している。その実施比率は、地方公立試験研究機関が一番低く
２割で、大企業研究機関が３割強、国立試験研究機関等、国立大学研究機関等および私立
大学研究機関が約６割となっている。また今後の任期付任用の採用意向では、“今後採用し
たい”が私立大学研究機関を除き現状の 1.3―2 倍となっている。 
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 各研究者・技術者が回答する任期付任用に対する意向の調査結果の例を図 1-5 および図
1-6 に示す。図 1-5 から、大企業における研究者・技術者が“任期付任用に賛成する”比率
は、約４割でその主な理由は、約７割が“流動性、活性が高まり、色々な研究者との交流
により創造性が高まる”である。また反対もほぼ同率の約４割で、その主要な反対理由は、
“研究基盤が不安定”および“生活基盤が不安定”であるがそれぞれ約３割および約４割
である。条件付きでの賛成は約２割あり、その主要な条件は、約５割が“社会制度が任期
付雇用制度に適合すれば”となっている。 
  図 1-6 は、産学官全体での研究者・技術者の任期付任用に対する賛成割合とその主要な賛
成理由の結果を示す。この図で示すように、地方公立試験研究機関における賛成比率が一
番低く、約２割であり、他の研究機関群の賛成比率は、ほぼ同率の約４割である。賛成理
由は全ての機関群で 7―8 割が“流動性、活性が高まり、色々な研究者との交流により創造
性が高まる”である。 
 
 
 
　　　　　　大企業研究機関群 ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業群国立試験 　地方公立試験 国立大学附置 　私立大学研究機関群
　　　研究機関等群 　　　　　研究機関群 　　　　研究機関等群
　　　１） 　　　　２）
図 1-4 産学官の研究機関において任期付研究者・技術者を採用している現状の
機関比率と今後の採用意向の比率（機関の回答）
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図 1-5 大企業研究機関における研究者・技術者の
任期付任用に対する意向（研究者・技術者の回答）
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図 1-6 産官学の研究機関における研究者・技術者が任期付任用
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（６） ベンチャー起業 
 基礎研究の研究開発成果を実用化し、新産業創出の目と成長させるためには数多くの困
難な課題を解決してゆかなければならない。そのため、研究成果を生み出した研究者・技
術者自身が、実用化のため研究開発の一翼を担う事も重要と思われる。 
 そこで、研究者・技術者自身のベンチャー起業に関係する現状の流動実態および研究機
関および研究者・技術者のベンチャー起業化等に係わる意向の調査を行った。 
 本文編図 2-6-1 の結果では、過去５年間でベンチャー化のため転職した研究者・技術者の
いる機関比率は、大企業研究機関で２割、国立試験研究機関では約１割で、他の機関群で
は全くいないとの結果である。ベンチャー起業のための流動促進の一方策として、出向あ
るいは兼職等によるベンチャー化の場合の流動意向を尋ねた。その結果は、本文編表 2-6-2
に示す。 
 この結果から、転職はしたくないが兼職、併任等であればベンチャー化への意欲のある
研究者・技術者比率は、転職の場合の“意欲ある”の回答比率と比較すると、どの研究機
関群でも約２―３倍となり、大企業研究機関群ではその比率が約８割に達する。 
 また本文編表 2-6-2 から、意欲はないとの回答比率は全研究者・技術者の平均で約３割あ
り、その最も多い理由は、どの研究機関群も共通し、“現在の研究が手薄になるから”が、
約４割を占めている。これらの結果から、実用化研究後に元の機関で研究活動ができる保
証のある、兼職等でのベンチャー化への参画形態が、約７割と多くの研究者・技術者にと
って望ましいものと思われており、今後のベンチャー化推進の有力な判断材料となる。 
 
（７）出向 
 研究者・技術者の出向流出について、本文編図 2-7-1 の結果から、大企業研究機関および
国立試験研究機関では約６割の機関比率で出向流出の研究者・技術者がいるが、 国立大
学附置研究機関では１割の機関しかいない。私立大学研究機関では、全ての研究機関で出
向流出者はいない。このように、大学関連の研究機関における出向制度そのものは、前述
の２研究機関群と比較してあまり活発でないように思われる。 
 また、出向流入では、本文編図 2-7-3の結果から、出向流入者のいる機関比率は流出者
に比べ、国立大学附置研究機関で２倍の２割と多くなっている。それ以外は、出向流出者
がいる機関比率の約１／３から１／２と少なくなっている。特に地方公立試験研究機関で
は、出向流入者のいる機関比率がゼロとなっていることが特徴といえる。 
  
（８）研究職種間異動 
 研究開発を進める人材群の中で、研究者・技術者、研究技術支援者、研究管理支援者お
よび研究補助者が、それぞれのライフサイクルの中で各自の能力と研究指向に従い、適性
な各種の研究関連業務等を選択できるようにすることは、今後の研究社会の活性化のため
重要である。 
 その内、研究者・技術者が支援者や補助者に職種間異動できるかどうか尋ねた結果を本
文編図2-8-2示す。 
 この結果が示すように、研究者・技術者が支援者や補助者に職種間異動できると回答し
た比率の大きい機関群は、大企業および国立試験研究機関群の約４割であるがまた、“現状
の制度下では困難”も約３－４割ある。困難と回答した比率の最も多い機関群は、国立大
学附置研究機関群で、６割である。しかし可能と回答した比率は、３割である。これらの
ように、各研究機関群で研究者・技術者の職種間異動が可能と回答する比率は現状では低
い。 
 一方研究技術支援者の研究職への異動希望では、本文編図 2-8-7および 2-8-8の結果が
示すように、大企業研究機関、国立試験研究機関および国立大学附置研究機関における研
究技術支援者のそれぞれ約４割、６割および５割は、研究開発業務も行っており、それぞ
れほぼ同じ比率の研究技術支援者は、研究職への異動を希望している。 
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（９）中高年時からの研究職種選択の多様化 
 これからの少子・高齢化社会において、各研究機関における研究者・技術者の活性化と
創造的研究開発成果の効果的な創出のためには、一定時期における各研究者・技術者の適
性・意向と客観的な評価結果に応じた研究職種等の選択および適正配置が重要な課題にな
ってくると思われる。その一定時期を研究者・技術者の研究限界年齢とすると、そのよう
な時期がまずあるかどうかを研究者・技術者に尋ねた。 
 その結果の内、国立試験研究機関の研究者・技術者が回答する、研究限界年齢の有無の
回答比率、研究限界と予想される年齢の回答分布および研究限界年齢後の適正な業務の回
答結果を、図1-7に示す。 
  
 
 
  この図が示すように、国立試験研究機関の研究者・技術者の内、約５割は、研究開発活
動に年齢的な限界があるとし、あると回答した研究者・技術者の４割はその年齢が50才と
している。また、55才が次に多く、その比率は３割弱となっている。あると回答した研究
者・技術者が考える限界年齢後の適性な業務は、「研究指導的な業務」が最も多く４割弱の
比率で、「管理支援業務」が３割弱、「技術支援」が１割強となっている。 
  次に、産学官の各研究機関群におけるこれらのデータの内、研究限界の有無比率および
限界年齢分布の主要な回答年齢の比較結果を図1-8に示す。 
 
　＊ ＊：特殊,財団法人も含む
図1-7 国立試験研究機関等における研究者・技術者が予想する
研究限界年齢とその後の適正業務（研究者・技術者の回答）
a
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b
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c
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d
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e
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（ｃ）研究限界年齢後の適正な業務
a：研究管理支援業務に就く
b：研究技術支援業務（技術専門職）に就く
c：研究補助業務に就く
d：研究指導的な業務に就く
e：ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業に異動する
ｆ：現業部門等の研究以外のその人にあった所に異動する
g：その他
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∬
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  この比較結果が示すように、各研究機関群における研究者・技術者が、研究開発を実施
していく中で限界的な年齢があると回答した比率は、約半数の４割―６割になる。また、
最も回答比率が多い限界年齢は、国立大学附置研究機関の55才の約４割を除き、他の研究
機関群では、50才の３割強―５割強となっている。このように各研究機関群間で大きな差
は見られない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
研究限界年齢があると回答した研究者・技術者比率 　一番目と二番目に回答が多かった研究限界年齢と回答比率
図1-8 産学官の研究機関における研究者・技術者が予想する
研究限界年齢の有無とその年齢（研究者・技術者の回答）
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（１０）高度研究技術支援・補助者 
 産学官の研究機関と研究者・技術者は、現在研究開発業務を実施する上で研究技術支援
者および研究補助者の必要性をどのように捉えているのかまた、現状でのこれらの要員に
対しての充足状況はどうなのかを調べた。 
 また現在、研究者・技術者が研究技術支援者および補助者の協力を得ている比率、協力
が得られていない理由、必要とする十分な研究補助者数およびこれから必要な研究補助者
の資質等も調査した。更に、現在協力が得られている研究技術支援および研究補助者の研
究業務に対する貢献度を研究者・技術者自身の貢献度と比較して調査した。 
 また、これからの少子・高齢化社会にあって定年退職研究者・技術者が、長年の研究活
動経験と知識・見識等を若い研究者・技術者の育成・指導（補助）等に生かせる可能性は
あるのかどうかの調査も行った。 
  まず図 1-9 に国立試験研究機関における研究技術支援者および研究補助者の協力が得
られている研究者・技術者比率の結果を示す。 
 
 この図が示すように、国立試験研究機関の研究者・技術者の内約２割強は、研究技術支
援者および研究補助者の両者の協力を得ている。また、片方だけの協力を得ている研究者・
技術者は、約４割弱いる。しかし、両者の協力が得られない研究者・技術者は、４割強を
占めている。 
 片方だけ協力が得られている研究者・技術者の両者に対する協力の必要性では、６割強
の比率で両者が必要であると回答している。また、両者とも協力が得られていない研究者・
技術者の回答では、５割の比率で両者が必要であるとしている。どちらかの片方が必要で
あるとしている比率は、合計約３割になる。 
 次に産学官の研究機関における研究者・技術者に尋ねた、研究補助者の協力実態の調査
結果を図1-10に示す。 
　＊ ＊：特殊,財団法人も含む
図1-9　国立試験研究機関等において研究技術支援者及び研究補助者の
協力が得られている研究者・技術者の比率と必要性（研究者・技術者の回答）
（a）支援者と補助者の協力内訳
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24.1%
6%
16%
50%
14%
14%
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 この結果から、協力が得られている研究補助者の実情では、全研究者・技術者当たりの
協力研究補助者数が、産官学で 0.24-1.2人(産学官の平均は 0.69人)となり、協力が得ら
れている研究者・技術者当たりでは、1.5-4.8人（産学官の平均は 2.0人）となっている。
産学官では、私立大学研究機関を除くと各研究機関群間で大きな差はない。研究補助者の
協力を得ている研究者・技術者比率は、国立試験研究機関が0.46と高く、ベンチャー企業
が0.12と低いが、他の研究機関群では0.25-0.33人で大きな差はない。 
 私立大学研究機関の場合、全研究者・技術者当たりの協力補助者数が 1.2人と他の研究
機関群に比べ最も多いが、協力を得ている研究者・技術者当たりでは、4.8人と他機関より
極端に多い。この結果からも私立大学研究機関の場合、研究補助者の協力が得られている
研究者・技術者には、偏りがあるものと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図1-10 産学官の研究機関における研究者・技術者が協力を得ている研究補助者の数と
協力が得られている研究者・技術者の比率（研究者・技術者の回答）
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 次に、今後どのような資質の研究支援者または研究補助者を必要とするかの回答結果を
図1-11に示す。 
  
 
 
 
 
 この結果からその必要性では、大企業研究機関およびベンチャー企業においては、必要
性ありが７割強であるが、他の機関群では全て約９割に達する。必要とする資質の回答比
率では、図中の資質内容を示す a,bおよび cは、これまでの研究補助者あるいは技術支援
者にはない範疇の能力を示していることから、三つまとめた表現として、H:高度研究支援・
補助者とした。このＨの回答比率は、産学官で約４割―６割になり、平均すると45%となる。
また、他の資質でも、実験データのパソコンを用いた解析・整理あるいは研究者・技術者
の指示だけで単独でも実験を進めることができる研究補助者を希望する等、これまで以上
の支援・補助能力を、残りの約５割の研究者・技術者が希望している 
 
 
 
 
（必要性あり）
　（今後更に望む能力・資質）
図1-11 産学官の研究機関における研究者・技術者が今後更に望む
研究支援者又は補助者の能力（研究者・技術者の回答）
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　から助言、指導できる研究技術支援者
b：実験又は調査研究計画、解析評価に
　対し助言指導してもらえる研究技術支
　援者
c：論文、報告書作成に協力できまた査読、
　英文ﾁｪｯｸ等に十分時間をかけてみても
　らえる研究支援者
d：一緒に現場で実験ができ、ﾃﾞｰﾀの整理、
　図表化等ﾊﾟｿｺﾝ能力のある研究補助者
e：あなたが指示した方法により実験（or調
　査研究）を、あなたが居ないときでも自分
　だけで実施でき、ﾃﾞｰﾀを報告してくれる
　研究補助者
Ｈ：aとbおよびcの能力を有する
　　高度研究支援・補助者とする
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 これらのように、研究者・技術者によって今後求められる研究技術支援および補助の質
的能力は高くなっている。そのためこれらの人材の育成・確保は、量的な問題も含めて困
難が予想される。しかし、これからの高齢化社会にあって、高年齢あるいは定年退職後の
研究者・技術者の適正な活用により、これらの課題が対応できる可能性があると考えられ
る。  
 そこで産学官の研究者・技術者に対して定年退職後、研究支援・補助的業務への再就職
を希望するかどうかを尋ねた。その結果を図1-12および本文編表2-10-7に示す。 
 これらの図、表から、産学官の研究機関の研究者・技術者の内約５割は、定年退職後研
究支援・補助的な業務でも、継続して研究に係わりたい（再就職したい）とし、再就職し
ないとした回答比率は、２割―３割強の比率にすぎない。 
 その主な「再就職する」の理由では、ベンチャー企業を除くと「若い人を育成援助した
い」および「研究にできるだけ長く携わりたい」の両方とも、約３割弱―４割強の回答比
率である。また、「ある程度自分の研究ができれば、支援・指導でも良い」も２割弱―５割
強の回答比率である。一方、「再就職しない」の主な理由では、大学研究機関の研究者・技
術者の４割―５割強の回答比率で「自主的な研究以外の支援・指導ではやりたくない」が
占め、その他の機関では「研究とは関係のないことをやりたい」が３割強―７割になる。 
 また、条件によるが約１割強－３割になり、その主な理由では、平均すると約７割で「希
望する研究分野であれば」となっている。 
 これらの結果が示すように条件付きを含めると、７割―８割の研究者・技術者が定年退
職後研究支援・補助的業務においても研究開発に係わりたいとの希望を持っている。 
 
 
支援・補助的研究業務への再就職希望
図1-12 産学官の研究機関における研究者・技術者の定年退職後の
支援・補助的研究業務への再就職希望（研究者・技術者の回答）
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（１１）海外との流動 
 産官学の各研究機関にける外国人研究者・技術者の雇用状況および日本人研究者・技術
者のこれまでの海外への留学等の経験状況等を調査した。 
 産学官の研究機関における外国人研究者・技術者の雇用人数および日本人研究者・技術
者との比率等を図1-13に示す。 
  この図が示すように、外国人研究者・技術者がいる機関比率は各産学官の研究機関群間
で大きく異なる。最も多い機関比率は、国立大学附置研究機関の８割で国立試験研究機関
では７割弱また、大企業研究機関では約５割である。一方、調査対象となった地方公立試
験研究機関では全く外国人研究者・技術者はいない。 
 いる研究機関での平均外国人研究者・技術者数は国立試験研究機関が最も多く6.2人で、
次に国立大学附置研究機関の5.6人、大企業研究機関では4.3人である。 
 外国人がいる機関平均の全研究者・技術者数に対する外国人比率で最も多いのが、国立
試験研究機関と国立大学附置研究機関で、ほぼ同数の、4.4%および 4.5%である。大企業お
よび私立大学研究機関では、1%台である。 
 本文編図 2-11-2 に示す研究者・技術者の海外留学等の経験者は、大企業研究機関および
地方公立試験研究機関においては、１割弱以下であるが他の研究機関群では、約４割から
７割の研究者・技術者が、海外での研究活動の経験がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図1-13 産学官の研究機関における外国人研究者の存在比率（機関の回答）
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５ 考察および提言 
 11の流動視点に沿った考察と流動促進等に関する総括的な考察・提言を以下に述べる。 
 
５－１ 流動視点に沿った考察 
（１）インターンシップ制度採用 
 本調査結果では、現在産学官の研究機関でインターンシップ制度を導入している機関の
比率は、３－４割ある。また、導入していない機関の理由の多くが、まだ機関決定してい
ないだけであり、今後、導入する機関は拡大傾向にあるといえる。 
 この制度は、大学院生が社会へ出て本格的研究活動に従事する上で、各自の適性を判断
する機会として各個人にとっても、研究機関側にとっても今後更に重要性が増すものと考
える。現在でも大学の一部では研究インターンシップ制度を利用し、修了者に履修科目の
一定単位を与えているところがある。このようにただ単に、体験的な実習ではなく、連携
大学院制度的な綿密な産学官協力によるに研究実施制度にまで発展させることも、これか
らの産学官の研究協力上、重要と考えられる。 
 同様な趣旨の提言は、「若手研究者・技術者の未来を拓くためにー若手研究者・研究技術
者の確保、活用等に関する懇談会の報告書（科学技術庁科学技術振興局）」（以下参考文献
―１という）および：「夢と戦略ある研究開発システムをめざしてー研究開発システム検討
会報告書（科学技術庁科学技術振興局）」（以下参考文献―２という）の中でなされている。 
 
（２）ポスドク制度採用 
  現在、ポスドク制度研究者が受け入れられる機関は、ほとんど国立試験研究機関と国
立大学に限られているが、本調査結果では、現在未採用の研究機関でも今後採用希望があ
る機関比率は、約４割から８割にもなる。このことから、民間研究機関および私立大学研
究機関までその適用範囲を国主導の研究開発プロジェクトと関連付けて積極的に拡大する
ことが好ましいと考える。民間研究機関も受け入れ対象機関として広げることにより、現
在大きな課題の一つとなっている任期後のポスドク制度研究者の雇用機会も民間企業にお
いて増大すると思われる。また現在、民間企業が博士課修了者そのものの採用にはまだ積
極的な面がなく（「研究開発投資の活発な企業が求める高学歴研究者・技術者のキャリアニ
ーズに関する調査研究（科学技術庁科学技術政策研究所、NISTEP Report No.55」（参考文
献―３））需要と供給のミスマッチが一つの問題ともなっているが、ポスドク制度研究者等
の任期付研究者を採用することにより、博士課程修了者に対する認識も新たになり、より
採用する機会も増してくるものと思われる。 
 また、ポスドク制度研究者に対する本調査の結果では、約７割が再任用を希望している。 
このことから任用期間中の研究成果評価とその研究継続の必要性等を評価して、再任用で
きる可能性にある制度にすることも望まれる。同様な提言は、「流動的研究体制と研究者の
ライフサイクルに関する調査（科学技術庁科学技術振興局）」（以下参考文献―４とする）
においてもなされている。 
 
（３）機関内・関連機関内異動および（４）転職 
 機関内外の異動および転職の実態は、その研究機関における柔軟性と流動性の一面をよ
く表していると考えられる。産学官の研究機関群の中で、私立大学研究機関と地方公立試
験研究機関の７，８割以上は、特定の時期だけに研究者・技術者を異動させているが、他
の研究機関群の７－１０割は、必要な時期に任意に異動させている。このような上記２研
究機関群の雇用の硬直傾向は、転職および出向流動実態等にも現れ、地方公立試験研究機
関では、最近３年間の転職転入者と出向転入者がゼロとの調査結果ともなっている。この
ような状況を脱するためには、雇用制度自体を柔軟性あるものにすることが必要であると
考える。また後述する、任期付任用研究者・技術者の採用を推進することも効果的な方策
と考えられる。 
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（５）任期付任用 
 本調査結果では、任期付研究者・技術者を採用している産学官の機関平均比率は、約３
割となっている。また、“今後採用したい”の機関平均比率は、６割弱となる。これらのデ
ータは、「民間企業の研究活動に関する調査報告（科学技術庁科学技術政策局）」（以下参考
文献―５とする）の報告データより約１割から２割高い。 
 一方、産学官の研究機関における研究者・技術者が任期付任用に賛成する比率は、条件
によるを含めると全機関群平均で約６割になる。また、「我が国の研究活動の実態に関する
調査報告（科学技術庁科学技術政策局）（参考文献―６）では、同様な個々の研究者・技術
者の意向結果として、転職して研究してみたいが約５割で、任期付であれば移って研究し
たいが約１割あるとしている。これらの結果、今後の任期付任用制の採用傾向を考慮する
と、日本の研究者・技術者の流動性は確実に高まる傾向にある。このため、これらの研究
者・技術者に負担および不安が生じないよう、それに対応した年金制度および身分保障等
の社会制度の整備、改革および研究機関における経歴換算、評価および産学官に亘る共通
した評価認定基準等の整備等を早急に検討し、終身雇用に比較して不利益にならないよう、
流動性に支障のないようにする等処置することが望まれる。 
 また、希望任期期間では、国立試験研究機関および国立大学附置研究機関の研究者・技
術者は約４割が、産学官平均で約３割が、５年を希望していることを今後考慮すべきと考
える。 
 
（６）ベンチャー起業および（７）出向 
 基礎研究成果の実用化、新産業創出への道には数多くの技術的な困難を克服してゆかな 
ければならない。そのため、その成果の学問的および技術的な基礎および発展の可能性等
を熟知している研究者・技術者が、実用化への開発事業に参画することが最も良いと考え
られる。 
 産学官の研究者・技術者が転職してまで（現在の研究を放棄してまで）、研究成果の実用
化開発する意向がある比率は、２－４割とそれほど高くはない。しかし、一時的（２－３
年）にこれまでの研究から離れても兼職等で研究者自身の研究成果を実用化し、その後ま
た自分の研究に専念したいと考えている研究者の比率は、約６割から８割にも達する。 
 一方新たな動きとして、日本の産業競争力強化の一環として、政府が策定した「産業技
術力強化法案」が2000年４月に成立した。この法律により、従来原則禁止されていた公務
員の兼業は、国公立大学の教官や国公立試験研究機関の研究員が、研究成果を事業化する
場合に限って民間企業で兼務できるようになる。 
 このようなことから、産学官全体に亘る研究者の人的流動を可能にする、兼職あるいは
出向等の流動制度を各研究機関が積極的に利用していくことが今後、日本の新産業創出の
芽となる基礎研究成果の実用化のため重要と考える。同様な主旨の提言は参考文献―２で
もなされている。 
   
（８）研究職種間異動および（９）中高年時からの研究職種選択の多様化 
                        
 優秀な研究支援者および研究補助者が研究職等に職種間異動しまた逆に、研究者・技術
者が研究活動の状況により、多様な研究職種を選択できるようにすることは、これからの
研究社会を活性化させるために重要である。 
 本調査研究結果では、国立試験研究機関における支援者および補助者の約６割―７割は、
主に研究職への異動を希望している。また産学官の研究者・技術者の約５割は、定年まで
に研究限界年齢があると回答し、その年齢は50才が最も多い。これらの結果から、研究者・
技術者等の一定年齢時期における研究職間の異動の選択を、客観的な評価と研究者・技術
者等の自身の意向とにより選択できる制度を定めることが、これからの望まれる競争的で
柔軟な研究社会において重要と考える。 
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（１０）高度研究技術支援者・補助者 
 研究現場の研究者・技術者の約８－９割は、今後、高度な技術、知識と経験をもつ研究
技術支援者および研究補助者を求めている。「我が国の研究機関における研究支援体制の
今後のあり方に関する調査（科学技術庁科学技術政策局）」（以下参考文献―７とする）」に
よれば、７－９割が支援者業務の強化を今後図り、その強化内容として支援者の質の向上
を平均すると５割以上が求めている。 
 しかし、それに対応した十分な人材はいないのが現状である。その解決策の一つを探る
本調査研究によれば、研究者・技術者の約５割―６割が定年退職後も高度研究支援・補助
者として研究業務に貢献したいとの意志を持っている結果が得られた。このことから、貴
重な研究開発経験と豊富な知識を備えた定年退職研究者・技術者の高度研究支援・補助者
としての活用の可能性は、十分にあると思われる。 
 以上のような定年退職研究者・技術者の活用による高度研究技術支援者・補助者の確保
は、これからの自由で柔軟な競争研究社会および活力と生き甲斐のある少子・高齢化社会
にとって重要な課題であると思われる。 
 同様な提言が参考文献―１でなされており、定年後の研究者・技術者を活用できる仕組
みの開発を真剣に考えるべきであるとしている。 
 
（１１）海外との流動 
 ベンチャー企業を除くと大企業研究機関および地方公立試験研究機関における研究者・
技術者の海外での研究開発活動経験者比率は、他の研究機関群に比べ約1/3-1/10と低い。 
これからの研究活動のますますのグローバル社会化を考えると、上記両研究機関群の研究
者・技術者の海外での研究開発経験者が増加することが望まれる。 
 将来の少子・高齢化社会にあって、日本社会における優秀な研究者・技術者の不足は今
以上に拡大する一方、その補充を外国人研究者・技術者に頼らざるを得ない事態も想定さ
れる。本調査結果から、過去３年間における海外からの転職流入研究者の全転入者に対す
る人数比率が産学官の平均で14%。一方、海外への転職流出研究者の全転職者に対する人数
比率が、産学官平均で 5%であるという事実がある。このことは、海外からの転職流入人数
比率の方が、海外への流出人数比率より約３倍高いことを示し、転職流入による研究者・
技術者の補充の面では、海外依存の傾向が高い一面を表している。 
 また、産学官の研究機関における外国人研究者・技術者がいる産学官全体の平均機関比
率は、ちょうど５割で、そのいる機関での全研究者に対する平均人数、比率は、それぞれ
4.6人および2.4%である。 
 これらの調査データが示すように海外からの研究者・技術者が今後とも流入し、我が国
における研究活性の向上と創造的な研究成果の創出のためには、研究環境の充実はもとよ
り、受け入れるための社会環境及び社会制度を柔軟に対応できるようにしていくことが望
まれる。 
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５－２ 研究者・技術者の流動化促進に係わる考察および提言 
 ５－１章で本調査研究の結果の考察を研究者・技術者のライフサイクルにおける11の流
動視点に基づき系統的に考察および提言を行った。本章では、研究者・技術者の流動化促
進の中心的な国策であるポスドク制度の今後の展開に係わる考察と産学官に亘る研究者・
技術者の流動化促進のための新たな概念を考察し、今後の展開を提言する。 
 
５－２－１ ポスドク制度の今後の展開に係わる考察および提言 
 現状の５省庁が実施している主要な各種ポスドク制度実施状況の調査結果を踏まえ、今
後の本制度の展開の考察と提言を以下に行う。なお、本調査研究では、人材流動に関する
アンケート調査後、ポスドク制度の実施状況を追加的に調査した。それらの調査結果は、
本文編表 5-1 から表 5-13 に示す。 
 
（１）産学官協力による新たなポスドク制度の展開  
 これからの我が国における独創的な基礎研究実施とその成果の新産業創出への実用化研
究実施は、最も重要な課題の一つである。そこで、ポスドク制度実施においても新たな展
開として、産学官協力を基軸においたポスドク制度の適用を以下に提言する。 
 
 １）民間企業への研究者の派遣実施、拡大（目的指向型基礎研究実施への派遣） 
 現状で、ポスドク制度研究者を民間企業へ派遣しているのは主に、産業技術研究員制度
（NEDO）が７年間平均で約２割弱あるが、新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業
（生研機構）では、民間企業からの研究課題応募があるものの、ポスドク制度研究者の派
遣を受けることができる課題として採択された例は、平成8年度―10年度の3年間で１例
しかない。ポスドク制度研究者の約９割を占める文部省および科学技術庁関連の特別研究
員制度においては、これまで全く民間企業への研究者の派遣実績はない。 
 一方では本調査研究結果から、民間企業の約４割は積極的な採用（派遣）希望があり、
採用希望のない企業は、15％にすぎない。このことから、民間企業において主に実施され
ている目的指向型の基礎研究実施を産学官共同研究協約のもと、両省庁の現状の一定比率
を民間企業へ積極的に派遣する展開が強く求められる。 
 
 ２）国立大学および国立試験研究機関における基礎研究成果の民間企業での実用化研究 
   実施への派遣 
 基礎研究成果の実用化研究には、基礎研究者の参画が求められる。しかし、本調査研究
の結果、現状では研究成果のベンチャー起業化への研究者の流動実績は極めて少ない。 
 そこで、「学・官」の基礎研究成果を民間企業で実用化研究する場合、ポスドク制度研究
者を派遣することにより、実用化研究を実施しながら産学官の協力の橋渡しも行うことが
できると思われる。また、ポスドク制度研究者にとっても実用化研究の実施経験を積むこ
とにより、産業界からみた基礎研究のあり方等を勉強する良い機会となる。 
 
（２）ポスドク制度の位置付け 
 現在の日本においては、ポスドク制度が導入されてまだ日が浅い。そのため、ポスドク
制度の意義付けが研究機関においても研究者においても不十分である。 
 それは本調査研究結果においても現れている。例えば、本文編の図 2-2-6の結果から、
ポスドク制度研究者になった理由として、「大学における教職員のポストが無かったから」
が２－３割に達する。また、本文編表 5-5,5-7に示すように、任期途中で退職する研究者
比率が約５－６割になることから、本制度の意義に対する認識は不十分と言える。 
 そのため、このポスドク制度経験を米国の例に見るように、国公立大学や国公立研究機
関における終身雇用採用の条件にする（テニュア制度）等のインセンティブが今後必要に
なってくると考える。 
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（３）幅広い研究者・技術者および研究支援者育成の一環に適用 
 研究開発基盤として今後基礎研究者ばかりでなく優秀で独創的な研究支援分野に多様な
人材が求められる。その一環のポスドク制度の適用を目的とした一部の例として、NEDO
が実施する予定の新規ポスドク制度の「産業技術フェローシップ制度」がある。この制度
では、研究開発・実用化業務推進のための多様な技術者養成を第一目的としている。この
場合の例に見るように、その制度の多様な目的に応じ、学歴の制約の拡大、また年齢的な
制限は設けない等、個々の研究者・技術者および研究支援者等のライフサイクル条件・目
的に応じた制度の適用が柔軟に実施できるような、制度の新たな展開も今後望まれる。 
 
（４） ポストポスドク制度研究者の雇用促進策 
 ポスドク制度修了（ポストポスドク）研究者の民間企業への雇用促進を図るための方策
として、本文編 5-2-2-2 章で示す雇用促進助成策について追加ヒアリング調査を実施した。
そのヒアリング結果とポスドク制度実施状況データから、以下のように考察する。 
 １）ヒアリング結果からの考察 
 ①国研あるいは国立大学におけるポスドク制度研究者の任期後、民間企業への雇用を促  
  進するための本提案のような国の助成制度の有効性は、ヒアリング結果から判断する  
  とあまり期待できない。 
 ②現状で、民間企業への雇用があまり期待できない大きな理由は、国研あるいは国立大 
  学におけるポスドク制度終了研究者では、年齢（３５才程度）が高くまた専門性が深 
  くなりすぎ、任期後の職場として企業の研究等業務に新たにマッチングさせるには、 
  多くの場合遅すぎ、困難であると思われているためである。 
 ③一方、ポスドク制度研究者の民間企業への派遣は、８割の企業比率で希望しているこ 
  とから、「産」への派遣対象拡大が望まれる。 
 ④派遣されるポスドク制度研究者を受け入れる民間企業は、期間中の研究態度、研究実 
  績および人間性等を総合的に判断した上で、任期後のその研究者の採用の可否を決定 
  できるので好ましいとしている。 
 ⑤また、ポスドク制度任期中の研究実施により、企業によりマッチした研究者が育成さ 
  れると考えている。 
 ⑥一方これまで、任期後のポスドク制度研究者が民間企業の採用試験を受験した例は、 
  １０社中２社しかなく、民間企業へ就職しようとする機会そのものが少ないように思 
  われる。研究者市場としての需要（企業側の研究者ニーズ）と供給（ポスドク制度終 
  了研究者の専門性、研究実績等の個人データ）の情報交換が不足しているように考え 
  る。これはポスドク制度研究者の全体を一括して統括するところがこれまでなく、任 
  期後の就職のため、民間企業への研究者情報を十分に提供できなかった面があるもの 
  と考える。そのため、国の機関等によるポストポスドク制度研究者の産学官に亘る情 
  報提供システムの構築が必要と考える。 
 
２） ポスドク制度実施状況データからの考察 
  本文編 5-2-2-1 章で示すポスドク制度関連事項の現状データから、ポスドク制度研究者の
任期後の民間企業への雇用促進に係わる考察を以下に示す。 
①本文編表 5-7 および表 5-13 のデータから、就職先の国研・公立・公営研究所および大学 
 の合計が占める割合は、約 70%―80％である。国公立の機関の定員は、今後も大きな変 
 動がないものと考えられることから、同様な比率で今後も推移するものと考えられる。 
 残りのうち、10%前後が民間企業に就職しているが、15％前後はその他となり、主に希 
 望の所に就職できなかった人達であると想定できる。 
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②就職先を産学官と分けて考えると、学官は定員枠があり今後も 75%以上の増加はあまり 
  期待できない。全体の雇用の促進を図るためには、産に就職できた比率も含め残りの 25% 
 前後の多くが、産へ就職できるような促進施策を考えることも一つの方策として重要で  
 あると思われる。 
③そのため、本文編 5-2-2-2 章で示す企業への雇用促進助成策に対する 10 社のヒアリング 
  結果で示されるように、ポスドク制度終了研究者の企業への就職を促進させるためには、 
  ポスドク制度の時から、一定比率以上の研究者を企業へ派遣すべきであると考察される。 
④当然、産官学にそれぞれ派遣した研究者がそれぞれのところで、またその比率で任期後 
 就職するとはない。基礎科学特別研究員制度（理化学研究所）の場合、任期後そのまま 
 終身雇用職員として採用された研究者の比率は、本文編表 5-7-③で示すように過去 11 
 年間の平均で約１割であり、表 5-13 の産業技術研究員制度（NEDO）の平成 11 年度の 
 場合、同様に任期後も同じ機関に就職する比率は、大学の場合が一番大きく５割を示し、 
 民間企業の場合は２割の低い比率を示している。 
⑤このように同制度の研究者を民間企業に派遣することにより、従前に比べ企業への就職 
 が、大きく促進・改善されるものとは考えにくい。 
⑥しかしこのことにより、産学官に亘る研究交流および研究者の流動がより活発となり、 
 従来少なかった民間企業側における博士課程修了者に対する期待も向上し、民間企業へ 
 の就職もその機会が従来にもまして徐々に増加してくるものと期待される。 
⑦更に、民間企業への研究活動の場が広がることにより、これまで少なかったポスドク制 
 度研究者あるいは博士課程卒者の研究以外への部門での活躍の道筋がより開けてくるも 
 のと考える。 
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５－２－２ 産学官研究者・技術者の流動促進のための「研究者市場」概念の具体化 
                     
 これからの我が国における創造的研究活動を活性化させ、新たな知識を創造し世界に先
駆けた新産業を創出させて行くためには、多種多様な才能と能力を備えた優れた研究者・
技術者が交流し、創造的な研究開発を誘発・展開していく必要がある。そのためには参考
文献―１で提案している“開かれた研究者の競技場”を意味する「研究者市場」の発想は
重要なポイントと考える。この概念は、これから更に具体化されていくものであると思わ
れるが、“国籍、性別年齢等にかかわらず、研究者が研究成果を競い合い、その実力と実績
を生かすことにより、行政や民間等を含む広汎な関連職域において適切な地位と処遇を獲
得できる仕組みである”と定義付けている。 
 その一つの方策として、将来はこの「研究者市場」を、主に産官学の研究機関における
各機関固有の任期付研究者・技術者をも含め、研究者自身の自由意志で出入りが容易な市
場とすることも重要と考える。その概念を図5-1に示す。 
 本調査研究では、この概念をより具体化し実効あるものにしていくために、次のような
「研究者市場」の具体的な概念を提案する。 
 
 
 
 
 
 
 
   図5-1研究者市場の具体化概念
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研究者市場の具体的な概念  
・「ポスドク支援制度」および「若手任期付任用制度」等の国の産学官に亘る流動制度を 
 研究者流動の中心核とする。 
・より広く産学官全体に亘る大きく、確実な流動のうねりの展開が図れる「研究者市場」 
 を形成させるため、前節で提案したようなポスドク制度の民間企業への研究者派遣等 
 これらの制度の積極的な民間企業（産）への適応拡大を図る。 
・「若手任期付任用制度」についてもその研究場として「産」への適用拡大を図る。 
・国の以上のような流動制度以外に、産学官それぞれの各機関固有の任期付研究者・技術 
 者も、中心核（国の制度）の外側の「研究者市場」を形作る構成要素と捉える。 
 これらの産学官の「研究者市場」内の流動促進を図りまた、産学官における終身雇用領
域から「研究者市場」領域への流動も促進するような、国の施策が今後更に望まれる。 
 この概念の中で産学官の各機関における固有の任期付研究者・技術者までの範囲を「研
究者市場」とした理由は、各研究機関における固有の任期付研究者・技術者といってもそ
れは、１年―５年程度の限定された期間における所属にすぎないからである。長期的な視
野に立てば、終身雇用の研究者・技術者よりもはるかに産学官のどこの機関にも所属する
可能性が高いといえる。このことは、産学官に共有する研究者・技術者および我が国の固
有の人的財産であると柔軟に捉えることができると考えられる。  
 この柔軟な概念により、日本全体に亘る多種多様な任期付研究開発が、その時の研究機
関と各研究者・技術者の研究目的に合致したところで行うことができ、また各自のライフ
サイクルに応じた展開、移動を容易にする、柔軟性ある産学官の大きな受け皿の場とする
ことができるものと考える。 
 これが実効あるものとするためには、産学官の機関および研究者・技術者の双方に対し、
魅力ある国の施策によるインセンティブを「研究者市場」に与える必要がある。そのため、
研究者個人を対象とした競争的研究資金の研究者市場への重点的な投入、産学官の研究機
関に対しては研究者・技術者の任期付任用のワクを拡大するインセンティブとして民間研
究機関に対し任期付研究者・技術者の雇用に対す助成制度等も一案と考える。 
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                【本文編】 
 
 
１ はじめに 
 我が国における創造性豊かな科学技術人材の育成・確保のためには、産学官に亘る活発
な研究活動システムの構築、研究組織の柔軟化、活性化および将来の少子化、高齢化社会
に対応した研究活動全体に係わるシステムの再構築が求められているる。 
 これらの諸課題を解決する方策の一つとして、研究者・技術者等の特性と能力および各
人の研究活動の指向・目的に適合し、創造性豊かな研究者・技術者を育成・確保すること
ができる研究ライフサイクルの確立がある。そのための大きな要件として、国の全体（産
学官）に亘る研究者・技術者等の流動化促進があり、国および産官学の各研究機関等はそ
れに対応した適切な諸施策を講ずる必要がある。これまでポスドク支援あるいは任期付研
究者等の狭い範囲における研究者の流動化に係わる調査研究は報告されている。 
 しかし、産学官の研究者のライフサイクル全般、研究基盤として重要な研究支援者・補
助者の問題、研究職種間異動および中高齢研究者・技術者の流動・活性化策等の広い意味
での流動・活性化検討を行った調査報告はこれまでにない。 
 そのため本調査研究は、産官学の研究機関と研究者・技術者等の両面から、上記した項
目等の現状調査と調査結果に基ずく今後のあり方の提言を行う。 
 
２ 調査研究の背景 
国の施策では、科学技術基本法、基本計画の 
Ⅱ。新たな研究開発システムの構築 
 （１）創造的な研究開発活動の展開のための研究開発システムの構築   
 の中で、… 
 
①柔軟で競争的な研究開発環境の実現に不可欠な研究者の流動化を促進するため、任期制
が我が国の研究社会の中で実効的に機能し得るように配慮しつつ、研究者の任期制の導入
を図る。…  
 
 としている。 
この科学技術人材の流動化促進の、より直接的な目的とそれによる利点を以下に示すと、 
 １）目的：創造性豊かな研究者・技術者の育成・確保と創造的、革新的な研究成果の 
      実現。 
 ２）人材流動化の利点： 
   ① ２－３専門分野に卓越した研究開発人材が育成される。 
   ② 幅広い知識と新しい視点となる情報を①の分野に常に注入し、研究の活性化で 
     きる機会が得られる。 
   ③ 広い分野の研究者等との交流（パイプ）をもつ機会が得られる。 
   ④ 柔軟な発想および考え方の転換が容易にできる視点の多様化が育成される。 
   ⑤ 異分野の新しい視点を自分の専門分野に取り込み、新たな研究概念を創出し、   
     具体化できる。 
   ⑥ 柔軟で競争的な研究開発環境が生まれてくる。 
   ⑦ 優秀な研究者同士の相互の啓発および競争がなされる。 
 
等が挙げられる。 
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 これらを要約すると、 
 
                  ▼   
   
 ・研究者等の人材流動化の促進により、研究関連人材各人の資質、意欲および研究目的  
  に応じた研究者等のライフサイクルの確立がなされる。また、異質で優秀な研究者相  
  互の情報交換、啓発および競争等により新たな研究視点が導入され、創造性が増す。 
 
 のように示すことができる。 
 一方、これに対峙することとして、 
 
                  ▲▼ 
 
 
 ・人的に硬直した研究開発環境では、研究開発活性が阻害され、まして創造的な研究成  
  果は生まれにくい。 
 
 のように捉えることができる。 
 
 このような目的と背景から本調査研究は、産官学に亘る研究機関の研究者・技術者等の
現状の流動状況をアンケート調査および一部ヒアリング形式による調査を実施する。それ
により、これまであまり明らかにされてこなかった流動に広く係わる実態を調査し、これ
らの多方面に亘る調査結果に基づき現実に則した人材流動の促進に係わる今後のあり方を
提言する。 
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３ 調査実施概要 
３－１調査研究を実施するに当たっての基本的事項および問題意識 
 
 （１）調査研究実施に係わる各種の用語の定義 
  本調査研究で用いる用語を以下のように定義し、アンケート調査時に用いた。特に本
調査研究では、一般的に広義に用いられている研究支援者を、将来の研究支援部門の充実
が求められることから、その職務内容で三分割し個別に調査することとした。 
 
流動；この調査研究でいう流動は、産官学の研究部門における研究者・技術者等（研究者、 
   支援者及び補助者）のその機関、組織内外への流動を含めた異動、出向、転職及び 
   任期付就業等を意味し、研究者・技術者等のキャリアパス形成の一つの要因となる 。 
研究者・技術者；未知の事象及び原理の探求者（研究者）及びそれらの応用技術の開 
        発者（技術者）の両者をいう。 
研究支援者；研究支援者を研究管理支援と研究技術支援者に区分する。 
      両者は、研究を自ら主体的に実施する者でなく、その内 
      研究管理支援者は、研究に直接係わる事務、企画、予算、情報及び研究施設   
      の運転維持等の管理業務に従事する者。 
      研究技術支援者は、専門的な技術を持ち実験試料の物性測定、化学分析およ 
      び実験機器の工作等の業務に従事する者。 
専門技術者；物性測定、化学分析等の分析、測定・解析業務及び実験機器の工作        
      等専門的な技術をもって、ルーチン的に行っている者。研究技術支援者と同 
      義とする。ただし、これらの技術の開発を主に実施している者は、研究者・ 
      技術者の範疇とする。 
 
研究補助者；研究・開発業務の現場等で研究者・技術者の行う実験あるいはデータの整理 
      等の業務を補助的に支援するものをいいます。 
高度研究補助者；第一線の研究活動からは退いているが、これまでの研究補助者（上記研 
        究補助者）の概念を越え、研究・実験計画へのアドバイス、得られた実 
        権データに対する解析・コメントおよび論文に対する査読・助言等の高 
        度な研究補助を行うことができる研究経験豊富な補助者。現在、そのよ 
        うな立場の者はほとんどいない。 
任期付研究者等；３年又は５年のように期間を限定してその研究機関に契約にもとずき職  
        員として所属し、研究、技術開発等の業務を行う者をいいます。 
契約者；契約による職員の場合、任期付職員と同義とし、嘱託及び顧問もこの範疇に入る。  
出向者；他の企業等の機関からの異動者で職員と同等の身分で業務に就くが、身分は出向 
    元の機関の者。 
派遣者；人材派遣会社等から派遣され業務に就く者で、身分は派遣元。 
ポスドク制度；国が進める博士課程修了者の研究活動支援制度。指定する特定の研究機関 
       の中で、原則 1-３年間研究でき、その間の生活費等の支給の元は、国から 
       の資金による。 
インターンシップ制；主に大学学部、大学院学生の一般社会（企業）での体験的な実務研 
          修（実習）制度。一般に数週間から数ヶ月の期間。 
人材マップ；機関において既に配属されている人材の生年月日、性別、専門、業務経験、 
      キャリアパスおよび研究開発成果・投稿研究論文等の情報が蓄積され、最適 
      な異動、育成計画等の判断材料に利用されるデータベース。 
 
なお、本調査において産官研究機関群別の各研究機関に所属する研究者・技術者の最終
学歴の回答結果を、４－３－１章の図 2-12-3 に示す。 
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（２）研究者等の流動化に係わる基本的問題意識 
 研究機関およびそこで働く研究者等に対するアンケート調査を実施するに当たり、現在
の各機関あるいは国が抱える主要な課題として、 
Ⅰ。施策、制度上の人材流動に係わる点 
 および  
Ⅱ。各研究機関が抱えていると考えられる点 
 および今後の日本社会の動向等を考慮した上での、 
Ⅲ。研究者等の自身に係わる点 
 の三点について、その基本的問題意識を以下のように捉える。 
 
Ⅰ。施策、制度上の人材流動に係わる点 
 １）国の施策として進められているポスドク制度が現状どのような状態にあり、今後は 
  産学官の研究機関ではどのようにあればよいと考えているか。 
 ２）研究者・技術者の任期付任用制度は現在、産学官でどの程度実施され、今後はどの 
  ような傾向にあるのか。 
 ３）各機関での出向等の異動制度は、機関の目的および研究者等の意向に沿った形で機 
  能しているか。 
 ４）各機関の雇用制度上、研究者等の十分な能力の発揮と向上、職場活性および適正な 
  人員配置のために必要と思われる研究職種間異動（研究者・技術者⇔研究支援者⇔研 
  究補助者）は可能か。 
 ５）研究成果の起業への反映を目的とした制度の現状はどうか。 
 
 
Ⅱ。各研究機関が抱えていると考えられる点 
 １）各研究機関の固有の課題とその対応策は何か。 
 ２）各研究機関における研究者等の異動が、彼らの育成・確保と各個人の能力向上およ 
  び望ましい研究者等のライフサイクルの確立のためにうまく機能しているか。 
 ３）研究者等の量的、質的充足度の現状とその課題に対する対応策はどのようにあれば 
  よいと考えているか。 
 
Ⅲ。研究者・技術者等の自身に係わる点 
 １）研究者・技術者の転職、出向等の経験とその効果および今後の意向はどうか。 
 ２）任期付任用についてどのような意向を持っているか。 
 ３）研究職務遂行上の年齢的な限界はあると考えているか。またある場合、その後はど 
  のような職務を行ったら良いと考えているか。 
 
 ４）各研究者・技術者は研究職務実施上、現在どの程度の研究技術支援者および補助者 
  の協力を得ているか。また今後これらの協力者の量的および質的な要望はどの程度か。 
 ５）研究成果の権利化や新産業創出の目となる可能性のある起業化へ向けた転身に対し、 
  研究現場の第一線の研究者・技術者自身はどのような意向を持っているか。 
 ６）これからの高齢化社会に向け、研究者等自身の高齢化に伴う研究職務への係わり方 
  についてどのような意向を持っているか。 
 以上のような基本的な問題意識に基づき、アンケート調査等の調査研究を進めた。 
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（３）研究者・技術者等のライフサイクルの流動視点 
 研究者・技術者等の若年時代から中高年時まで、各自の創造的な研究能力を養成し、発
揮させるための産学官に亘る人材流動視点を検討し、各視点における現在の情勢および今
後の動向等が把握できるようアンケートの設問を考慮した。 
 まず本調査研究で検討された、産学官に亘る研究者・技術者等の目的に応じた流動促進
環境下におけるライフサイクルの流動視点を図１に示す。 
 この図の横軸は、研究者等が社会人として出発する２０才代後半から定年時までの年代
をとり、縦軸は研究職種および流動雇用―終身雇用における領域をとっている。この図が
示すように、将来人材流動が促進された環境下において、そのぞれの年代を通じて、どの
ような時点でどのような流動が考えられるかを表したものである。各流動は以下の１１の
視点で表される。 
 ① インターンシップ制度、 ② ポスドク制度、 ③ 機関内異動、 ④ 転職、 
 ⑤ 任期付任用、 ⑥ ベンチャー起業化、 ⑦ 出向、 ⑧ 研究職種間異動、 
 ⑨ 中高年時からの研究職種の多様化、 ⑩ 高度研究技術支援・研究補助、  
 ⑪ 海外との流動 
 これらの示された視点の内、③―⑧の時期は、特にこの時期しかないということではな
い。 
 これらの流動視点において、現在の状況と今後の傾向が把握できるような設問にアンケ
ートを構成した。 
 
３－２ アンケート調査実施内容の概要 
 ３－１で示す基本的な問題意識に基づき、アンケート調査票を作成した。アンケート調
査票は、対研究機関用のものと対研究者等用のものとを作成し、また質問語彙等の使い方
の違いから、“産官”用と“学”用とに分けて作成し、合計で４種類の調査票となった。 
 各研究機関と研究者等に対する調査票の質問構成は、以下のような概要項目となってい
る。 
 
（１）研究機関に対する調査票 
 a. 機関の概要に関する事項―１４設問 
  b . 研究機関における研究者等の流動（異動）関連の現状に関する事項―２２設問 
  c . 研究者等の流動に関する機関としての意向に関する事項―１８設問 
  d . 要望事項（自由記述） 
 
（２）研究者等の個人に対する調査票 
 a. 各個人の年齢、職種および専門等に関する事項―９設問 
  b . 各個人のこれまでの流動（異動、転職等）の経験に関する事項―３設問 
  c . 研究活動および流動に係わる事項に対する各個人の意向に関する事項―４３設問 
  d . 要望事項（自由記述） 
 
 なお、これらの実際の調査票は資料編の  に示す。 
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３－３ アンケート調査実施概要 
 
（１）調査期間 
 アンケート調査票は’98 年 7 月に各研究機関および研究者等に発送し、回答期限を 9 月末
日とした。 
 
（２）調査対象の機関および研究者等の選定方法と対象数 
 産学官の調査対象研究機関は、各研究機関の性格別の一定以上の研究活動規模を備えた
機関を対象にする目的で、その研究機関における研究者数を一つの基準とした。 
 その基となる参考資料は、全国試験研究機関名鑑（’97～’98、第Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ巻、全国試験
研究機関名鑑編集委員会編、ラテイス（株）発行、1997）および日経ベンチャービジネス
年鑑、98 年版（日本経済新聞社―日経産業消費研究所編、日本経済新聞社発行、1998）に
基づいた。 
  
 １）研究機関の選定 
 まず、研究機関はその機関の性格上、以下の９つの機関群に分類した。 
１．大企業研究機関、２．ベンチャー企業、３．国立試験研究機関、４．特殊法人、 
５．財団法人、６．地方公立試験研究機関、７．国立大学付置究機関、８．国立大学共同
利用研究機関、９。私立大学研究機関。 
 各研究機関群ごとにまず選定するための前段階として、表 1-1 中に示すような機関選定の
ための基準研究者数を定め、それを満たす機関をリストアップした。その内の約１／３の
研究所を任意に抽出し、それらを調査対象機関とした。この内ベンチャー企業だけは、上
記基準では選択できないため別の基準として、「’96～’98 年の最近の 3 年間で大卒採用を実
施し」、かつ経営上の課題として「優秀な研究者・技術者の確保が重要」と掲げている機関
をリストアップし、同様にその内の約１／３の機関を調査対象機関として任意に抽出した。 
 
 ２）研究者等の選定 
 研究者等の調査対象の選定は、まず上記調査対象と選定された機関の内、大企業研究機
関群は数が多いので約１／９を、その他の研究機関群においては約１／３を任意に抽出し、
その機関内で研究開発に携わる研究者・技術者、研究支援者および補助者（以下研究者・
技術者等とする）を調査対象とした。なお抽出された研究機関にはあらかじめ訪問し、そ
の機関の所長、総務または企画等の部門の責任者に調査研究の目的と内容を説明し、調査
の許可をお願いした。機関の中での研究者等の実際の選定は、機関側の意向にまかせたが、
原則的にはある部門の範囲を定め、そこで働く研究者・技術者等を調査対象とすることを
お願いし、作為的な抽出による選択は原則的にしないようお願いした。 
 以上のようにリストアップした機関数および任意に抽出された調査対象研究機関数およ
び研究者等の数を表 1-1 に示す。 
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                 表1-1 調査対象の機関および研究者等の選定基準と選定数 
 
 
 研究機関群      機関のリストアップ  リストアップ  調査対象抽出機関および研究者等の数 
         基準研究者数規模   研究機関数   
            （～人以上） 
                             対象抽出 研究者等を調査 研究者等 
                             機関数   する機関数   の人数   
                                    
大企業研究機関      50                282              94         10(9) *1        741 
 
ベンチャー企業     ＊２            21              12          4(2) *1         40
  
国立試験研究      100                 35              15          4              551 
機関 
特殊法人        100                  8               3          1               80
 
財団法人         100              17            6          2              205 
 
地方公立試験       40                 25               9          3              126 
研究機関 
 
国立大学附置              30                 35              12          4              414 
研究機関 
 
国立大学共同利用     50           11               4          1              150
研究機関 
 
私立大学研究       20                 47              16          5              421 
機関 
 
     ＊１：カッコ内は実際に調査ができた数 
    ＊２：ベンチャー企業だけは、’96～’98年の最近の３年間で大卒採用を実施し、かつ経営上の課 
       題として優秀な研究者・技術者の確保を重要と掲げている機関を選びリストアップした。 
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（３）アンケート調査票の回収率および研究者等の職種別回答者数 
 調査対象が機関のみの場合、アンケート調査票は事前に連絡せず送付し、回答をお願い
した。研究者等の調査対象も含む機関に対しては事前に連絡し調査票を送付した。 
  
 １）アンケート調査票の有効回答率 
 表 1-2 に、研究機関調査対象と研究者等対象のアンケート調査の有効回答率を示す。 
 
        表1-2 アンケート調査の有効回答率 
 
 
 研究機関群      調査対象  有効回答  研究者等の調査  研究者等の調査  有効回答研究 
           機関数   機関数   対象機関数   対象者数、人   者等数、人 
               （回答率、％）                   （回答率、％） 
 
大企業研究機関     94           47              9              741              602 
                               (50%)                                            (81%)
ベンチャー企業     21            9              2               40               40
                               (43%)                                      (100%)
国立試験研究機関   15            8              4              551              258
                                (53%)                                            (47%)
特殊法人          3            2              1               80               50 
                                (67%)                                  (62%)
財団法人              6            2              2              205              116 
                                (33%)                                            (57%)
地方公立試験          9            5              3              126       106 
研究機関                        (56%)                                            (84%)
国立大学附置         12            8              4              414              263 
研究機関                        (67%)                                            (64%)
国立大学共同利用      4            2              1              150               32 
研究機関                        (50%)                                            (21%)
私立大学研究         16            7              5              421              124 
機関                            (44%)                                            (30%) 
 
 合計              180           90             31             2728             1591 
平均回答率          ―     50%        ―         ―               58.3%
 
 
 アンケート調査票を送付した全機関数は、１８０機関になる。回答率は性格の異なる研
究機関群ごとに示す。研究機関群の中で最も回収率の高かったところが国立大学附置研究
機関と特殊法人の６７％である。一方、最も低かったところは、財団法人の３３％である。
全回収機関数は９０機関で、その回収率は５０％である。 
 一方、研究者等に対する調査では、その対象として抽出された機関数合計が３１機関と
なり、表に示すような各機関群ごとの調査票送付対象者数および回収率となった。最も高
い回収率は、ベンチャー企業の１００％で、最も低い回収率は、国立大学共同利用研究機
関の２１％である。調査票送付合計は２７２８で、その回収合計は１５９１となり、全機
関の平均回収率は５８．３％である。 
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 ２）研究職種別回答数 
 研究者等の個人に対するアンケート調査の調査票には、研究職種別設問があるため、そ
の職種（研究者・技術者（内、任期付雇用者およびポスドク制研究者別も分離して表示）、
研究管理支援者、研究技術支援者および研究補助者）ごとの回答者数を調べた。その結果
を表 1-3 に示す。表中の０は調査対象範囲の中にその研究職種の対象者がいないことを示す。 
 
  表1-3 研究者等の個人に対するアンケート調査の研究職種別回答数 
 
 
 研究機関群  全回答  研究者・技術者数 1)、人  研究管理 研究技術  研究補助者数、 
       者数、人            支援者数, 支援者数、 人 
              任期付 ポスドク制 人    人 
 
 
 大企業研究   602    505     0         0         67        19          11
 機関 
 
 ベンチャー      40     33     0         0    4  3           0
 企業 
 
 国立試験研     424    365    17        30         17        18          24
 究機関2) 
 
 地方公立試験   106     89     0         0         11         6           0
 研究機関 
 
 国立大学附置   295    231    25        14          5        58           1
 研究機関3) 
 
 私立大学研     124    117    19         0          0         5           2
 究機関 
 
 
   合計    1591    1340   61        44        104       109         38
 
 １）：任期付およびポスドク制研究者も含む、２）：特殊、財団法人も含む、３）：国立大学共同利用研究機関も含む 
 
 
３）研究機関アンケート票の回答者 
 各研究機関用のアンケート票に対する回答は、研究機関を代表して回答できる職位の人
と願いし、機関側の意向に任せた。 
 
 ４）研究者・技術者の年齢分布 
 本調査に回答した各研究機関群別の研究者・技術者の年代分布を表 1-4 に示す。 
 
   表1-4 本調査に回答した産学官の各研究機関群における 
                   研究者・技術者の年代分布 
 
研究者・技術者の  大企業研  ベンチャ  国立研究  地方公立   国大学附置  私大学研   平均 
年代        究機関   ー企業   機関等1)  研究機関   機関等2)  究機関 
 
  ２０才代      102(20%)    9(27%)    54(15%)    11(13%)     23(10%)     1(1%)     200(15%) 
  ３０才代        243(48%)   15(44%)   153(42%)    26(30%)     77(34%)    23(20%)    537(40%) 
  ４０才代        128(25%)    9(26%)   108(30%)    25(8   62(27%)  31(26%)    363(27%) 
  ５０才代         30(6%)     1(3%)     45(12%)    24(27%)     57(25%)    40(34%)    197(15%) 
  ６０才代          2(0.4%)   0          1(0.3)     2(2%)       9(4%)     22(19%)     36(3%)
 
                                   1）：特殊、財団法人も含む、2）：国立大学共同利用研究機関も含む 
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４ 調査結果 
 
４－１ アンケート調査結果の解析方法 
 
（１）解析上分類した研究機関群 
 得られたアンケート結果を解析評価し、人材流動に係わる現状把握と流動促進に向けた
提言をするためには、類似した機関ごとにデータをまとめ、その特徴を比較、評価する必
要がある。表３－２に示す有効回答数と機関の性格を考慮し、特殊法人および財団法人の
４機関の回答は、国立試験研究機関群に入れ、国立大学共同利用研究機関の２機関の回答
は、国立大学附置研究機関群の中に入れ解析評価する。 
 これらのことから、解析評価上の機関群と機関数および研究者・技術者等の回答者数を
表 1-5 に示す。 
 
  表1-5 解析評価の研究機関群とその機関数および研究者等の数 
 
    研究機関群        有効回答機関数     有効回答研究者等数、人     
 
  大企業研究機関         ４７           ６０２ 
  ベンチャー企業          ９            ４０ 
  国立試験研究機関等 1)      １２           ４２４ 
  地方公立試験研究機関       ５           １０６ 
  国立大学附置研究機関 2)     １０           ２９５ 
  私立大学研究機関         ７           １２４ 
         
                         １）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
  
（２）データの分類 
 アンケート調査から得られる研究機関側および研究者・技術者等の回答データは、図１
で示す１１項目の流動視点に関係するデータごとに整理した。また、それ以外の研究基盤
に係わるデータは、 
 １．研究者・技術者の雇用状況 
 ２．研究支援者および研究補助者の雇用状況 
 ３．研究者・技術者等の充足度 
 ４．共同研究実施状況 
 の４点に分類した。 
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４－２ 流動視点に係わる解析結果 
 各流動視点におけるアンケート調査結果は、研究機関の回答と研究者・技術者等の回答
を分けて以下に示す。 
 
４－２－１ インターンシップ制度 
（１）機関の回答 
 大学の学部あるいは大学院の学生が産官の研究機関に行き、夏期休暇等を利用して短期
に研究の実習体験することが最近多くなっている。この研究インターンシップ制度の産官
の研究機関における導入状況の調査結果を表 2-1 に示す。 
 
表2-1 産官の研究機関におけるインターンシップ制度の導入状況 
                     および今後の意向
 
                大企業研究   ベンチャー   国立試験研    地方公立試験     平均 
               機関      企業      究機関等 1)    研究機関   
 
1   インターンシップ制度を     31(66%)   8(89%)      7(58%)     3(60%)        49(67%) 
  導入していない 
      
・理由 
 a：まだ機関決定していない    12(39%)      3(38%)          0             2(50%)             17(35%)
  b：メリットがない                 4(13%)      0               0             0                   4(8%) 
 c：体制が決まっていない          10(32%)      2 (25%)         1 (14%)        1 (25%)             14(29%) 
 d：その他（＊１）                 1 ( 3 % )        1 ( 1 2 % )          2 ( 2 9 % )         0                    4 ( 8 % )  
 N：無回答                        4 (13%)        2 (25%)         4 (57%)          1 (25%)             10(20%)  
 
2   インターンシップ制度を       16(34%)   1(11%)      5(42%)     2(40%)       24(33%)  
  導入している 
 
・受け入れ人数、人（平均人数）    5.3(79/15)     10(10/1)       18(90/5)        0(0/2)＊６          7.8(179/23) 
 （’97年度総人数/機関数） 
 ・感想 
  a：有益だった         4(23%)    ＊３     3(60%)     ＊７              7 (32%)  
  b：負担であまり利益はない     2 ( 1 2 % )                       0                                  2 ( 9 % )  
  c：学生による                1 0 ( 5 9 % )                       1 ( 2 0 % )                            1 1 ( 5 0 % )  
  e：その他                     1 ( 6 % )                        1 ( 2 0 % )                             2 ( 9 % )  
 ・実施体制 
  a：窓口を設けた               4 ( 2 5 % )    ＊４          1 (20%)     ＊８              5 (24%)  
  b：責任体制を作った           3 ( 1 9 % )                       1 ( 2 0 % )                             4 ( 1 9 % )  
  c：その他（＊１）             9 ( 5 6 % )                       3 ( 6 0 % )                            1 2 ( 5 7 % )  
 ・今後の運用 
  a：今後も積極的に勧める      10(55%)    ＊５          3 (60%)     ＊９            14(54%)  
  b：2-3年継続しながら検討す    3 ( 1 7 % )                       1 ( 2 0 % )                            5(19%) 
  c：来年からやめる              0                            0                                 0 
  d：その他（＊２）              2 ( 1 1 % )                       0                                 2 ( 8 % )  
  N：無回答                     3 ( 1 7 % )                       1 ( 2 0 % )                            5 ( 1 9 % )  
 
   １）：特殊法人、財団法人も含む。２）：国立大学共同利用研究機関も含む。 
 ＊１：機密防止上、要望がない等。 ＊２：所属長の責任で、規則を作った等。 ＊３：１機関が「a」。 
  ＊４：特に体制は作らない。＊５：１機関が「a」。＊６：’97年度は応募がなかった。 
  ＊７：１機関が｢b｣。＊８：１機関が｢a｣、１機関が無回答。＊９：１機関が｢a｣、１機関が無回答。 
 
 この表が示すように平均すると産官の研究機関では約３割がインターンシップ制度を導
入しており、国立試験研究機関等を除いた、まだ導入していない機関群の内３割強が“ま
だ機関決定していない”からとしている。国立試験研究機関等では、約６割弱が無回答と
しているが、これもまだ機関決定していない現れとも推定される。 
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図 2-1-1 から図 2-1-3 に、大企業研究機関が回答した結果の詳細を示す。 
 
 
図 2-1-1 は、大企業の研究機関におけるインターンシップ制度導入・実施状況を示す。 
図 2-1-2 は、同様に大企業の研究機関においてまだ導入していない機関が回答した導入して
いない理由の比率である。 
これらの結果から、大企業の研究機関では、いわゆる研究インターンシップの学生を受け
入れている機関が 34%あり、導入の最もはやい機関は、’70 年からすでに実施している（た
図２－１－１ 大企業の研究機関におけるｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ制度導入・実施状況
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だしその当時は、実習制度と呼ばれていたものと思われる）。各機関で採用している実施体
制では、学生の配属先の長の裁量で面倒をみている機関が最も多く、56%である。 
 受け入れ後の感想では、“その学生の資質による”と回答した機関が 59%と最も多い。ま
た、“機関にとっても有益であった”が 23%で、“負担であった”は、約１割にすぎない。 
 今後の方針では、“２－３年継続して様子をみる”と“積極的に進める”を足すと約７割
以上になり、“来年からやめる”の否定的な回答機関は全くなかった。 
 まだ導入していない機関が回答する、導入していない理由の比率では、“まだ機関決定が
なされていない”および“受け入れ体制が決まっていない”が約７割で“機関のメリット
がない”の否定的な回答は、13%にすぎない。 
 これらのことから、大企業の研究機関では、今後更にこの制度を活用する研究機関は増
加してくるものと思われる。 
 他の研究機関群の同様な導入状況結果は、資料編の  に示すが、産学官の各研究機関
群での導入比率と今後の方針比率の結果のみを示すと、図 2-1-3 のようになる。 
 この結果が示すように、大学機関およびベンチャー企業を除けば、各研究機関群では、
現状で３－４割の比率でインターンシップ制度を導入している。また、導入機関の５割―
８割は、今後もこの制度を継続していく意向を示している。 
 
 
 
 
 
図２－１－３産学官の研究機関におけるインターンシップ制導入状況
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４－２－２ ポスドク制度採用 
 国の制度として現在進められているポスドク制度は、博士課程修了者のこれからの創造
的な研究活動への登竜門として位置付けられる。今後更にこの制度が充実、発展し、創造
的な若手研究者・技術者が産学官に輩出することが求められている。 
 そこで現在、産学官の研究機関では、この制度による研究者・技術者をどの程度採用し、
機関として今後どのようにこの制度を評価するか。また、現在この制度で研究活動を行っ
ているポスドク制度研究者・技術者は、この制度についてどのような希望等を持っている
かを調査した。その結果を表 2-2 に示す。 
 
表2-2 産学官の研究機関におけるポスドク制度研究者の採用状況 
      およびこれらの研究者のポスドク制度に対する意向 
 
 ポスドク制度研究者の   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置  私立大学  平均   
 採用状況および意向    究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2) 研究機関 
 
（１）：研究機関の回答 
 ・現状の採用状況      
  ①採用している          3(6%)    1(11%)    10(83%)     1(20%)      8(89%)        0         23(26%) 
  ②採用していない         44(94%)   8(89%)     2(17%)    4(80%)      1(11%)        7(100%)   66(74%)
    ③今後の意向       *1    *1    ＊１     *1     *1       *1 
                      ＊１：採用している全研究機関とも“今後も採用したい”の回答 
                                                             
 ・現在ほとんど採用していない 
  機関群の今後の意向 
  ①採用したい             17(37%)    5(56%)       2(40%)              5(83%)     29(44%)
  ②採用しない              7(15%)    2(22%)     ―        0         ―   0           9(14%)
  ③どちらともいえない   22(48%)    2(22%)                3(60%)                  1(17%)  28(42%) 
   
                                            ―：回答不要
（２）：ポスドク制度研究者の回答 
 ・若手任期付研究者制度への意向 
  ①希望する                                      8(28%)                1(8%)                  9(22%)
  ②希望しない              ―    ―    5(18%)   ―    2(15%)     ―      7(17%) 
  ③前向きに考える                               12(43%)                6(46%)                18(44%)
  ④そのときによる                                3(11%)                4(31%)                 7(17%)
 ・ポスドク制度の再任希望 
  ①希望する                            16(59%)                7(59%)                23(59%)
  ②希望しない       ―     ―    8(30%)   ―    4(33%)    ―      12(31%) 
  ③その他（条件による等）                        3(11%)                1(8%)                  4(10%)
 ・希望研究（任用）期間 
  ①１－３年                            10(36%)                3(23%)                13(32%)
  ②４－５年        ―    ―    9(32%)   ―    6(46%)    ―      15(36%) 
  ③５年以上                                      0                     0                      0 
  ④１－５年任意に選択                            9(32%)                4(31%)                13(32%) 
                                      ―：回答ポスドク制度研究者なし
 
   １）：特殊法人、財団法人も含む。２）：国立大学共同利用研究機関も含む。 
 
 この表が示すように、産学官の研究機関群においてポスドク制度研究者を採用している
機関は主に国立試験研究機関等および国立大学附置研究機関等で、採用している機関比率
は約８割―９割となっている。 
 これらのうち、主要な解析結果を以下に示す。 
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（１）機関の回答 
 まず、国立試験研究機関等におけるポスドク制度研究者の現在の採用状況の調査結果を
図 2-2-1 に示す。 
 
 この図で示すように、国立試験研究機関等の機関では、現在 83%の研究機関比率でポス
ドク制度研究者を採用している。その主な採用理由は、約４割が、“研究活性のある即研究
開発戦力として”、約２割強が“人件費なしで研究者を活用できる”となっている。また、
採用している全機関が“今後も採用したい”としている。 
 一方、現在採用していない機関の理由は、“ポスドク制度研究者を受け入れる対象機関と
なっていない”が５割となっている。残りは無回答であるが、その多くの機関では、同様
な理由により受け入れていないものと予想される。また、この制度そのものの認知が国立
機関の間においてでもまだ不充分な面があるものと思われる。 
 産学官の研究機関群の全体の採用状況を図 2-2-2 に示す。 
 
 
 
　今後も採用したい　100%
（ｂ）今後の意向
＊：特殊、財団法人も含む
　　＊
図２－２－１ 国立試験研究機関等におけるﾎﾟｽﾄﾞｸ制度研究者の採用状況
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 この図が示すように、国立大学附置研究機関等では、全研究機関でポスドク制度研究者を
採用しているが、大企業の研究機関では、わずか６％採用しているだけである。また他の
機関群では、ほとんど採用していない状況である。 
 図 2-2-3 では、産官学の研究機関におけるポスドク制度研究者の主な採用理由を比較して
いる。 
図２－２－２産学官の研究機関におけるポスドク制度研究者の受け入れ
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 大企業の研究機関では、“研究職場の活性化”がその採用理由の６割を占めるが、国立試
験研究機関等および国立大学附置研究機関等ではその最も大きな理由が、約４割―６割で
“即研究開発戦力として”となっている。 
 図 2-2-4 では、ポスドク制度対象機関が拡大され、多くの機関でもポスドク制度研究者を
採用できるようになった場合、研究機関として採用する意向があるかどうかを調査した内
の大企業研究機関の結果を示している。 
 
 
 この結果が示すように、大企業研究機関の約４割は、“ポスドク制度研究者を採用した
い”としている。また、約５割の研究機関は、“どちらとも言えない”と回答し、否定的な
回答の“採用しない”は僅か 15%である。“どちらとも言えない”との回答は、まだ機関決
定していないか、ポスドク制度そのものについての情報があまりない等の事情があるもの
と思われる。そのため今後、国からの積極的な働きかけがあれば、少なくとも大企業の半
数以上の研究機関で採用したいとの意向になるものと予想される。 
 採用しないと回答した機関のうち、調査当初、採用しない理由の大きな比率と予想して
いた“研究ノウハウの外部への流出”は、僅か 14%にすぎなかった。 
 産学官の研究機関で、現在ほとんどポスドク制度研究者を採用していない研究機関群が
回答する、今後の採用希望の意向結果を図 2-2-5 に示す。 
 この結果が示すように、大企業研究機関、ベンチャー企業および地方公立試験研究機関
では、約４－５割の機関で採用したいと回答している。私立大学研究機関では、８割以上
の機関で採用したいとしている。 
  
 
 
 
図２－２－４ ポスドク制度対象機関拡大の場合の大企業研究機関の採用意向
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（２）ポスドク制度研究者の回答 
 一方、現在国立試験研究機関等および国立大学附置研究機関等におけるポスドク制度研
究者の就業のきっかけと決断した動機の回答結果を図 2-2-6 に示す。 
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 この結果が示すように、国立試験研究機関および国立大学附置研究機関におけるポスド
ク制度研究者の就業のきっかけはそれぞれ大きく異なる。前者におけるポスドク制度研究
者のきっかけは、７割強が“自分の意志で”となっているが、後者では、“教授の勧め”が
約６割となっている。また、決断した動機では両者ともほぼ同様な結果が得られ、“自分の
やりたい研究が機関にあった”が３割―４割で、“大学に就業ポストがない”および“色々
な研究をやりキャリアアップを図りたい”が、２割―３割である。 
 
 両機関群のポスドク制度研究者が回答する、ポスドク研究期間後の一つの任期付研究制
度である若手任期付研究者制度および現在国が検討しているスーパーポスドク制度（仮称）
についての意向では、図 2-2-7 に示すように、“希望する”および“前向きに考える”の合
計で約５割―７割となる。また、“希望しない”の否定的な回答は、両機関群とも約２割と
なっている。 
 
 
 ポスドク制度研究者が希望する任期（研究）期間の長さの回答結果を、図 2-2-8 に示す。
4-5 年の任用期間を希望する研究者が、約３割―５割と最も多いが、1-5 年の長さで任意に
選択ができると良いと回答した者は、両機関のポスドク制度研究者とも約３割いる。 
 
 
　　1) 　　　　　　2)
図2-2-7 国立試験および国立大学附置研究機関における
ポスドク制度研究者の若手任期付制度への意向
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 また任期後、再度または継続してこの制度で研究したいと希望する両機関群のポスドク
研究者は、約６割存在する。条件によるを加えると約７割に達する。逆に、希望しない研
究者は、約３割存在する。 
 
　　1) 　　　　　　2)
図４－２－９ 国立試験および国立大学附置研究機関におけるポスドク制度研究者の
　　再任用への希望
30
33
0
10
20
30
40
59
11
59
8
0
10
20
30
40
50
60
　　　　国立試験　　　　　　　　　　　　　　　　国立大学附置
　　　　　　　研究機関等群　　　　　　　　　　　　　研究機関等群
　　　　　　　　　　　　　　　　1)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2)
回答比率
　％
研究機関群
1)：特殊、財団法人も含む
2)：共同利用研究機関も含む
回答比率
　％
再任用を
希望する
再任用を
希望する
条件による等 条件による等
希望しない 希望しない
　　1) 　　　　　　2)
図２－２－８国立試験及び国立大学附置研究機関等における
ポスドク制度研究者が希望する研究機関の長さ
36
32 32
46
31
23
0
10
20
30
40
50
国立試
験研究
機関等
群　1)
国立大
学附置
研究機
関等群
　2) 研究機関群
回答比率
　　％
1)：特殊、財団法人も含む
2)：共同利用研究機関も含む
1-3年
1-3年
4-5年
4-5年
1-5年、
任意
1-5年、
任意
 51
４－２－３ 機関内・関連機関内異動 
 研究機関に所属する職員、教員等を適材適所に異動、配置することは、人材配置の適性
化、育成、活用の効率化および機関と人材の活性化等のため重要な課題である。 
 産学官の研究機関内および関連機関内異動の状況の調査結果を以下に示す。 
 
（１）機関の回答 
 産学官の研究機関において現在どのような時期に機関内および機関外―社内（学内）異
動がなされるのか調べた。その結果を、図 2-3-1、表 2-3-1、表 2-3-2 に示す。 
 図 2-3-1 は研究者・技術者の異動時期を示し、国立大学附置研究機関、国立試験研究機関
およびベンチャー企業においては、約９割―１０割の機関比率で、大企業研究機関ではそ
の約７割が、任意の必要な時期に異動を実施している。特徴的な機関群では、地方公立試
験研究機関群が、任意の時期に異動を実施している機関は全くなく、４月が８割、４，１
０月等の特定な時期が２割である。 
 産学官の研究機関における研究者・技術者の機関内異動の有無、理由の調査結果を表 2-3-1
に示す。 
 
 
      表2-3-1 産学官の研究機関における研究者・技術者の機関内異動 
                        の状況および異動理由 
 
機関内異動の有無     大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置 私立大学   平均 
および異動理由      究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
（１）産官研究機関 
 ・機関内での異動はない  1(2%)     4(44%)    1(12%)       0             ―   ―    6(9%)                 
 ・機関内での異動はある   46(98%)    5(56%)    7(88%)       5(100%)       ―    ―   8(91%) 
 理由） 
a．プロジェクト再編成      39(25%)    2(20%)    7(23%)       2(12%)        ―     ―   50(24%) 
b．経験（キャリアパス）    25(16%)    0         5(17%)       2(12%)        ―    ―         32(15%)
c．研究管理者（リーダ）    23(14%)    2(20%)    6(20%)       3(20%)        ―    ―    34(16%) 
d．本人の希望              24(15%)    2(20%)    5(17%)       3(20%)        ―    ―         34(16%)
e．新規研究等の立ち上げ    29(19%)    1(10%)    6(20%)       3(20%)        ―    ―   39 18 
f．異動先の研究人員不足    15( 0%)    1(10%)    1(3%)        1(5%)         ―    ―     18(9%) 
g．その他                   1(1%)     2(20%)    0            2(10%)        ―          ―       5(2%)
（２）大学研究機関 
 ・機関内での異動はない  ―     ―    ―     ―     2(20%)      4(80%)      6(40%)                 
 ・機関内での異動はある    ―          ―    ―     ―     8(80%)     1(20%)    9(60%)       
 理由） 
a．研究講座等の再編成   ―     ―    ―     ―         4(40%)      1(50%)    5(42%)
b．経験（キャリアパス）     ―     ―    ―     ―         1(10%)      0      1(8%) 
c．教授の退官               ―   ―    ―     ―         3(30%)     0           3(25%)
d．本人の希望               ―   ―    ―     ―         1(10%)      0      1(8%) 
e．その他（昇任、任期等）   ―     ―    ―     ―         1(10%)      (50%)    2(17%)
 
   １）：特殊法人、財団法人も含む。２）：国立大学共同利用研究機関も含む。 
 
 
 表 2-3-1 から、ベンチャー企業のような小規模の機関以外では、約９割以上の機関で研究
者・技術者の機関内異動を実施している。その異動するための理由では、“研究対象プロジ
ェクトの再編”や“新規研究・開発グループ等の立ち上げ”あるいは“本人の希望による”
等の理由がほぼ同比率の２割となっている。一方、大学関連機関では、国立大学附置研究
機関等における機関内異動の実施比率は、産官の機関に比べると低くなるが、８割となっ
ている。しかし、私立大学研究機関における実施比率は、逆に、実施していない機関比率
が８割となっている。その主要な異動理由では、研究講座の再編や教授の退官に伴うもの
であり、本人の希望によるものは約１割である。 
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 表 2-3-2は、産学官の研究者・技術者の所属する研究機関外ではあるが、関連する社内
（学内）等への異動の状況を示す。 
 
表2-3-2 産学官の研究機関における研究者・技術者の機関外 
       ―社内（大学内）異動の状況および異動理由 
 
機関外―社内異動（大学内） 大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均 
の有無および異動理由    究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
（１）産官研究機関 
・機関外―社内異動はない  3(6%)     7(78%)    4(33%)       1(20%)        ―   ―     15(21%)               
・機関外―社内異動はある  44(94%)    2(22%)    8(67%)       4(80%)        ―   ―    5 (79%) 
 理由） 
a．他分野の研究に従事      26(16%)    0         2(11%)       0             ―     ―   28(15%) 
b．研究テーマの実施上    11(7%)     0         1(6%)        0             ―  ―         12(6%)
c．異動先の要請       29(18%)    0         4(22%)       1(11%)        ―   ―         34(18%)
d．本人の希望              22(13%)    0         4(22%)       3(34%) ―    ―         29(15%)
e．研究開発体制の再編    19(19%)    0         0            0             ―   ―    19(10%) 
f．異動先での新規研究開発  14(9%)     0         0            0             ―  ―        14(7%)
g．経験（キャリアパス）    27(17%)    0         5(28%)       2(22%)       ―       ―      34(18%)
h．研究管理者（リーダ）    12(7%)     0         2(11%)       2(22%)        ―    ―   16(9%) 
I．その他（＊１）           1(1%)     2(100%)   0            1(11%)        ―    ―    4(2%)
 どのような部署            
a．社の他の研究所          17(30%)    0         1(11%)       1(17%)        ―  ―     19(29%)
b．社の現業部門            24(42%)    2(100%)   2(22%)       0             ―    ―    28(42%) 
c．本庁                     0         0         3(33%)       4(66%)        ―   ―      7(11%)
d．その他（企画、設計等）  8(14%)    0         0            0             ―  ―    8(12%) 
e．Ｎ（無回答）             0         0         3(33%)       1(17%)        ―    ―    4(6%)
（２）大学研究機関 
・機関外―社内異動はない  ―     ―    ―     ―     1(10%)      3(50%)      4(25%)             
・機関外―社内異動はある    ―          ―    ―     ―     9(90%)     3(50%)    12(75%)      
 理由） 
a．教官の補充        ―     ―    ―     ―         4(20%)      0      4(15%)
b．研究テーマ実施上       ―     ―    ―     ―         2(16%)      2(33%)    4(15%)
c．異動先の要請             ―   ―    ―     ―         6(30%)      0      6(23%)
d．本人の希望               ―   ―    ―     ―         5(25%)      3(50%)    8(31%)
e．経験（キャリアパス）     ―     ―    ―     ―         0         0    0
f．教授の退官               ―   ―    ―     ―         2(16%)     0           2(8%) 
g．その他                   ―  ―   ―     ―         1(5%)       1(17%)    2(8%) 
 どのような部署 
a．大学の他の研究機関      ―     ―     ―     ―         3(38%)      1(33%)    4(36%)
b．大学の学部              ―    ―     ―     ―         4(50%)      1(33%  5(46%) 
c．その他                  ―   ―    ―     ―         1(12%)      (33%)    2(18%)
 １）：特殊法人、財団法人も含む。２）：国立大学共同利用研究機関も含む。                    
＊１：事業化、現業部門の経験等 
                                          
 
 
 この表からは、産官の機関での機関外―社内（関連機関内）異動の実施比率は約８割で、
その主な理由は、“他の研究分野に”“異動先の要請”“キャリアパス”および“本人の希望”
が約２割となっている。一方大学関連機関では、機関内異動よりも実施比率は高くなり、
平均して７割強となっている。その主な異動理由は、“キャリアパス”を除く産官機関にお
ける理由とほぼ同じとなっている。 
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（２）研究者・技術者の回答 
 一方、研究者・技術者側は、研究機関内での異動をどのように捉えているか、研究者・ 
技術者の専門内・外におよぶ異動のケースで調べた。その結果を、表 2-3-3 に示す。 
 
表2-3-3 研究機関内での専門分野内外の異動および経験的専門外  
                       への異動に対する研究者・技術者の意向 
 
機関内異動に対する        大企業研 ベンチャ 国立研究 地方公立  国大学附置 私大学研  平均 
研究者・技術者の意向        究機関  ー 企業  機関等1) 研究機関  機関等2)   究機関 
 
（１）研究分野間異動 
i) 同一専門分野で異研究 
 部門間異動 
 a専門が生かされれば有益         323(64%)  22(65%)  205(58%)  55(62%)   139(63%)  74(64%)  818(62%) 
 b研究が中断し良くない              6(1%)     0         17(5%)     1(1%)      7(3%)    7(6%)    38(3%) 
 c 場合による                     170(34%)  12(35%)  126(35%)  32(37%)    71(32%)  33(29%)  444(34%)  
 d その他（＊１）                     5(1%)   0          6(2%)    0           4(2%)    1(1%)    16(1%) 
ii) 異なる専門分野の研究 
  専門間異動 
 a 自分の研究に新分野広がる       172(34%)  14(41%)   76(22%)  20(22%)    61(28%)   20(18%)  363(28%) 
 b 自分の専門が生かされない        42(8%)    2(6%)    64(18%)  19(21%)    23(11%)    29(26%)   179(14%) 
 c 場合による                     282(56%)  18(53%)  201(57%)  48(54%)   128(58%)    59(54%)   736(56%) 
 d その他（＊２）                   8 (2%)     0          11 (3%)     2 (3%)       7 (3%)       2 (2%)      30(2%) 
 
（２）経験的な研究以外の分野間異動  
 産官機関   、 大学機関 
a:現業部門   、A:民間企業        a:203(41%)   7(21%)  121(34%)  31(36%)   A:108(49%)  69(58%) 
b:企画、計画部門、B:国公研究機関    b:185(37%)  17(52%)  164(47%)  45(52%)  B:86(40%)   38(32%) 
c:営業部門   、C:官庁（公務員）  c: 92(18%)    9(27%)   16(5%)     8(9%)   C: 1(0.5%)    2(2%) 
d:研究から離れるべきでない、D:同左  d :   0         0          29(8%)     1(1%)   D:  1(0.5%)    0 
e:その他（＊３）、E:同左              e :20(4%)     0         22(6%)     2(2%)   E:21(10%)    9(8%) 
 
                              1 ) :特殊、財団法人も含む、2):国立大学共同利用機関も含む 
                              ＊１若い内は有益等、 ＊２：個人による等、 ＊３：海外へ、本人による等 
 
 
 
 この結果の表が示すように、産学官のどの研究機関群でも研究者・技術者の約６割は、
自分の専門が生かせれば同一専門分野間異動を肯定している。しかし、場合によるも約３
割いる。 
 一方、異なる専門分野への異動では、自分の研究に新分野が広がるとして肯定的な回答
は約２－３割と半減し、専門が生かされないと否定的な回答は、約１－３割いる。しかし、
場合によるは、約６割に達する。 
 また、経験的な数年の短期の業務を行い、後の研究業務に反映するような異動目的の場
合、どのような異動先・業務を希望するかの問いに対し、産官の研究機関の研究者・技術
者では現業と企画・計画部門が約４割で、大学関連の研究機関の研究者・技術者では民間
企業が約５－６割で最も多く、国公立研究機関が約４割である。しかし、国立試験研究機
関等における研究者・技術者の約１割は、研究から離れるべきでないと回答している。 
 これらの結果のうち、図 2-3-2 に同一専門、異専門分野間異動および図 2-3-3 に経験的な
研究以外の業務に対する回答の解析図をそれぞれ示す。 
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図２－３－２ 産学官の研究機関における研究者・技術者の
機関内での同一及び異専門分野間異動に対する意向
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４－２－４ 転職 
 研究者・技術者のライフサイクルを通じて、流動の大きな部分を占めるものとして転職
が上げられ、また人材流動の一つの指標となる。 
 
（１）機関の回答 
 産学官の研究機関における過去３年間（’95―’97 年度）の転職流入研究者・技術者の有無、
いる場合のその転入元機関比率および採用理由比率の調査結果を表 2-4-1 に示す。 
 
表2-4-1 産学官の研究機関における過去３年間＊１転職流入した 
        研究者・技術者の有無、転入元および採用理由 
 
転職流入研究者の有無     大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置 私立大学  平均 
および採用理由        究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
（１）転職流入者がいない    26(57%)    4(44%)     2(25%)       5(100%)     0            2(40%)    39(48%) 
（２）転職流入者がいる   20(43%)    5(56%)     6(75%)       0           8(100%)      3(60%)    42(52%)
 
  ・転入元機関                    
 １）海外の機関        8(12%)    3(25%)   10(12%)            16(19%)        0         37(14%) 
 ２）国内の機関               
   a 国立研究機関             2 (3%)      0          10 (12%)                 27 (32%)         1 (5%)    40(15%)  
    b  民間研究機関            4 2 ( 66%)   2(17%)    25(30%)                 7(8%)         1(5%)   77(29%) 
    c  大学                     9 ( 1 4 % )     1(8%)    22(27%)      ―        22(26%)      18(90%)  72(28%) 
    d  地方公立研究機関         1 ( 2 % )      0           7 ( 8 % )                   0              0         8 
    e  ベンチャー               2 (3%)      4 (33%)      2 (3%)                   0              0         8 
    f  その他（＊2）             0          2 ( 1 7 % )     7(8%)                  13 (15%)         0        22 (8%)  
 
 ・機関群平均転職流入      1 . 4        1 . 3         1 0 . 4                     1 0 . 6           4 . 0       3 . 5  
    研究者数（人＊３） 
  
  ・採用理由（産管機関） 
    a  新規研究開発の立ち上げ   5(17%)   1 ( 1 7 % )       3 ( 2 2 % )                                         9 ( 1 9 % )  
    b  研究人員を補う          1 0 ( 3 4 % )    1 ( 1 7 % )       2 ( 1 4 % )                                        1 3 ( 2 7 %) 
    c  研究リーダ               5 ( 1 7 % )    2 ( 3 3 % )       3 ( 2 2 % )                                        10(20%) 
    d  元機関で余剰となった     1 ( 4 % )     0            0            ―     ―           ―       1(2%) 
    e  本人の希望               2 (7%)     1 (17%)       3 (21%)                                          6 ( 1 2 % )  
    f  機関の活性化             5 (17%)   1 (16%)      2 ( 1 4 % )                                          8 ( 1 6 % )  
    g  研究成果の実用化         1 ( 4 % )     0            0                                               1(2%) 
    h  その他                   0         0            1 ( 7 % )                                           1 ( 2 % )  
 
 ・採用理由（大学機関） 
  a 新規講座の立ち上げ                          1(8%)        1(25%)  2(13%) 
    b  教員不足                                                              1 ( 8 % )         1 ( 2 5 % )    2 ( 13%) 
    c  欠員教員の補充                                                        6(50%)       2(50%)   8(50%) 
    d  元機関で余剰となった     ―    ―     ―     ―         0             0          0 
    e  本人の希望                                                            1(9%)       0          1 (6%)  
    f  機関の活性化                                                          3(25%)       0         3 (18%) 
    g  研究成果の実用化                                                       0             0          0 
    h  その他                                                                0             0          0 
 
  1):特殊、財団法人も含む、2):国立大学共同利用機関も含む 
 ＊１：’95―’97年度、＊２：民間企業等、＊３：各機関群ごとの過去３年間の流入合計人数を機関数で割った人数 
 
 この表の結果が示すように、地方公立試験研究機関群のゼロ以外では、過去３年間
（’95-’97）に転職流入した研究者・技術者がいる機関比率は、約５割以上である。特に国立
試験研究機関等では 75%の機関比率で、国立大学附置研究機関等では全機関で転職流入者
がいる。過去３年間の機関平均転職流入人数でも、この２機関が約 10 人と多く、私立大学
研究機関群が約その 1/3である。 
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 一方、過去３年間で転職流出した研究者・技術者の調査結果を表 2-4-2 に示す。  
 
表2-4-2 産学官の研究機関における過去３年間＊１に転職流出した 
             研究者・技術者の有無および転出先 
 
転職流出研究者の有無   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置 私立大学  平均 
および採用理由      究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
（１）転職流出者がいない    18(39%)    8(89%)     0          3(60%)      0            3(50%)    32(36%) 
（２）転職流出者がいる   28(61%)    1(11%)    12(100%)    2(40%)     10(100%)      3(50%)    56(64%) 
 
 ・転出先機関 
 １）海外の機関      7(3%)      0          9(10%) 0 3(3%)        3(33%)     22(5%) 
 ２）国内の機関              
   a 国立研究機関         17(6%)      0          6(7%)       0         7(7%)        1(11%)     31(7%) 
    b 民間研究機関         63(24%)     1(100%)   12(14%)      0        10(11%)       1(11%)     87(19%)
    c 大学                 73(27%)     0         41(48%)      2(100%)  66(69%)       4(45%)    186(40%)
    d 地方公立研究機関      0          0          8(9%)       0          0            0          8(2%) 
    e ベンチャー            4(1%)      0          2(2%)  0     0            0          6(1%)
    f その他（＊2）       103(39%)     0          9(10%)      0          9(10%)       0        121(26%) 
 
 ・機関群平均転職流出   5.9       0.1        7.2         0.4        10.6          1.5       5.3 
    研究者数（人＊３） 
  
                     1):特殊、財団法人も含む、2):国立大学共同利用機関も含む 
                   ＊１：’95―’97年度、＊２：民間企業、官庁、学校等、 
                   ＊３：各機関群ごとの過去３年間の流出合計人数を機関数で割った人数 
 
 この結果においてもベンチャー企業を除いて、地方公立試験研究機関における転職流出
者が最も少ないことがわかる。 
 解析結果の一例として、図 2-4-1 および 2-4-2 に、大企業研究機関および国立大学附置研
究機関における過去３年間（’95―’97 年度）の転職流入研究者・技術者の有無、いる場合の
その採用理由比率および転入元機関比率の調査結果を示す。 
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　　　　　１）
図２－４－１ 大企業の研究機関における過去３年間の転職流入研究者・技術者の状況
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 大企業の研究機関では、約４割の機関で過去３年間に転入してきた研究者・技術者がおり、
その一番大きな採用理由は、約３割で研究人員不足を補うためとなっている。また、最も
大きな転入元機関は、他の民間の研究機関からで、引き抜くような形で転入したものと思
われる。その比率は、約７割になる。 
 
 国立大学附置研究機関では、全ての機関で過去３年間に研究者・技術者の転入者がおり、
その最大の採用理由比率は、５割が欠員教員の補充となっている。また、最も多い転入元
機関は、国立試験研究機関からで、大学からより少し多くなっており、３割強の比率とな
っている。図 2-4-3 は、産学官の研究機関において、転職流出、流入した研究者・技術者の
いる機関比率を示している。 
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　　　　　１） 　　　　　２） ２）：’95～’97年度
図２－４－２ 国立大学附置研究機関等における過去３年間の転職流入研究者・技術者の状況
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図２－４－３ 産学官の研究機関群別の過去３年間に
転職流出又は流入した研究者・技術者がいる機関比率
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 この図から、産学官の研究機関においては、国立試験研究機関等および国立大学附置研
究機関等での研究者・技術者の転職による流動性が最も高く、大企業および私立大学研究
機関がそれに次ぐことがわかる。 
 図 2-4-4 に、産学官の各研究機関群別、過去３年間に転職流入した研究者・技術者の主要
な流入元機関比率の結果を示す。 
  
 
 この中で特徴的な結果を示すのが、他の企業研究機関から７割弱の比率で大企業の研究
機関への転職流入と、大学から９割の比率で私立大学研究機関に転職流入するの研究者・
技術者である。国立試験研究機関への転職流入者は、企業研究機関と大学からがほぼ同比
率の約３割で、国立大学附置研究機関への転職流入者は、国立試験研究機関および大学か
らがほぼ同率で、約３割となっている。 
 図 2-4-5 は逆に、各研究機関群別の主要な転職流出先の人数比率を示している。この結果
の特徴的な流出先では、国立試験研究機関から大学への流出が約５割を占め、国立大学附
置研究機関から大学への流出が、約７割を占めている。また、大企業研究機関からの転職
流出研究者・技術者の約４割は、研究機関以外の一般企業または官庁等に流出している。 
 
 
 
図２－４－４ 産学官の研究機関群別の過去３年間の主要な
転職流入研究者・技術者の流入元
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  図 2-4-6 は、図 2-4-4 と図 2-4-5 で示された各研究機関群における第 1 位転出先および転
入元の機関比率を、各研究機関群ごとに示したものである。 
　　　　３）
図２－４－５ 産学官の研究機関群別の過去３年間の主要な
転職流出研究者・技術者の流出先
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図２－４－６ 産学官の研究機関群別の過去3年間の研究者・技術者の
転職第一位流出先と流入元機関
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 図 2-4-6 の結果により、各研究機関群における転職出入の特徴が判断できる。例えば、大
企業研究機関および私立大学研究機関では、転出先、転入元ともそれぞれ民間企業および
大学が一番多く関係しているが、他の機関群では、転出先と転入元の機関群は異なる。 
 また図 2-4-7 は、各研究機関群ごとの転職転入および転出の機関平均人数の絶対数を示し
たものである。この図の結果から、研究者・技術者の出入人数の比較ができる。 
 大企業研究機関では、転出者数が転入者の約４倍となっている。地方公立試験研究機関
では、最近の３年間では、ほとんど転職流出・流入がないことを示している。また国立大
学附置研究機関および国立試験研究機関ともほぼ同程度の転職流動者数を示し、他の機関
群より流動していることを示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１）
図２－４－７ 産学官の研究機関群別の過去３年間の研究者・技術者の
転職による転入、転出別機関平均人数
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（２）研究者・技術者の回答 
 一方、産学官の研究機関における研究者・技術者が回答した転職経験の有無とその理由
の調査結果を表 2-4-3 に示す。 
 
 表2-4-3 産学官の研究機関における研究者・技術者の転職状況 
 
   転職経験       大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置 私立大学  平均 
              究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
（１）転職経験がない      433(86%)    30(88%)   239(65%)    51(58%)     109(48%)     34(29%)   896(67%) 
（２）転職経験がある      72(14%)     4(12%)   128(35%)    37(42%)     120(52%)     83(71%)   444(33%) 
・転職回数 
 a １回           56(76%)     3(75%)79(62%)  35(94%)    73(61%)   49(59%)  295(66%) 
 b ２回                     11(15%)     0         36(28%)     1(3%)       28(23%)     20(24%)    96(22%) 
  c ３回                      5(7%)      1(25%)    12(10%)     1(3%)        9(8%)       7(8%)     35(8%) 
  d ４回以上                 2(3%)      0          0          0           10(8%)       7(8%)     19(4%) 
    平均          1.4回   1.5回     1.5回      1.1回       1.6回        1.7回    1.5回 
 
・転職理由 
 a 前職の研究が終了         8 (8%)        0          13 (7%)       0           6 (3%)       7 (6%)       34(5%) 
 b 前職の研究が不満        14(13%)     1(11%)    21(11%)     4(10%)     12(6%)     4(3%)      56(8%) 
 c 今の研究をやりたい      11(10%)     1(11%)    30(15%)      5(12%)    37(19%)   15(12%)     99(15%) 
 d キャリアアップ          10(9%)      1(11%)    34(17%)      4(10%)    41(21%)   18(14%)    108(16%) 
 e いまの機関から誘われた  19(17%)     1(11%)    47(24%)     8(20%)     66(34%)   41(32%)    182(27%) 
 f 前職の待遇に不満        14(13%)     2(22%)     9(5%)       3(8%)      11(5%)    10(8%)      49(7%) 
 g 前職より給与がよい       9 (8%)      1 (11%)     8 (4%)       0            5 (3%)     3 (2%)      26(4%) 
 h 研究成果の実用化         4 ( 3 % )       2 ( 2 2 % )      0            0            0          1 ( 1 % )        7 ( 1 % )  
 I 前職場の問題             4 (3%)        0           7 (4%)       1 (2%)        2 (1%)      6 (5%)       20 (3%)  
 j 知人等の紹介              4 ( 3 % )       0          7(4%)       4(10%)     3(2%)     3(2%)      21(3%) 
 k その他（＊１）          14(13%)     0         17(9%)      11(28%)    12(6%)    19(15%)     73(11%) 
 
・転職の効果 
１）役立った         58(82%)    3(75%)   103((!%)    27(73%)   120(90%)   72(88%)     383(84%) 
 理由  
 a 前職で得られない経験等   41(51%)     2(50%)   55(42%)    17(50%)   48(31%)    34(34%)     197(39%) 
 b 色々な研究者との交流     17(21%)     0        26(20%)     4(12%)   31(20%)    18(18%)       96(19%) 
 c ノウハウ、技術の向上     10(12%)      1(25%)  19(15%)     6(17%)   28(18%)    17(17%)       81(16%) 
 d 研究設備、環境の向上     12 (15%)     0        27(21%)     5(15%)   43(27%)    24(24%)      111(22%) 
 e その他（＊２）              1(1%)    1(25%)    2(2%)      2(6%)      6(4%)      7(7%)        19(4%) 
２）役立たなかった            8 ( 11%)      0          7(5%)     4(11%)     3(2%)       3(4%)       25(6%) 
３）両ケースがある            5(7%)       1(25%)  18(14%)    6(16%)     10(8%)      7(8%)       47(10%) 
 
・今後の意向（転職を望まない）34(47%)    2(50%)   18(14%)    6(16%)     10(8%)      7(8%)      174(39%) 
 理由 
 a 現在の研究を継続したい    9(24%)     1(50%)   21(57%)     5(26%)    22(52%)    11(27%)      69(39%) 
 b 現在の待遇で満足         13(35%)     0         3(8%)      3(16%)     5(12%)    12(29%)      36(20%) 
 c 年齢的に無理             13(35%)      1(50%)  10(27%)    11(58%)    14(33%)    17(41%)      66(37%) 
 d その他（＊3）             2 (6%)       0          3 (8%)        0           1 (3%)       1 (3%)         7 (4%)  
 
転職による給与変化 
 a ほとんど変わらない       20(29%)     0        39(31%)    11(30%)    44(37%)    23(28%)     137(31%) 
 b 良くなった               44(63%)     2(50%)   55(43%)     5(13%)    43(36%)    40(50%)     189(43%) 
 c 悪くなった                6(8%)      2(50%)    33(26%)    21(57%)   33(27%)    18(22%)     113(26%) 
 
 1):特殊、財団法人も含む、2):国立大学共同利用機関も含む 
 ＊１：地元に戻るため、家庭の都合等。 ＊２：色々な研究者と交流できる等。 ＊３：場合による、条件による等。 
 
 この表から転職による給与の変化では、大企業の研究機関および私立大学研究機関にい
る転職者のそれぞれ約６割および５割が“良くなった”と回答し、逆に地方公立試験研究
機関では、約６割が“悪くなった”と回答している。 
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 この表の上記以外の各データ解析図を以下に示す。図 2-4-8 は、産学官の研究機関におけ
る研究者・技術者の転職経験とその理由比率の比較を示す。この結果から、大学関連の研
究機関の研究者・技術者の約５割から７割は転職を経験し、その主な理由は、約３割が“今
の機関から誘われた”となっており、“自分のキャリアアップのため”は１－２割程度であ
る。  
 国立試験研究機関および地方公立試験研究機関では、約３－４割の研究者・技術者が転
職を経験しその理由は、前者が“今の機関から誘われたが”一番多く２割強で、地方公立
試験研究機関では、“Uターンおよび家庭の都合等”が約３割と一番多く、特徴となってい
る。大企業研究機関およびベンチャーの民間機関では、転職経験者は少なく、約１割強で
ある。 
 
 
 図 2-4-9 は、産学官の研究機関における転職経験した研究者・技術者が回答する、転職の
効果と役立った理由の回答比率を示している。 
 転職が役立った”と回答した研究者・技術者の比率は、どの研究機関群においても高く、
７割から９割に達する。また、最も多い役立った理由は、“前職では得られない情報、経験
および技術の習得がなされた”が約３割から５割となっている。 
 転職を経験した研究者・技術者がもつ今後の転職に対する意向の回答結果を、図 2-4-10
に示す。 
 この結果では、今後の転職を望まない研究者・技術者の比率とその理由比率の結果を示
している。今後転職を望まない研究者・技術者は、大企業研究機関、ベンチャー企業およ
び私立大学研究機関で約５割を占め、その主要な理由は、“年齢的に無理”と“現在の処遇、
研究に満足している”が約３－４割を占めている。 
転職理由
図２－４－８産学官の研究機関群における研究者・技術者の転職経験と主要な理由
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図２－４－１０ 産学官の研究機関における転職を経験している研究者・技術者の
今後の転職に対する意向
a：現在の研究（業務等）をずっと継続したい
b：現在の処遇、待遇で満足
c：年齢的に無理
d：その他
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図2-4-9 　　　産学官の研究機関群における研究者・技術者の転職の効果
a：前職では得られない分野の情報、経験あるいは技術の習得がなされた
b：色々な分野の研究者等と知り合いになれた
c：研究ﾉｳﾊｳ、技術の向上が図られた
d：研究設備、環境が良くなったから
e：その他
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４－２－５ 任期付任用 
 研究者・技術者が自身のもつ研究能力を十分に発揮できる研究分野を求め、研究能力を
向上させ、創造的な研究成果を創出する手段として近年、１－５年程度の任期で、新たな
研究機関に転職する雇用形態が増加している。この、研究者・技術者を任期付で雇用する
利点は、研究機関側と研究者・技術者側の両者にある。 
 そこで、この任期付任用に関する産学官の研究機関における現状と研究者・技術者が任
期付任用に対してどのような意向を持っているのか。更には、現在任期付で研究している
研究者・技術者が、この雇用制度に関連した問題に対しどのような意向を持っているかの
調査結果を以下に示す。 
 
（１）研究機関の回答 
 産学官の研究機関が採用している任期付研究者・技術者の現在の状況を表 2-5-1 に示す。 
 
表2-5-1 産学官の研究機関における任期付研究者・技術者の 
                                               採用状況
 
 任期付研究者・技術者   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置 私立大学  平均 
 の採用状況         究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
任期付研究者・技術者の 
採用を 
 ① 行っていない      28(60%)      8(89%)   5(42%)     4(80%)       4(40%)       3(43%)    52(58%) 
 ② 嘱託、顧問等のみで       3(6%)       1(11%)   0          0          0      0          4(4%)
 ③ 任期付＋嘱託、顧問       6(13%)      0        0          0            0            0          6(7%)
 ④  行っている              10(21%)      0        7(58%)     1(20%)       6(60%)       4(57%)    28(31%) 
 
   １）採用の年齢制限 
  a 特にない              16(100%)              4(58%)                  3(50%)       2(50%)    25(73%)
  b 35才以下                 0                    1(14%)    ＊４ 1(20%)       0          3(9%)
  c 45才以下                 0           Ｎ  0                  0   0    0 
  d 50才以下                 0                    0                       0            0          0
  e その他（＊１）         0                    2(28%)                  2(30%)       2(53%)     6(18%)
 
   ２）採用理由 
  a 期限付きプロジェクト対応  2(13%)              4(33%)                   1(33%)      1(33%)     8(23%)
    b 多分野即戦力人材の確保    5(31%)              4(33%)    ＊５       0           0         10(28%)
    c 本人の希望                2(13%)              0                        0           0          2(6%)
    d 優秀な人材確保の手段      1(6%)     Ｎ       0                        1(33%)      1(33%)     3(9%) 
    e 任期付で高給与処遇        1(6%)               1(8%)                    0           0          2(6%)
    f 終身雇用が限られている    2(12%)              2(17%)                0  0        4(11%) 
    g その他（＊２）            3(19%)              1(9%)                    1(33%)      1(33%)     6(17%) 
 
 ３）前勤務場所 
   I：海外の大学       19(38%)               7(18%)                  30(24%)      0        55(23%)
  Ii：海外の研究部門         4(8%)                4(11%)                  45(37%)      0        53(22%)
 Iii：国内の研究部門 
  a 国公立研究機関     3(6%)                 4(11%)      Ｎ        4(3%)       4        15(&%)
    b 民間研究機関            5(10%)  ＊６     10(26%)                   0   2  18((%)
    c 大学                    5(10%)                923                   5(4%)      20(77%)   39(16%) 
    d 地方公立研究機関        1(2%)                 0                        0           0         1(0.4%) 
    e その他（＊３）         13(26%)               4(11%)                  40(32%)      0        57(24%)
 
  1)：特殊、財団法人も含む。2)：国立大学共同利用機関も含む。 
 ＊1：60,65 才以下等 
 ＊２：外国研究者の活用、研修交流の一環、新規採用は任期付、助手ポストを若手に任期付で解放、学部教員と交替。   
 ＊３：大学院卒、学部教員との交替等。＊４：１機関が b。＊5：１機関が b。＊6：1機関が iii-b。Ｎ：無回答 
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 この表のデータの中でまず、産学官の研究者・技術者の雇用動向として注目される大企
業研究機関における採用状況の調査結果を以下に示す。図 2-5-1 は、大企業の研究機関にお
ける任期付研究者・技術者の採用の有無、採用の年齢制限および採用開始年度状況の調査
結果を示す。 
 
 
 大企業研究機関の６割は現在、研究者・技術者の任期付任用を実施していないが、嘱託
および顧問としての任期付を含めた任期付任用研究者・技術者の雇用を行っている機関比
率は、34%となっている。これらの機関では、任期付任用に年齢制限は特に設けていない。 
 採用開始年度では、80 年代後半から採用し、最近まで継続的に採用機関数が増加してい
ることを示している。 
 図 2-5-2 は、任期付任用研究者等を採用している機関が回答した、任期付任用研究者等の
前任勤務場所および任期付採用の理由の調査結果を示している。 
 任期付研究者・技術者の約半数は、海外の大学や研究機関からの雇用者が占めている。
また、その採用理由では、“他分野の即戦力研究者が必要”が約３割占め、“研究プロジェ
クト対応や本人が希望するから”がそれぞれ１割強を占めている。 
  
 
 
 
 
　　年令条件
全機関で特になし
図２－５－１ 大企業研究機関が採用している任期付研究者等の雇用形態
の機関比率および任期付任用の開始年度
（ａ）任期付研究者等の採用状況
ｃ
6%ｂ2
13%
ｂ1
21%
ａ
60%
ａ：採用していない
ｂ１：任期付研究者のみ採用
ｂ２：任期付研究者＋嘱託、顧問採用
ｃ：嘱託、顧問のみ採用
（ｂ）採用開始年と機関数
0
1
2
3
4
5
87 88 89 90 95 98
年
機関数
∬ ∬
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 表 2-5-2 に産学官の研究機関における任期付任用研究者・技術者に対する給与処遇の現
状の調査結果を示す。 
 
表2-5-2 産学官の研究機関における任期付研究者・技術者の 
                    給与処遇の現状
 
   給与処遇       大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置 私立大学  平均 
 （対終身雇用者）     究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
① 終身雇用者と同じ        12(71%)     0         1(13%)         2(50%)       2(100%)   17(50%)
② 厚遇 
 a ～1.3倍                  0          1(50%)    4(50%)                   0            0          5(15%) 
  b ～1.5倍                  1(6%)      0         0                        0            0          1(3%)
  c ～1.7倍            0          0         0                        0            0          0
  d ～2.0倍                  0          0         1(12%)                   0            0          1(3%)
  e ～2倍以上                0          0         0                        0            0          0
  f その他（＊１）           4(23%)     1(50%)    2(25%)        ＊２       2(50%)        0         10(29%)
 
   1)：特殊、財団法人も含む。2)：国立大学共同利用機関も含む。＊１：ケースバイケース。＊２：１機関が f 。 
 
 
 表 2-5-2 のデータの大企業研究機関における任期付任用研究者・技術者の給与処遇を図
2-5-3 に示す。この結果から、大企業研究機関の約７割の機関では、特に給与の面で任期付
研究者・技術者を優遇していないことがわかる。しかし、約 1.5倍およびケースバイケース
でその研究者・技術者の能力を考慮して決めている機関は、約３割あることも示している。 
 
 
任期付研究者・技術者を採用している
その理由は？ 　　前勤務場所は？
図2-5-2 大企業の研究機関における任期付研究者・技術者の採用状況
（ａ）任期付採用理由
ａ
13%
ｂ
31%
ｃ
13%
ｄ
6%
ｅ
6%
ｆ
12%
ｇ
19%
ａ：期限付きの研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対応する
専門の研究者が必要だから
ｂ：多分野の即戦力の研究人材を一定
期間必要だから
ｃ：採用予定者が任期付採用を希望す
るから
ｄ：任期を付けないと優秀な人材を集め
られないから
ｅ：任期を付けるとその分高い給料を支
払うことができるため
ｆ：終身雇用職員の定員枠が限られてい
るから
ｇ：その他（全員任期付採用、外国人研
究者の活用のため等）
（ｂ）前勤務場所
③-ｅ
26%
③-ｄ
2%
③-ｃ
10%③-ｂ
10%
③-ａ
6%
①
38%
②
8%
①海外の大学から
②海外の研究部門から
③国内の研究部門から
　ａ：国公立研究機関から
　ｂ：他の民間研究機関から
　ｃ：大学から
　ｄ：地方公立試験研究機関から
　ｅ：その他
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 一方、国立試験研究機関等の給与処遇面の調査結果を図 2-5-4 に示す。 
 
 
 国立試験研究機関等の５割の機関では、任期付研究者・技術者の給与処遇が、同経験年
＊：特殊、財団法人も含む
＊
図２－５－４国立試験研究機関等における任期付研究者・技術者の給与処遇の現状
任期付実施８機関中の各種処遇採用割合
ｃ
12% ｂ
50%
ａ
13%
ｄ
25% ａ：ほとんど同じ
ｂ：～1.3倍
ｃ：～2.0倍
ｄ：その他（ｹｰｽﾊﾞｲｹｰｽ等）
同経験年数終身雇用研究者との比較
図2-5-3 大企業の研究機関における任期付研究者・技術者の給与処遇の現状
任期付実施17機関中の各種処遇採用割合
ａ
71%
ｃ
23%
ｂ
6%
ａ：ほとんど同じ
ｂ：～1.5倍
ｃ：その他（ｹｰｽﾊﾞｲｹｰｽ等）
同経験年数終身雇用研究者との比較
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数終身雇用研究者・技術者より約 1.3倍高い。また、“約 2 倍高い”と“ほとんど同じ”が
それぞれ１割強の比率であることを示している。この比較から、大企業研究機関より国立
試験研究機関等の方が、より任期付研究者・技術者を終身雇用者より厚遇していることが
わかる。 
 次に、産学官の各研究機関における今後の任期付研究者・技術者採用の意向結果を表2-5-3
に示す。 
 
表2-5-3 産学官の研究機関における今後の 
             任期付研究者・技術者採用の意向 
 
 研究者・技術者の      大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置 私立大学  平均 
 任期付採用の意向      究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
１）今後の採用意向 
 ①今後は採用していきたい    25(53%)    4(44%)    8(73%)      2(40%)       8(80%)      2(40%)   49(56%) 
 理由  
 a 期間限定プロジェクトに     15(37%)   2(29%)     6(50%)      2(67%)       7(78%)      1(50%)   33(47%) 
 b 多様な人材の確保           14(37%)   3(43%)     3(25%)      0            1(11%)      1(50%)   22(32%) 
 c 優秀な人材を厚遇で確保      8(21%)   0          2(17%)      0            0           0        10(14%)
 d 優秀な中高年研究者の確保   1(3%)    2(28%)     0           0            0           0         2(3%) 
 e その他（＊１）              0        0          1(8%)       1(33%)       1(11%)      0         3(4%) 
 
 ②採用予定はない             22(47%)    5(56%)    3(27%)     3(60%)       2(20%)      3(60%)  38(44%)
 理由 
 a ノウハウの漏洩       3(12%)    1(20%)    1(33%)      0     0     1(33%)   6(15%)
 b 優秀な人材は終身で          7(28%)    3(60%)    1(33%)      0            0           1(33%)  12(29%) 
 c まだ有効性を判断しかねる   12(48%)    1(20%)    0           1(33%)       2(100%)     0       16(39%) 
 d その他（＊２）              2(8%)     0         0           2(67%)     0  0      4(10%) 
 N 無回答                      1(4%)     0         1(33%)      0            0           1(33%)   3(7%) 
 
２）任期付任用制度に対する意向 
 a 機関としてメリットはない     3(6%)     2(22%)    0          0           0            0        5(5%)
 b 研究者の意向が反映される   7(13%)    0         5(38%)     0           2(20%)       1(25%)  15(16%) 
 c 将来の日本の雇用制度に重要  24(46%)    2(22%)    4(31%)     2(40%)      4(40%)       2(50%)  38(40%) 
 d 日本にはなじみにくい制度    10(19%)    4(45%)    1(8%)      1(20%)      2(20%)       1(25%)  19(20%) 
 e その他（＊３）               2(4%)     0         2(15%)     2(40%)      1(10%)       1(25%)   8(9%)
 N 無回答                       6(12%)    1(11%)    1(8%)      0           1(10%)       0        9(10%) 
 
３）任期付研究で退職した研究者・技術者の再雇用の意向 
 a 退職時の合意に従う      7(15%)    1(8%)     2(14%)     1(20%)      1(10%)       0       12(13%) 
 b 任期中の研究成果を判断する  11(23%)    4(34%)    4(29%)     0           5(50%)       2(29%)  26(27%) 
 c 積極的に受け入れる           0         2(17%)    0          0           0            0        2(2%)
 d 一度退職した人は受け入れない 4(8%)     1(8%)     0          1(20%)      0            0        6(6%) 
 eケースバイケース             21(44%)3(25%)    3(21%)     1(20%)      3(30%)       2(29%)  33(34%) 
 f その他（＊４）               0         0         3(21%)     1(20%)      1(10%)       0        5(5%)
 N 無回答                       5(10%)    1(8%)     2(14%)     1(20%)      0            3(42%)  12(13%) 
 
1):特殊、財団法人も含む、2):国立大学共同利用機関も含む 
＊１：現在検討中、外国人教員に等。＊２：まだ議論していない等。＊３：ノウハウの漏洩の恐れ、まだ過度的な段階、 
 一部実施では無意味、まだ議論していない等。 
＊４：現状で想定できない、あき定員が無ければだめ、研究休職のみ可、流動研究制度上予定されていない等。 
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 この表中のデータの内、大企業研究機関の今後の任期付研究者・技術者の採用意向を図
2-5-5 に示す。  
 この結果から、大企業の研究機関で採用したい主要な理由は、約４割の比率で“優秀な
様々な研究者をプロジェクト研究に活用できる”および“研究の多様化、研究開発機関の
限定に終身採用は必要ない”となっている。また、採用予定はないと回答したその主要な
理由は、約５割が“まだその有効性を判断しかねている”となっており、優秀な研究者・
技術者は終身で採用したいが約３割となっている。“研究ノウハウが漏れるだけ”は約１割
強にすぎない。 
 国立試験研究機関等および国立大学研究機関等の同様な結果は、資料編    に示すが、
“今後採用したい”のそれぞれの主要な理由は、５割および約８割で“優秀な様々な研究
者をプロジェクト研究に活用できる”となっている。 
 以上の結果をまとめ、産学官の各研究機関群が現在、任期付研究者・技術者任用を採用
している機関比率と今後の採用意向の調査結果を図 2-5-6 に示す。 
 この結果が示すように現在、ベンチャー企業を除いた全研究機関群において、研究者・
技術者の任期付任用を実施している。その実施比率は、地方公立試験研究機関が一番低く
２割で、大企業研究機関が３割強、国立試験研究機関等、国立大学研究機関等および私立
大学研究機関が約６割となっている。また今後の任期付任用の採用意向では、“今後採用し
たい”が私立大学研究機関を除き現状の 1.3―2 倍となっている。 
 
 
 
 
図２－５－５ 大企業の研究機関の任期付研究者・技術者の今後の採用意向
採用予定はない
47%
採用したい
53%
（ａ）採用予定
（ｂ）採用しない理由
Ｎ
4%ｄ8%
ｃ
48%
ｂ
28%
ａ
12%
ａ：貴研究機関の研究ﾉｳﾊｳが漏
れるだけだから
ｂ：優秀な研究者・技術者は終身
で採用したい
ｃ：まだその有効性を判断しかね
ている
ｄ：その他（ﾉｳﾊｳの漏れる恐れが
ある等）
Ｎ：無回答
（ｃ）採用する理由
ｄ
3%
ｃ
21%
ｂ
37%
ａ
39%
ａ：実績ある優秀な様々な研究者を研
究期間限定のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに活用できる
ｂ：研究対象は今後ますます多様化し、
また研究開発期間が限定されるので多
様な人材を終身採用する必要がないか
ら
ｃ：期間限定採用であれば、高い報酬で
採用でき、それだけ優秀な人材を確保
できる
ｄ：中高年の優秀な人材を確保するに
は、期間限定が最適である
ｅ：その他
Ｎ：無回答
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 また、産学官における任期付採用制度そのものに対して各研究機関がどのように捉えて
いるか、回答のあった大企業研究機関、国立大学附置研究機関等および国立試験研究機関
等についての結果を図 2-5-7 に示す。 
 この結果から任期付任用制度は、大企業研究機関の約半数が、国立大学附置研究機関等
および国立試験研究機関等ではそれぞれ約４割および３割が“将来の雇用制度にとって重
要”と考えている。また、“研究者個人の強い研究意向がこの制度で実現できる” の回答
が国立試験研究機関等で最も多く、約４割となっている。 
このように、上記３研究機関群ではこの制度に対し６－７割が前向きな捉え方をしている。   
  
 
　　　　　　大企業研究機関群 ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業群国立試験 　地方公立試験 国立大学附置 　私立大学研究機関群
　　　研究機関等群 　　　　　研究機関群 　　　　研究機関等群
　　　１） 　　　　２）
図２－５－６ 産学官の研究機関において任期付研究者・技術者を採用している現状の
機関比率と今後の採用意向の比率
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 しかし任期付研究者・技術者のように一度流動した人材群がその任期後、任意に適切な
研究機関に再就職できるかどうかは今後重要な課題となる。そこで、一度任期付で流出し
た研究者・技術者を再び元の研究機関で再雇用できる余地はあるのかどうかを調査した。  
 その結果を図 2-5-8 に示す。 
その結果、各機関とも“ケースバイケースで検討する”が約２―４割と多いが、“希望があ
れば任期中の研究成果で判断する”も約２―５割と多かった。 
１)：共同利用研究機関も含む
２)：特殊、財団法人も含む
図2-5-7 産学官の研究機関の任期付研究者・技術者採用制度そのものに対するとらえ方
ｂ
20%
ｃ
40%
ｄ
20%
ｅ
10%
Ｎ
10%
（b）国立大学附置研究機関等
ａ：出向制度のある機関にとっての人材育
成（ｷｬﾘｱﾊﾟｽ）には出向制度でよく、機関と
してこの制度のﾒﾘｯﾄはあまりない
ｂ：研究者個人の強い研究意向がこの制度
を利用して実現できると思われる
ｃ：将来の雇用制度にとって、日本における
人材利用の効率化、適材適所化にとって重
要な制度と思われる
ｄ：日本にはなじみにくい制度と思われる
ｅ：その他（ﾉｳﾊｳが漏れる、まだ議論してい
ない等）
Ｎ：無回答
ａ
6%
ｂ
13%
ｃ
46%
ｄ
19%
ｅ
4%
Ｎ
12%
（ａ）大企業の研究機関
ｂ
38%
ｃ
31%
ｄ
8%
ｅ
15%
Ｎ
8%
（ｃ）国立試験研究機関等
１)
２)
１）：共同利用研究機関も含む
２）：特 殊 、財団法人も含む
図2-5-8 産 官 学 の 研 究 機 関 の 任 期 付 流 出 研 究 者 ・技術者の再雇用に対する意向
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ｂ
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ｆ
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ａ：退職時（流出時）の両者の合意に従っ
て対処する
ｂ：希望があれば任期中の研究成果を
判断して受け入れるかどうか決める
ｃ：積極的に受け入れる
ｄ：一度退職した人は受け入れない
ｅ：ｹｰｽﾊﾞｲｹｰｽで検討する
ｆ：その他（流動研究制度上予定されてい
ない、研究休職のみ受入れ可能等）
Ｎ：無回答ａ
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ｂ
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２）
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（２）全研究者・技術者の回答  
次に研究者・技術者の側が、任期付任用に対しどのような意向をもているかを調べた。 
 その結果を表 2-5-5 に示す。 
 
表2-5-5 産学官の研究機関における研究者・技術者の 
              任期付任用に対する意向 
 
研究者・技術者の任期付任用 大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置 私立大学  平均 
に対するの意向        究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
① 任期付任用に反対    225(42%)  17(44%)  163(42%)    57(61%)     86(34%)    50(39%)     598(41%) 
 i) 理由 
 a 研究活動の基盤が不安定    93(32%)   3(17%)   86(31%)   22(30%)     43(28%)    24(31%)     271(31%) 
 b メリットがない            24(8%)    0         23(9%)     2(3%)      16(11%)     7(9%)       72(8%) 
 c 研究に没頭、集中できない  47(17%)   3(17%)    58(21%)   13(18%)     36(24%)    21(27%)     178(20%) 
 d 生活基盤が不安定         113(39%)  11(61%)    91(33%)   33(44%)     41(27%)    20(25%)     309(35%) 
 e その他（＊！）            11(4%)    1(5%)     17(6%)     4(5%)      15(10%)     6(8%)       54(6%) 
 
② 任期付任用に賛成    194(36%)  14(36%)  142(36%)   20(21%)     96(38%)     51(40%)     517(36%) 
 i) 理由 
 a キャリアアップになる    45(22%)   5(28%)   25(16%)    4(20%)     16(14%)     10(16%)     105(18%) 
 b 流動性、創造性が高まる   150(71%)  12(67%)  116(72%)   14(70%)     85(77%)     48( 7%)  425(73%)
 c 給与が高くなる             6(3%)    1(5%)     5(3%)  1(5%)    4(4%)       1(2%)       18(3%)
 d その他（＊２）            10(4%)    0        14(9%)     1(5%)       6(5%)       3(5%)       34(6%) 
ii) 希望給与 
 a 給与の問題でない      37(19%)   0        24(17%)    0          15(16%)      8(16%)      84(16%)
 b 同等                      34(18%)   2(13%)   19(14%)    6(33%)     16(17%)      9(18%)      86(17%) 
 c 1.3倍程度                 8(4%)    1(7%)    12(9%)      0           6(7%)      7(14%)      34(7%) 
 d 1.5倍程度                45(24%)   5(33%)   45(32%)     3(17%)     26(28%)    13(25%)     137(27%)
 e 2倍程度                  35(18%)   5(33%)   19(14%)     5(28%)     17(18%)     8(15%)      89(18%)
 f 2倍以上                  24(13%)   2(14%)   15(11%)     3(17%)     11(12%)     1(2%)       56(11%)
 g その他（＊３）             8(4%)  0       5(3%)      1(5%)       2(2%)      5(10%)      21(4%) 
 iii) 任期の長さ 
 a 1年未満               0        0         0          0            1(1%)      0           1(0%) 
 b 2年                      33(17%)   2(15%)    4(3%)      2(11%)       5(5%)      1(2%)      47(9%)
 c 3年                      98(52%)   7(54%)   52(36%)    10(55%)       9(10%)    14(28%)    190(37%) 
 d 4年                      14(7%)    0         7(5%)      1(6%)        6(6%)      5(10%)     33(7%) 
 e 5年                      35(19%)   3(23%)  4(38%)    4(22%)      41(42%)    23(46%)    160(31%) 
 f 5-10年程度                4(2%)    1(8%)    22(15%)     1(6%)       28(29%)     7(14%)     63(13%)
 g その他（＊４）        6(3%)    0         4(3%)      0            7(7%)   0  17(3%) 
 
③ 条件による               116(22%)   8(20%)   88(22%)  17(18%)    71(28%)     26(21%)      326(23%) 
 a 35才以下であれば           20(15%)   2(20%)   26(24%)   9(38%)    27(27%)     15(44%)       99(24%) 
 b 中高年になったら            4(3%)    2(20%)    3(3%)     2(8%)      4(4%)      O      15(4%)
 c 給与が高ければ              6(4%)    0         2(2%)     0          8(8%)       0            16(4%)
 d 社会制度が変われば         69(52%)   4(40%)   46(43%)    8(33%)    39(38%)     12(35%)      178(43%) 
 e 任期後の目処があれば       32(24%)   2(20%)  24(23%)    5(21%)    20(20%)      5(15%)       88(22%) 
 fその他（＊５）               3(2%)    0         5(5%) 0  3 3      2(6%)      13(3%) 
 
 1):特殊、財団法人も含む、2):国立大学共同利用機関も含む 
＊１：その前に流動化を促進、一律で決めるものでない、転職の自由の確立後、長期展望（研究）ができなくなる等 
＊２：組織の活性化が図れる、優秀な研究者と接する機会が多くなる等。 
＊３：その時による、能力に応じ、年齢による、雇用してくれればよい等。 
＊４：目的による、ケースバイケース、まず３年で評価し更に５年目で、そして終身等。 
＊５：研究分野による、内容による、再雇用を妨げないことが重要、生涯給与を下回らない等。 
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この表における大企業の研究機関で働く研究者・技術者の任期付任用に対する意向結果を
図 2-5-9 に示す。 
 
  
 この結果、大企業における研究者・技術者が“任期付任用に賛成する”比率は、約４割
でその主な理由は、約７割が“流動性、活性が高まり、色々な研究者との交流により創造
性が高まる”である。また反対もほぼ同率の約４割で、その主要な反対理由は、“研究基盤
が不安定”および“生活基盤が不安定”であるがそれぞれ約３割および約４割である。  
 条件付きでの賛成は約２割あり、その主要な条件は、約５割が“社会制度が任期付雇用
制度に適合すれば”となっている。 
 表 2-5-5 に示される産学官全体での研究者・技術者の任期付任用に対する賛成割合とその
主要な賛成理由の結果を図 2-5-10 に示す。 
  
 
 
 
図2-5-9 大企業研究機関における研究者・技術者の任期付任用に対する意向
（a）任期付任用の賛否
反対
42.0%
条件による
21.7%
賛成する
36.3%
（b）反対理由
a
32%
b
8%
c
17%
d
39%
e
4%
a：研究活動の基盤が不安
定になる
b：ﾒﾘｯﾄがない
c：研究に没頭、集中できなく
なる
d：生活基盤が不安定である
e：その他
（c）賛成する理由
a
22%
b
71%
c
3%
d
4% a：色々な分野の研究実施が可能となり、自分のｷｬﾘｱ
ｱｯﾌﾟにつながる
b：研究者の流動性が高まり、研究者相互の活性が高
まる。また、色々なﾀｲﾌﾟの研究者と交流でき、創造性
が高まる
c：一般に給与が高くなる
d：その他
(d)条件内容
d
52%
c
4%
b
3%
a
15%e24%
f
2%
a：35才以下の若い内であれば賛成
である
b：55才以上の中高年以上になった
ら賛成である
c：現在の給与より良くなれば賛成
d：社会制度が任期付雇用制度（雇
用の流動化）に適合した時代にな
れば賛成
e：任期後の雇用がある程度目処が
ついていれば賛成
f：その他
 74
 
 
 
 この図で示すように、地方公立試験研究機関における賛成比率が一番低く、約２割であり、
他の研究機関群の賛成比率は、ほぼ同率の約４割である。賛成理由は全ての機関群で 7―8
割が“流動性、活性が高まり、色々な研究者との交流により創造性が高まる”である。 
 一方、図 2-5-11 に条件付き賛成の結果を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2-5-10 産官学の研究機関における研究者・技術者が
任期付任用に賛成する比率と賛成理由
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（賛成の理由）
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a：色々な分野の研究実施が可能となり、自分のキャリアアップにつながる
b：研究者の流動性が高まり、研究者相互の活性が高まる。また、様々な
　タイプの研究者と交流ができ、創造性が高まる
回答比率
　　　％
回答比率
　　　％
大企業研究　　ベンチャー企業　国立試験研究    地方公立試験　国立大学附置　　私立大医学
機関　　　　　　　　　　　　　　　　　機関等1)　　　　　　研究機関　　　　研究機関等2)　　研究機関
研究機関群
b
a
b b b b b
a a a a
１）：特殊、財団法人も含む
２）：共同利用機関も含む
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 この図で示すように、全研究機関群で条件付き賛成比率は、ほぼ同率の約２－３割であ
り、その最も多い条件は、約３－５割で“社会制度が任期付雇用制度に適合すれば”であ
る。また次に多い条件は“35 才以下の若い内であれば”が約２－４割である。 
 このように研究者・技術者の比較的多くは、若い内であれば任期付研究に参画したいと
の意欲を有しているが、現在の日本における雇用に対応した社会制度がまだ十分に整備さ
れておらず、任期付研究活動を行うことに躊躇しているといえる。 
 
 
 
  
 
 
図2-5-11 産学官の研究機関における研究者・技術者が
条件付きで賛成する比率とその条件
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 一方、図 2-5-12 に、任期付任用に反対する産学官の研究機関群の研究者・技術者比率と
その主要な反対理由を示す。 
 
 
 
 
 図 2-5-12 に示す反対する研究者・技術者の比率は、地方公立試験研究機関の約６割を除
き約４割でほぼ同率である。その主要な反対理由は、“研究基盤”および“生活基盤”が不
安定”であるが、約３－６割を占めている。 
 このように、研究者・技術者の流動性を高めるための任期付研究を実施するような場合、
魅力ある研究設備環境および処遇等のインセンティブを与えることはもとより、研究・生
活環境の安定・整備が不可欠なものであると思われる。 
 
 
 
 
 
 
図2-5-12 産学官の研究機関における研究者・技術者が
任期付任用に反対する比率と理由
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 図 2-5-10 の結果で、賛成すると回答した研究者・技術者が希望する、同経験年数の終身
雇用制研究者・技術者と比較した給与処遇および希望任用（研究）期間の調査結果を、図
2-5-13 に示す。 
 
 
  この結果が示すように、希望する給与処遇では、地方公立試験研究機関が３割強の比率
で“同等でよい”が最も多い。他の機関群では “1.5倍程度であれば、考慮する” が一番
多くその比率は、約２割強―３割強である。 
 希望する任用期間では、大企業、地方公立試験研究機関およびベンチャー企業の５割強
の研究者・技術者は“３年”を最も多く希望している。国立試験国立大学附置および私立
大学の各研究機関では、“５年”を約４割弱―５割弱の比率で一番多く希望している。 
 
 
 
 
 
　　　（希望任用期間）
図2-5-13 産学官の研究機関における任期付任用に賛成する研究者・技術者の
希望給与処遇および希望任用期間
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（３）任期付研究者・技術者の回答  
 主に任期付任用研究者・技術者が多い、国立試験研究機関等、国立大学附置研究機関等お
よび私立大学研究機関における調査結果を表 2-5-6 に示す。調査項目は、任期付研究者・技
術者になろうと思ったきっかけ、決断した動機、任期付任用の今後の意向、任期付任用の
年齢的限界の有無、任期付研究者・技術者の利点および不利な点である。 
 
  表2-5-6産学官の研究機関における 
           任期付研究者・技術者の就業状況 
 
任期付研究者・技術者                      国立試験研 国立大学附置   私立大学    平均 
の就業状況                        究機関等1)  研究機関等2)   研究機関 
 
① 任期付研究者になろうと思ったきっかけ      
 a 現在の機関からの要請があったから           8(24%)          4(18%)           10(59%)       22(30%) 
 b 友人、知人等からの勧めがあったから         9(26%)          8(36%)            5(29%)       22(30%)
 c 自分自身の意向で                          12(35%)          9(41%)            2(12%)       23(32%)
 d その他（＊１）                              5(15%)          1(5%)             0             6(8%)
② 決断した動機 
 a 研究内容に魅力を感じたから                14(37%)          10(42%)            1(6%)        25(3%) 
 b 自分の良いキャリアパスとなると考えた       5(13%)           3(13%)            7(44%)       15(19%) 
 c 給与が良かった                             6(16%)           1(4%)             0             7(9%)
 d 研究環境が良く、良い研究成果が期待できる   6(16%)           6(25%)     5(31%)       17(22%) 
 e 強い勧めによる                             1(2%)            1(4%)             2(13%)        4(5%)
 f その他（＊２）                             6(16%)           3(12%)            1(6%)        10(13%) 
③ 任期付任用の今後の意向 
 a 良い研究環境、研究テーマがあれば働きたい   19(60%)         17(77%)            4(29%)       40(59%)     
 b 今後は終身雇用制のところで働きたい         10(31%)          4(18%)            6(43%)       20(29%) 
 c 機関から働きかけがあれば考えたい            1(3%)           1(5%)             3(21%)        5(7%) 
 d その他（＊３）                              2(6%)           0                 1(7%)         3(5%) 
④ 任期付任用の年齢的な限界の有無 
 a 年齢とは関係がない                          7(21%)          5(23%)            4(31%)       16(24%) 
 b 個人的な状況によってことなる               19(58%)         10(45%)            4(31%)     33(49%) 
 c 限界がある、何才位                         6(18%)          7(32%)            5(38%)       18(26%) 
  1.35才                                     0               0                 0            0
  2.40才                                     0               0    0            0
    3.45才                                     0               0                 0            0
  4.70才                                     0               0                 0            0
 d その他（＊４）              1(3%)          0                 0             1(1%) 
⑤ 任期付研究者の利点 
 a 先端的研究が率先してできる                  13(15%)         6(11%)            3(99%)       22(13%) 
 b 先端的研究機関、環境で研究ができる          15(18%)        14(24%)      4(12%)       33(19%) 
 c 先端的な研究者と一緒に研究、交流できる      13(15%)        12(21%)            7(22%)       32(18%) 
 d 様々な研究テーマについて研究ができる        10(12%)         3(5%)             6(18%)       19(11%) 
 e 大きなキャリアパスとなる                     8(10%)         9(16%)            3(9%)        20(11%) 
 f 雑用が少なくなり、研究に没頭できる          10(12%)        11(19%)            6(18%)       27(16%) 
 g 給与が高い                                  11(13%)         1(2%)             1(3%)        13(7%)
 h その他（＊５）                               4(5%)          1(2%)             3(9%)         8(5%)
⑥ 任期付研究者の不利な点 
 a 雇用が不安定                                31(32%)        16(30%)           11(30%)       58(31%) 
 b 職位が上がりずらい                           7(8%)          5(9%)             5(14%)       17(9%)
 c 退職金が不利になる                          13(13%)        2(4%)       5(14%)       20(11%) 
 d 生涯給で比較すると終身雇用者より低くなる    10(10%)         5(9%)             2(7%)        17(9%)
 e 任期終了年に研究になると集中できなくなる    23(24%)        13(24%)            6(16%)       42(22%) 
 f 転職等により家族の負担が大きくなる          13(13%)        12(22%)    6(16%)       31(17%) 
 g その他（＊６）                               0              1(2%)             1(3%)         2(1%)
 
1):特殊、財団法人も含む、2):国立大学共同利用機関も含む 
＊１：終身雇用が目的の機関になかったから、指導教官の紹介等。＊２：任期付しか採用ワクがなかった、日本に帰れ
るから、自分の能力を試したかった等。＊３：同じ場所に留まるつもりはない等。＊４：任期付は必要ない等。 
＊５：利点は無い、博士号習得後終身雇用へ、自分のプレシャーになる等。＊６：特に不利な点は無い等。 
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 表中のデータのうち、まず任期付研究者・技術者になるきっかけと決断した理由の結果
を図 2-5-14 に示す。 
 
 
 
 就業のきっかけの、国立試験研究機関および国立大学附置研究機関における回答は、“自
分自身の意向”が約４割占め最も多いが、私立大学研究機関においては、“現在の機関から
の要請”が約６割となっている。決断した理由の、前者二研究機関群においての回答は“研
究内容に魅力を感じたから”が約４割と最も多く、私立大学研究機関では、“自分の良いキ
ャリアパスとなる”が最も多く、約４割強である。 
 
　　（就業のきっかけ）
　　1)
図2-5-14 国立試験、国立大学附置および私立大学研究機関における
　　　任期付研究者・技術者の就業のきっかけと決断した動機
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　　　国立試験　　　　　　　　　　　国立大学附置　　　　　　　　　　私立大学
　　　　　　研究機関等群　　　　　　　　研究機関等群　　　　　　　　研究機関群
　　　　　　　　　　　　　　1)　　　　　　　　　　　　　　　　　　2)
回答比率
　％
研究機関群
1)：特殊、財団法人も含む
2)：共同利用研究機関も含む
回答比率
　％
a　c　d　f
（決断した動機）
　　　　　　　　　　きっかけ
a：現在の機関からあなたへ要請があったから
b：友人、知人等からの勧めがあったから
c：自分自身の意向で
　　　　　　　　　　動機
a：研究内容に魅力を感じたから
b：自分の良いｷｬﾘｱﾊﾟｽとなると考えたから
c：給与が良かったから
d：研究設備等研究環境が良く、良い研究
　　成果が期待できたから
e：強い勧めによる
f：その他
c　b　a a　b　cc　b　a
a　d　b　f b　d　e
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   次に、今後の任期付任用に対する意向の解析図を図 2-5-15 に示す。この結果から、前者
二研究機関群における任期付任用研究者・技術者は、“良い研究環境、研究テーマがあれば
今後も働きたい”が最も多く、約６－７割となっている。しかし、私立大学研究機関にお
いての回答は、“今後は終身雇用制のところで働きたい”が最も多く、４割強となっている。 
 
 
 
  図 2-5-16 は、任期付任用研究者・技術者が考える、任期付就業に就ける年齢的な限界が
あるかどうかおよびある場合、その年齢は何歳ぐらいであるかの回答結果を示す。 
 この図が示すように、任期付任用に対する限界年齢があると回答した現在任期付研究
者・技術者の比率は、約２割―４割であるが、状況によるは約３割―６割と最も高い。ま
た、年齢限界がないと回答した比率も約２－３割あり、限界があると回答した比率とほぼ
同等である。 
 年齢限界があると回答した者が示すその限界年齢は、35 才が最も多くその回答比率は約
３割―６割で、次に多いのが 40 才または 45 才となるが、私立大学研究機関では、二番目
に多い限界年齢の回答は、70 才でその比率は、４割となっていいる。 
  
 
 
 
 
 
 
 
　　　1) 　　　　　2)
図2-5-15 国立試験、国立大学附置及び私立大学研究機関における
任期付研究者・技術者の今後の任期付研究に対する意向
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c：機関から働きかけがあれば考えたい
a　b b　a　ca　b
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 また、終身雇用との比較で任期付任用の主要な利点および不利な点の回答結果を、 
図 2-5-17 および図 2-5-18 に示す。主な利点は、“先端的な研究環境で研究ができる”およ
び“先端的な研究者と一緒に研究ができる”が最も多く、２割前後の比率となっているが、
特徴的なことは、“雑用が少なくなり、研究に没頭できる”が国立大学附置研究機関および
私立大学研究機関で約２割を占めている。 
 一方、不利な点では三研究機関群とも約３割の比率で、“雇用が不安定である”とし、約
２割前後の比率で“任期最終年は研究に集中できなくなる”と回答している。また、“家族
の負担が大きい”の回答も約２割前後ある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（限界年齢の有無）
図2-5-16 国立試験、国立大学附置および私立大学研究機関における
　　　任期付研究者・技術者が考える任期付就業と年齢的限界
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　　1) 　　　　2)
図2-5-17 国立試験、国立大学附置及び私立大学研究機関における
任期付研究者・技術者が考える任期付任用の主要な利点
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d：様々な研究ﾃｰﾏについて研究ができる
e：自分にとって大きなｷｬﾘｱﾊﾟｽとなる
f：研究以外の雑用が少なくなり、研究に没頭できる
g：給与が高い
利点
b　a　c b　c　f c　d　f
　　1) 　　　　2)
図2-5-18 国立試験、国立大学附置及び私立大学研究機関における
任期付研究者・技術者が考える任期付任用の主要な不利な点
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４－２－６ ベンチャー起業化のための異動等 
 基礎研究の研究開発成果を実用化し、新産業創出の芽と成長させるためには数多くの困
難な課題を解決してゆかなければならない。そのため、研究成果を生み出した研究者・技
術者自身が、実用化のため研究開発の一翼を担う事も重要と思われる。 
 そこでこの章では、研究者・技術者自身のベンチャー起業化に関係する現状の流動性の
実態および研究機関および研究者・技術者のベンチャー起業化等に係わる意向の調査結果
を示す。 
 
（１）機関回答 
 産学官の研究機関で過去５年間にベンチャ起業化のために退職した研究者・技術者がい
るかどうか調べた。その結果を、図 2-6-1 に示す。 
 
 
 この結果が示すように、産学官の研究機関において、過去５年間まで遡ってみても、ベ
ンチャー起業化のため退職した研究者・技術者は非常に少ない。僅かに、大企業研究機関
および国立試験研究機関等においてそのような研究者・技術者がいるだけで、その機関比
率は、それぞれ２割および１割弱のみである。他の研究機関群においては全くない。 
 このようなことから、まず産学官の各研究機関としてはどの程度研究成果の起業化への
関心があるのか、その回答結果を表 2-6-1 に示す。また、ベンチャー企業を除き主に回答の
あった４研究機関群の結果の解析図を図 2-6-2 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
図2-6-1 産学官の研究機関の過去５年間におけるベンチャー起業化のため退職した研究者・技術者がいる機関比率
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0%（いない）
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30
ﾍﾞﾝﾁｬｰ化退職者の
いる機関比率
大企業研 国研等 ﾍﾞﾝﾁｬｰ、地方研、国大研等、私大研
研究機関群
（%）
大企業研：大企業研究機関
国研等：国立試験研究機関等
　　　　　（特殊、財団法人含む）
ﾍﾞﾝﾁｬｰ：ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業
地方研：地方公立試験研究機関
国大研等：国立大学附置研究機関等
　　　　　（共同利用研究機関含む）
私大研：私立大学研究機関
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表2-6-1 産学官の研究機関における研究成果の 
              ベンチャー起業化に対する関心度 
 
研究成果のベンチャー    大企業研  ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置  私立大学  平均 
起業化への関心       究機関    ー企業    究機関等1) 験研究機関  研究機関等2)  研究機関 
 
①ベンチャー化に関心ない    27(59%)   3(33%)    7(58%)      1(25%)       5(50%)      3(43%)    46(53%) 
②ベンチャー化に関心ある    19(41%)   6(67%)    5(42%)      3(75%)       5(50%)      1(14%)    39(44%) 
                                                                         無回答：3(43%) 3(3%) 
 理由 
 a 機関外にベンチャー化     12(63%)   3(38%)    3(43%)      1(25%)        2(40%)      ＊２  2 (50%) 
 b ベンチャー化の共同研究    2(11%)   2(25%)    1(14%)      1(25%)        3(60%)                9(21%) 
 c 外部機関へ技術移転        1(5%)    1(12%)    3(43%)      2(50%)        0        7(16%) 
 d その他（＊１）            3(16%)   2(25%)    0           0             0                     5(11%)
 N 無回答                    1(5%)    0         0           0             0                     1(2%) 
 
1):特殊、財団法人も含む。２）：国立大学共同利用研究機関も含む。 
＊１：新規事業創出のため、自社がベンチャー等。 ＊２：1機関が a 
 
 
 
 まず“関心ある”の回答比率は、地方公立試験研究機関が最も高く７割強で、その主な
理由は、50%が“外部企業に技術移転したい”である。 
 他の３研究機関群における“関心ある”の機関比率は、約４―５割で、その主要な理由
は、“研究成果を機関外にベンチャー化し、社会に貢献したい”が約４―６割である。特に
特徴的な理由比率では、国立大学附置研究機関等での、“ベンチャー化のため共同研究をし
たい”が６割を占めることである。 
 
 
ａ：研究成果を積極的に機関外に
　　ﾍﾞﾝﾁｬｰ化し、社会に貢献したい
ｂ：ﾍﾞﾝﾁｬｰ化のための共同研究を
　　企業としていきたい
ｃ：外部企業に技術移転していきたい
ｄ：その他（新規事業創出のため等）
Ｎ：無回答
図2-6-2 産学官の研究機関の研究成果のﾍﾞﾝﾁｬｰ化に対する関心度
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 次に、研究機関として、個々の研究者・技術者の研究成果を積極的にベンチャー化するよ
うな制度を持ち働きかけているかの質問に対し、回答のあった機関群は、主に大企業研究
機関群のみであった。その結果を図 2-6-3 に示す。 
 
 
 
 
 この回答結果が示すように、ベンチャー化を促進するような制度を有している機関比率
は、大企業研究機関においてでさえ１割強しかない。しかしその制度は、社内ベンチャー
制度および社長に直接提案する制度等による、個々の研究者・技術者の意欲を重視したも
ののように考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ａ：本社企画室に社内ﾍﾞﾝﾁｬｰ制度がある
ｂ：奨励基金、資金融資制度
ｃ：会社としての奨励制度
ｄ：会社全体としての「起業ﾁｬﾚﾝｼﾞ制度」
ｅ：社内ﾍﾞﾝﾁｬｰ促進制度
　　（社長に直接ｱｲﾃﾞｱを提出し、所長、ｾﾝﾀｰ長に
　　　見られず具現化する可能性がある）
ｆ：早期退職優遇制度
（ｂ）制度内容
図2-6-3 大企業研究機関におけるﾍﾞﾝﾁｬｰ化促進制度の現状
（ａ）ﾍﾞﾝﾁｬｰ化促進制度の有無
ある
13%
ない
87%
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（２）研究者・技術者の回答 
 各研究者・技術者自身の研究成果を実用化するためには、研究者・技術者自身で実用化
のための研究開発を専業的に実施してゆくことが最も効果的であると思われる。そのため、
転職や兼職のような異動を行ってまで、実用化研究する意欲があるかどうかを尋ねた。 
 その調査結果を表 2-6-2 に示す。 
 
表2-6-2 産学官の研究機関における研究者・技術者の 
            研究成果のベンチャー起業化への意欲 
 
研究成果のベンチャー    大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置 私立大学  平均 
起業化への意欲       究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
1.転職による起業化意欲 
 ① ある          195(39%)   7(21%)    95(28%)    20(24%)     58(26%)     32(29%)   407(31%) 
 ② ない                    308(61%)  26(79%)   251(72%)    65(76%)    165(74%)    79(71%)   894(69%)
・ない理由 
 a 現在の研究を継続したい   42(14%)    3(11%)   110(44%)    10(15%)   95(56%)   33(36%)   293(32%) 
 b 年齢的に無理              9(3%)     0          6(2%)     10(15%)      9(5%)      16(18%)    50(5%) 
 c そこまでの意欲はない     45(1 %)    8(31%)    38(15%)    10(15%)     24(14%)     15(17%) 140( %) 
 d 実用化への不安が大きい   88(28%)   7(27%)  42(17%)    15(23%)     16(10%)     10(11%) 178 2 
 e 生活面が不安定になる     94(30%)   6(‘23%)    32(13%)    17(27%)     12(7%)     8(9%)    169(19%)
 f その他（＊１）           34(11%)   2(8%)   23(9%)    3(8%)   13(8%)     8(9%)    83(9%) 
2. 兼職等による起業化意欲 
 ① ある                   390(79%)    21(70%)   214(64%)    51(63%)    125(58%)     68(64%)  869(69%) 
 ② ない                   104(21%)     9(30%)   122(36%)    30(37%)     91(42%)     39(36%)  395(31%) 
・ない理由 
 a 現在の研究が手薄になる   42(40%)     3(37%)    54(44%)    10(37%)     38(40%)    15(37%)   162(41%) 
 b 自分の時間がなくなる     30(29%)     3(37%)    35(28%)     9(33%)     24(26%)    14(34%) 115(29%) 
 c それほど実用化に意欲ない 21(20%)     2(26%)    26(21%)     7(26%)     28(30%)    7(17%)91 23%) 
 d その他（＊２）           11(11%)     0          9(7%)      1(4%)       4(4%) 5 12%) 30 9
3. 研究成果の権利化 
 ① している       332(66%)    16(47%)    99(28%)    22(27%)     22(10%)     32(28%)   523(40%) 
 ② していない            179(34%)    18(53%)   252(72%)    60(73%)    202(90%)     81(72%)   783(60%) 
 権利化していない理由 
 a 正当に評価されない       4(3%)       0         17(7%)       3(5%)      8(4%)      4(5%)36(5%)
 b 面倒だ                  17(11%)      2(11%)    23(9%)      10(17%)    23(13%)     10(13%)     85(11%)
 c 申請する時間がない      23(14%)    6(33%)    56(23%)  11(19%)    58(32%)     31(39%)  185(25%) 
 d 役立つものかわからない 63(39%)     6(33%)    93(39%)   19(32%)    54(30%)   16(20%)  251(34%) 
 e その他（＊３）          53(33%)    4(23%)    52(22%)  16(27%)    39(23%)      18(23%)   182(25%)
 
1):特殊、財団法人も含む。２）：国立大学共同利用研究機関も含む。 
＊１：学者の仕事でない、経営ノウハウがない、実用化は行っているが、起業化は必要ない、研究と事業は別等。 
＊２：これまでそのような意識は全くなかった、現機関で実用化を目指している、そのような研究でない等。 
＊３：まだ成果がない、成果（研究）が特許になじまない、権利化の視点をもって研究していない、論文として公表す 
   べき、申請方法がわからない、公務員なので特許化できる立場にない、金がかかる等。 
 
 まず、産学官の各研究機関群における研究者・技術者が自分の研究成果を転職してまで、
ベンチャー起業化する意欲があるかどうかの結果を図 2-6-4 に示す。この結果から、各研究
機関群において約２割から４割の研究者・技術者比率で意欲があると回答している。特に、
大企業研究機関では、最もその比率が高く、約４割となっている。他の研究機関群でのそ
の比率は、約２割―３割である。 
 逆に起業意欲がないその主な理由では、国立試験研究機関等、国立大学附置研究機関等
および私立大学研究機関の研究者・技術者が、約４―６割の比率で“現在の研究を継続し
たいから”としている。大企業研究機関、地方公立試験研究機関およびベンチャー企業で
は、主要な理由が約３割の“生活面で不安定になる”となっている。 
 
 87
 
 次に転職しないまでも、兼職等の異動によりベンチャー化する意欲があるかどうかの結
果を前結果の比較も併せて、図 2-6-5 に示す。 
 この結果から、転職はしないが兼職、併任等でのベンチャー化への意欲のある研究者・
技術者比率は、転職の場合の“意欲ある”の回答比率と比較すると、どの研究機関群でも
約２―３倍となり、大企業研究機関群ではその比率が約８割に達する。 
 また、意欲はないと回答している最も多い理由は、どの研究機関群も共通し、“現在の研
究が手薄になるから”が、約４割を占めている。 
 これらの結果から、実用化研究後に元の機関での研究活動ができる保証のある兼職等で
のベンチャー化への参画が、研究者・技術者にとって望ましいものと思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ﾍﾞﾝﾁｬｰ起業への意欲がある）
   （起業意欲のない理由）
図2-6-4 産学官の研究機関における研究者・技術者の転職による
ベンチャー企業への意欲
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 次に、研究者・技術者が自分の研究成果を特許等に権利化しているかどうかの結果を 
図 2-6-6 に示す。 
 研究成果の特許等への権利化を行っている研究者・技術者個人の比率は大企業研究機関  
においては約７割で最も高く、ベンチャー企業で約５割、また国立試験研究機関、地方公
立試験研究機関および私立大学研究機関では約３割である。国立大学附置研究機関では、
１割と最も低い。権利化していないとした研究者・技術者が回答するその主な理由は、“役
立つものかどうか分からない”や“研究成果が権利化になじまない等”がどの研究機関で
も２割―４割と多く、また国立、私立大学研究機関では一番多い理由が、３割―４割の“研
究や論文作成に忙しく、権利化申請作業する時間がない”となっている。 
 また図には表していないが、各研究機関群権利化していないその他の理由が、約２－３
割ある。その多くは“まだ研究成果がない”、“成果が特許になじまない”であるが、国立
大学附置研究機関での特徴として、“権利化の視点をもって研究していない”、“論文とし
て公表すべき”、“申請方法がわからない”および“公務員なので特許化できる立場にない”
のような回答が目立った。 
 
 
 
 
 
 
 
（転職による起業意欲、兼職異動等によるﾍﾞﾝﾁｬｰ化の意欲がある）
（兼職等の異動でもﾍﾞﾝﾁｬｰ化に意欲のない理由）
図2-6-5産学官の研究機関における研究者・技術者自身の転職及び兼職等異動による
自身の研究成果の実用化、起業化への意欲
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４－２－７ 出向 
（１）機関回答 
 各機関における研究者・技術者の’98 年 4 月現在の出向流出・入状況を表 2-7-1 に示す。 
 
   表2-7-1 産学官の研究機関における研究者・技術者の 
                  出向流出・流入状況 
 
出向流出・流入研究者・技術者  大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学   
の有無および人数        究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
１．出向流出研究者・技術者 
(1) いない                     17(37%)    6(67%)    5(42%)      3(60%)     ＊２ 
(2) いる                      29(63%)    3(33%)    7(58%)      2(40%)        ＊１   
 1) 出向流出先 
  ① 海外の大学                10(20%)    0        3(27%)      0
  ② 海外の他の研究機関          8(15%)    0        3(27%)      0
  ③ 国内の研究機関 
  a 国公立研究機関              8(15%)   0        2(18%)      2(67%) 
  b 他の民間研究機関            9(18%)    0        1(10%)      0              ―   ― 
  c 大学                       9(18%) 3(100%)  0          0 
  d 地方公立研究機関            2(4%)     0       0      0
  e ベンチャー企業              2(4%)     0         0 
  f その他                     3(6%) 0     2(18%)      1(33%) 
  2) 出向流出理由 
  a キャリアパスのため     22(31%)    3(43%)   2(18%)      1(25%)
  b 相手先機関の要請          17(25%)    1(14%)   4(37%)      1(25%)
  c 研究課題の技術習得      17(25%)    3(43%)   3(27%)      1(25%)         ―    ―
  d 研究者が余剰となった        3(4%)     0        0           0
  e 研究リーダ            1(1%)     0        0           0
  f 中高年になったため        0        0       0           0
  g 本人の希望                  7(10%)   0   2(18%)     0 
  h ベンチャー立ち上げ       3(4%)    0    0       0
  I その他                     0        0         1(25%) 
 
２．出向流入研究者・技術者 
(1) いない                      35(76%)    7(78%)    8(67%)       5(100%)      8(80%)  7(100%)        
(2) いる                        11(24%) 2(22%)    4(33%)      0      2(20%)       0          
 1) 出向流入元 
  ① 海外の大学                  4(26%)    0         1(13%)                    1(20%) 
  ② 海外の他の研究機関          1(7%)     0         0                        1(20%) 
  ③ 国内の研究機関 
  a 国公立研究機関              1(7%)     1(50%)    3(37%)                    0
  b 他の民間研究機関            5(33%)    1(50%)    2(24%)        ―          0             ―
  c 大学                        1(7%)     0         1(13%)           2(40%)
  d 地方公立研究機関            0         0        0                0 
  e ベンチャー企業              0         0  0           0
  f その他 （＊３）             3(20%)    0         1(13%)               1(20%)
  2) 出向流入理由 
  a 新規研究開発の立ち上げ    5(32%)    1(50%)    1(20%)                    0 
  b 研究人員不足           4(25%)    0         2(40%)         ―      0      ―
  c 研究リーダとして         0       1(50%)    1(20%)                0         
  d 出向元で余剰となった        0         0         0                         0
  e 本人の希望          2(12%)    0         1(20%)                    0
  f 異分野研究者導入        3(19%)    0         0                 2(67%)
  g 研究成果の実用化            0     0        0             0
  h その他（＊４）              2(12%)    0         0             1(33%) 
           
 1):特殊、財団法人も含む。２）：国立大学共同利用研究機関も含む。 
＊１：１機関で海外の大学へ１人いるだけ。＊２：全機関でいない。 
＊３：グループ企業、地方自治体、一般民間企業、特殊法人等。 ＊４：研修、出向元の要請、客員教官の定員枠等。 
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 この表のデータからまず、産学官の各機関群における出向流出研究者・技術者のいる機関
比率の比較を図 2-7-1 に示す。 
  
 この図および表から、大企業研究機関および国立試験研究機関では、約６割の機関比率
で出向流出の研究者・技術者がいるが、 国立大学附置研究機関では、１割の機関しかい
ない。私立大学研究機関では、全ての研究機関で出向流出者はいない。このように、大学
関連の研究機関における出向制度そのものは、前述の２研究機関群と比較してあまり活発
でないように思われる。 
 地方公立試験研究機関では、出向流出研究者・技術者が４割の機関でいる。 
 出向流出先では大企業研究機関および国立試験研究機関が、海外の大学や研究機関およ
び国内の国公立研究機関や民間研究機関に約２－３割の割合で出向している。地方公立試
験研究機関では、国公立研究機関への出向が約７割で、偏っている。 
 理由比率では、各研究機関群ともに“キャリアパスのため”“相手先機関の要請”および
“研究課題の技術習得”が約２割―４割とほぼ均一に分散している。 
 例として、国立試験研究機関等におけるこれらの解析結果を図2-7-2に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2-7-1産学官の研究機関別の出向流出研究者・技術者のいる機関比率
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 次に、産学官の各機関群における出向流入研究者・技術者のいる機関比率の比較を 
図 2-7-3 に示す。 
 
　出向先は？ 出向理由は？
＊：特殊、財団法人も含む
図2-7-2 国立試験研究機関等＊における研究者・技術者の
出向流出異動の現状
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 この図で示すように、出向流入者のいる機関比率は流出者に比べ、国立大学附置研究機
関で２倍の２割と多くなっている。それ以外は、出向流出者がいる機関比率の約１／３か
ら１／２と少なくなっている。特に地方公立試験研究機関では、出向流入者のいる機関比
率がゼロとなっていることが特徴といえる。 
 大企業研究機関の主要な出向流入元の比率では、他の民間研究機関および海外大学が約
３割を占めている。国立試験研究機関では、国公立研究機関からが約４割、民間研究機関
からが約３割を占めている。 
 出向者の主要な採用理由では、産官の機関群で“研究人員不足”、“新規研究開発の立ち
上げ”および“異分野研究者導入”が約２－４割となっている。 
 これらのデータの内、大企業研究機関における例を図2-7-4に示す。 
 
 
 この図が示すように、大企業研究機関の２割強では出向研究者・技術者が現在おり、採
用している最も大きな理由比率は、３割強の“新規研究開発の立ち上げのため”である。
次が２割強の“研究人員不足を補うため”であり、出向制度を利用した研究者・技術者本
人の意志の反映結果である“本人の希望により”は１割強にすぎない。 
 
（２）研究者・技術者回答 
 各研究機関で働く各研究者・技術者が回答するこれまでの出向異動の経験に関する調査結
果を表2-7-1に示す。 
  
 
 
 
 
 
図2-7-4大企業研究機関における研究者・技術者の出向流入異動の状況
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表2-7-1 産学官の研究機関における研究者・技術者の 
                これまでの出向異動の状況 
 
研究者・技術者の出向経験 大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
の有無および理由     究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
１．出向異動の経験はない 408(81%)  26(76%)  310(84%)   72(86%)    216(96%)   108(94%)  1140(86%)  
２．出向異動の経験はある  98(19%)    8(24%)   57(16%)   12(14%)     10(4%)      7(6%)   192(14%) 
 1) その理由 
  a 機関の命令により    85(84%)   6(75%)   15(57%)   10(67%)      5(50%)     1(12%)   122(67%) 
  b 自分の希望により     9(9%)    1(12%)   17(28%)    4(27%)      3(30%)     5(63%)    39(21%)
 c 出先機関の指名要望   5(5%)    1(12%)    9(15%)    1(6%)       2(20%)     2(25%)    20(11%) 
 d その他               2(2%)    0         0         0           0          0          2(1%) 
 2) 出向先 
 a 国立 or 私立大学  36(32%)   3(27%)   10(17%)    2(12%)      6(46%)     4(45%)    61(29%) 
 b 国公立研究機関      18(17%)   4(36%)    3(23%)    1(6%)       4(31%)     3(33%)    33(15%) 
 c 民間研究機関        15(13%)   0         1(2%)     2(12%)      0          1(11%)    19(9%) 
 d 特殊又は財団法人等  22(19%)   3(27%)   21(37%)   12(70%)      1(8%)      1(11%)    60(29%) 
 e 民間企業（非研究）  22(19%)   1(9%)     1(2%)     0           1(8%)      0         25(12%)
 f その他（＊１）       0        0        11(19%)    0           1(8%)      0         12(6%) 
 3) 出向の効果 
 ① 役立たなかった     12(12%)   1(12%)    2(4%)     4(33%)      0          1(14%)    20(10%) 
  a 特に良い利点なし    4(33%)   0         0         0                      1(100%)    5(25%) 
   b やりたいことができ    4(33%)   1(100%)   2(100%)   4(100%)     -       0         11(55%) 
   なかった            
   c その他               4(33%)   0         0         0                      0          4(20%) 
  ② 役立った           77(79%)   7(88%)   47(82%)    7(58%)      8          6(86%)   152(80%)       
  a 前職で得られない     48(46%)   4(45%)   26(50%)    4(34%)      3(23%)     4(50%)    89(45%) 
   経験等を得た        
   b 色々な研究者と知り   28(27%)   2(22%)   14(27%)    3(25%)      6(46%)     2(25%)    55(28%) 
   合った 
   c 研究ノウハウ、技術   23(22%)   3(33%)    7(13%)    3(25%)      1(8%)      0         37(19%) 
   の向上が図れた 
   d 研究環境が良い     4(4%)    0         2(4%)     1(8%)       2(15%)     2(25%)    11(5%) 
   e その他            1(1%)    0         3(6%)     1(8%)       1(8%)      0          6(3%) 
  ③ 両面があった       9(9%)    0         8(14%)    1(9%)       1(11%)     0         19(10%) 
 4) 今後の意向 
  a 望む               20(21%)   3(38%)    8(15%)    5(42%)      2(22%)      1(17%)    39(21%)
   b 望まない           18(19%)   1(12%)   20(36%)    3(25%)      1(11%)      2(33%)    45(24%) 
   c 先機関による       54(56%)   4(50%)   26(47%)    4(33%)      6(67%)      3(50%)    97(52%) 
   d その他                4(4%)    0         1(2%)     0           0           0          5(3%) 
 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む、＊１：中央官庁等 
 
 この表中の結果からまず、産学官の各研究機関群における出向経験のある研究者・技術者
の比率と主要な出向理由比率を図2-7-5に示す。 
 この図から、民間の研究機関における研究者・技術者の出向経験者は約２割前後で、国
立および地方試験研究機関では、約１割強である。大学研究機関では更に低く、国立およ
び私立の大学研究機関では、５％前後となっている。その出向した主要な理由では、私立
大学研究機関の研究者・技術者の約６割が“自分の希望により”となっているが、他の研
究機関群では、“機関の命令により”が約５割―８割となっている。しかし、国・公立試験
研究機関および国立大学附置研究機関においても “自分の希望により”が約３割を占める。
大企業研究機関においては、研究者・技術者自身の希望による出向は、約１割にすぎない。 
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 次に、表 2-7-1中の２－２）データの、各研究機関群からの出向先比率結果の解析図を図
2-7-6に示す。 
  
出向理由
図2-7-5産学官の研究機関群における研究者・技術者の出向経験と理由
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図2-7-6　　　産学官の研究機関群における研究者・技術者の出向先
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 この図 2-7-6から、特徴的な出向先では、地方公立試験研究機関から特殊又は財団法人
等の公益法人へが７割に達している。国立附置および私立大学研究機関から約５割弱が国
立又は私立の大学に、約３割強が国公立研究機関へ出向している。 
 国立試験研究機関から最も多い出向先は、約４割弱の特殊又は財団法人等となっている。
民間機関から最も多い出向先としては、ベンチャー企業から国公立研究機関への約４割弱
と大企業研究機関から大学への約３割強となっている。 
 次に、出向経験のある研究者・技術者が回答する自身のキャリア形成に対するその効果
の解析図を図2-7-7に示す。 
  
 
 この図から、地方公立試験研究機関群を除くどの研究機関群でも、約８－９割の研究者・
技術者が役立ったと回答している。地方公立試験研究機関群における出向経験者の約３割
強は、役立たなかったと回答している。これは前図 2-7-6で示した出向先の７割が特殊、
財団法人等であったことと、役立たなかった理由が全て“やりたいことができなかった”
と関連があるものと思われる。 
 役立った理由は、地方公立試験研究機関と国立大学附置研究機関以外の機関群では、約
５割が“前職では得られない分野の情報、経験あるいは技術の習得がなされた”と回答し
ている。地方公立試験研究機関および国立大学附置研究機関ではこの理由比率が約３割―
２割強と低くなっていいる。逆に、国立大学附置研究機関では、“色々な分野の研究者等と
知り合いになれた”が最も多く、約５割弱となっている。 
 出向経験者の今後の出向異動の機会があった場合に対する意向の結果を図2-7-8に示す。 
 
 
 
役立った理由
図2-7-7産学官の研究機関群における研究者・技術者の出向経験の効果
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　　　　　a　b　c　　　　　a　c　b　　　　　a　b　c　　　　　a　b　c　　　　　b　a　d　　　　　a　b　d 研究機関群
a：前職では得られない分野の情報、経験あるいは技術の習得がなされた
b：色々な分野の研究者等と知り合いになれた
c：研究ﾉｳﾊｳ、技術の向上が図られた
d：研究設備、環境が良くなったから
e：その他
1)：特殊、財団法人も含む
2)：共同利用研究機関も含む
回答比率
　　％
大企業研究機関群　　ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業群　　　国立試験　　　　　　地方公立試験　　　国立大学附置　　　　私立大学
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研究機関等群　　　　研究機関群　　　　研究機関等群　　　　研究機関群
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2)
：役立った
：役立った理由
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 地方公立試験研究機関の出向経験研究者・技術者の内、出向経験が役立ったと回答した
比率は約６割と産学官の内最も低いが、その約４割強が今後の出向の機会を希望し、研究
機関群のうち最も多い。しかし、地方公立試験研究機関群を除き各機関群とも最も多い回
答は、約５割弱―７割弱の“出向先による”である。 
 
４－２－８ 研究職種間異動 
 研究開発を進める人材群の中で研究者・技術者、研究技術支援者、研究管理支援者およ
び研究補助者がそれぞれのライフサイクルの中で各自の能力と研究指向および第三者によ
る客観的な評価に従い、適性な各種の研究関連業務等を選択できるようにすることは今後
の研究社会の活性化のため重要である。特にその中心となる研究者・技術者の中高年以降
の適材適所化は、今後の少子高齢化社会にあって重要な課題と思われる。そこでこれらに
係わる課題の調査結果を以下に示す。 
 
（１）機関回答 
 まず、産官学の研究機関における研究者・技術者の研究職種間異動の現状に係わる調査
結果を表2-8-1に示す。 
 この表の結果のうち、研究活性が低下したと思われる研究者・技術者に対する研究機関
がとりうる現状の措置に関する調査結果を、図2-8-1に示す。 
 この図が示すように、各研究機関群がとり得る現状の主要な措置方法は、大きく異なっ
ている。例えば、大企業研究機関では、“現業部門等の研究以外の部門に配属させる”が約
６割を占め、国立大学附置研究機関では、“研究者として採用すれば、研究以外に就業させ
ることはできない”が７割を占めている。これらの２機関群では、“本人と協議し決定する”
が約２割と低いが、他の研究機関群では、約４－５割を占め、最も多い回答比率となって
いる。 
　　　　　　望む 　望まない 　出向先による 　今後の意向
図2-7-8産学官の研究機関群における研究者・技術者の今後の出向に対する意向
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2)：共同利用研究機関も含む
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表2-8-1 産学官の研究機関における研究者・技術者等の研究職種間異動の現状 
 
研究職種間異動の現状     大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学 平均   
               究機関 ー企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
1. 研究活性の低下した研究者・ 
 技術者の現状での可能な措置 
a 支援、補助等の支援業務へ   13(21%)  1(10%)   2(15%)     2(33%)    1(10%)     0      19(19%) 
b 現業等の研究以外へ           36(59%)   4(40%)    2(15%)     1(17%)    0         0  43(42%) 
c 研究職以外に異動できない      1(2%)    1(10%)    3(23%)     0         7(70%)  2(5 %) 12(12%) 
d 本人協議し決定する           10(16%)   4(40%)    5(39%)     3(50%)    2(20%)   2(50%) 26(25%) 
e その他（＊１）             1(2%) 0         1(8%)      0         0          0       2(2%) 
2. 研究者→支援者→補助者の 
 研究職種間異動について 
a 可能である                  18(39%)   2(22%)    5(38%)     1(20%)    3(30%)     0      29(34%) 
b 現状制度下では困難          13(28%)   3(33%)    5(38%)     2(40%)  6(60%)   2(67%) 31(36%) 
c 本人の意向による              8(18%)   4(45%)    1(8%)     2(40%)   1(10%)     1(33%) 17(20%)
d その他（＊２）                7(15%)   0         2(15%)   0       0          0       9(10%)
3. 研究支援者→研究者の異動 
① 可能                       43(91%) 9(100%)   8(67%)    4(80%)   9(90%)     1(25%) 74(85%)
② 不可能                      4(9%) 0         4(33%)     1(20%)    1(10%)     3(75%) 13(15%) 
 その理由は 
a 両者を区別し採用している      2(50%)             5(100%)    1(100%)  1(100%)    3(100%) 10(83%)      
b 支援業務に穴があく            0     ―        0          0         0          0        0
c 能力ありとの判断で可能        0                  0          0         0          0        0 
d その他（＊３）                2(50%)             0          0         0          0        2(17%) 
 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
＊１：評価基準と所属長の判断等、＊２：能力評価による、補助者までは疑問、特別な配慮が必要。 
＊３：研究者と支援者を区別していない等。 
＊４：私立大学研究機関の設問１で３、設問２で４、設問３で４機関が無回答であった。 
 
図2-8-1産学官の研究機関における研究活性が低下した研究者・技術者
の現状での可能な措置
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 次に、研究者・技術者が場合によっては研究支援者や補助者へとの職種間での異動が可
能かどうかの調査結果を図2-8-2に示す。 
 
 
 
 この図が示すように、研究者が支援者や補助者に職種間異動できると回答した比率の大
きい機関群は、大企業および国立試験研究機関群の約４割であるがまた、“現状の制度下で
は困難”も約３－４割ある。困難と回答した比率の最も多い機関群は、国立大学附置研究
機関群で、６割である。しかし可能と回答した比率も３割存在する。これらのように、各
研究機関群で研究者・技術者の職種間異動が可能と回答する比率は現状では低い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2-8-2産学官の研究機関における現状での
研究職種間（研究者→支援者→補助者）異動の可能性
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次に、研究支援者が逆に研究者・技術者へ職種異動できるかの調査結果を図2-8-3に示す。 
 
 
 この図の結果が示すように、各研究機関群において支援者が研究者になれる可能性があ
る機関比率は多く、約７―１０割に達する。不可能であるとする機関比率の多いのは、国
立試験研究機関と地方公立試験研究機関でそれぞれ３割強および２割である。 
 
（２）研究者・技術者等の回答 
 産学官の各研究機関群における研究管理支援者、研究技術支援者および研究補助者が回
答する、研究職等への職種異動に対する意向の調査結果と、それぞれ職種の就業状況の調
査結果を併せて以下に示す。 
 
 １）研究管理支援者の回答 
 各研究機関における研究管理支援者の出身専門が文系か理系かの比率を調べた。その内、
理系出身者は、いつから所属する研究機関の研究管理支援者として就業し、以前、研究管
理支援者ではなかった理系出身者は、どのような業務を行っていたのか、また将来、研究
開発業務に直接携わりたいかの意向を尋ねた。その調査結果を表2-8-2に示す。 
 表中のデータから、各研究機関いおいて就いている研究管理支援者の出身専門と理系出身
者の場合、将来研究開発の実施希望があるかどうかの調査結果を図2-8-4に示す。 
 
 
 
 
 
図2-8-3産学官の研究機関における研究支援者→研究者の異動の可能性
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表2-8-2 産学官の研究機関における研究管理支援者の就業状況 
 
研究管理支援者の      大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
就業状況          究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
・管理支援者の出身専門は 
 ① 文系          9(12%)   0         5(31%)      0          1(17%)   15(14%)
 ② 理系                     63(88%) 3(100%)  11(69%)     11(100%)    5(87%)           93(86%) 
 (1)管理支援にいつから就業 
 ① 入所以来                  7(11%)   0         2(18%)      0          2(33%)           11(11%) 
 ② 就業前は異なる          58(89%)   3(100%)   9(82%)     11(100%)    4(67%)           85(89%)
 ・前業務は 
 a 研究開発                 48(83%)   2(67%)    6  10(91%)     1(25%)           67(79%) 
 b 研究技術支援              1(2%)    0         0           1(9%)      3(75%)    ＊３    5(6%) 
 c 研究補助                  0   0         0           0          0                 0
 d 工場等の現業部門          3(5%)    1(33%)    2(22%)      0          0                 6(7%)
 e その他（＊１）            6(10%)  0         1(11%)      0          0                 7(8%)
 (2) 将来の研究業務実施希望 
 a 実施したいと思う         28(44%)   3(100%)   1(10%)      5(45%)     2(40%)           39(42%) 
 b 実施したいと思わない    32(50%)   0         6(60%)      5(45%)     3(60%)           46(49%) 
 c その他（＊２）            4(6%)  0       3(30%)     1(9%)      0                 8(9%) 
 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
＊１：営業、設計、県の一般業務等。 ＊２：場合による、研究技術支援業務をしたい等。 
＊３：調査対象の私立大学研究機関の調査対象者の中に研究管理支援者がいなかった。 
（研究実施希望）
図2-8-4産学官の研究機関における研究管理支援者の出身別比率と
理系出身者の研究実施希望
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 この図から、産学官の研究機関における研究管理支援者の出身専門は、約７－１０割ま
でが理系出身者である。文系出身の研究管理支援者の多い機関群は、国立試験研究機関で、
その比率は約３割である。これらの理系出身の研究管理支援者のうち、将来研究開発を自
ら実施したいとの希望のある比率は、大企業、地方公立試験および国立大学附置研究機関
においてはほぼ同率で、約４割強となっている。一方国立試験研究機関ではその比率は低
く、１割しかいない。 
  
 また、いつから研究管理支援者に就業したのかおよび就業前の職種が異なる場合、その
職種は何かの調査結果を図2-8-5に示す。 
 
 この結果が示すように、研究機関に入所以来研究管理支援者業務を行っている人の比率
は、国立大学附置研究機関で最も多く３割強の比率である。異なる人の前職では、研究開
発を行っていた人の比率が最も低く約２割強であり、表 2-8-2から残りは、研究技術支援
業務であることがわかる。一方、大企業および国立試験研究機関では、入所以来同じ人の
比率が約１－２割であり、前職種は約７－８割が研究開発業務である。地方公立試験研究
機関では、全て前職は異なっている。このことから、国立大学附置研究機関では、管理支
援および技術支援を含めた研究支援業務に就く人は、８割強がはじめから支援業務である
ことがわかる。他の研究機関群では、約６割―９割の比率で、研究開発業務を主体的に行
ってきた研究者・技術者がある時点で研究管理支援者に職種異動していることがわかる。 
（前職種が研究・開発業務）
図2-8-5産学官の研究機関における研究管理支援者の就業前職種
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 ２）研究技術支援者の回答 
産学官の研究機関における研究技術支援者はいつからこの支援業務に就業したのかを尋ね
た。また現在、支援業務以外に研究開発業務も行っているのか、行っている場合、自身の
全体業務に対してその比率はどのくらいかの調査結果を表2-8-3に示す。 
 
   表 2-8-3 産学官の研究機関における研究技術支援者の就業状況 
 
研究技術支援者の      大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
就業状況           究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
(1) いつから技術支援業務を   
 行っているか 
 a 入所以来                  16(84%)   3(100%)  16(94%)    5(83%)    49(89%)     5(100%)  94(89%) 
 b 研究者としての一定期間後   2(11%)   0         1(6%)     1(17%)     3(5%)      0         7(7%) 
 c その他                     1(5%) 0         0         0          3(5%)      0         4(4%)
(2) 支援業務以外に研究業務 
 を行っているか 
 ① 行っていない             12(63%)   0         7(41%)    4(67%)     25(45%)    3(60%)   51(48%) 
 ② 行っている                7(37%)   3(100%)  10(59%)    2(33%)     31(55%)    2(40%)   55(52%) 
 ・全業務に対するその比率          
 a 10%以下                   0 0         0         0           1(3%)     0         1(2%) 
  b 10%                       0    1(33%)    0         0           2(6%)     0         3(5%)
  c 20%                       3(43%)  1(33%)    2(20%)    0           6(20%)    0        12(22%) 
  d 30%                    2(29%)  0         1(10%)    0           4(13%)    1(50%)    8(15%) 
  e 40%                       0    0      2(20%)    0           1(3%)     0         3(5%)
  f 50%                       2(29%)  0      2(20%)    2(100%)     9(29%)    0        5(27%) 
  g 60%                       0    0      1(10%)    0           0         0         1(2%)
  h 70%                       0    1(33%)    1(10%)    0           4(13%)    0         6(11%) 
  I 70%以上                   0 0         1(10%)    0           4(13%)    1(50%)    6(11%) 
(3) 研究者・技術者への職種異動の希望 
 ① 希望しない       13(68%)   1(33%)    7(41%)    4(80%)     33(59%)    3(60%)   61(58%) 
  ② 希望する                 6(32%)  2(67%)   10(59%)    1(20%)     23(41%)    2(40%)   44(42%) 
                                  １）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
 
 
上記表の内、研究技術支援者の技術支援業務を開始した時期の調査結果の図を、図 2-8-6
に示す。 
 この結果が示すように、研究技術支援者は、図 2-8-5の管理支援業務とは大きく異なり、
入所以来技術支援業務に就いている人の比率が、どこの研究機関群でも高く、８割強―９
割強になる。この図では表中のデータのうち、ベンチャー企業、地方公立試験研究機関お
よび私立大学研究機関におけるデータはデータ数が少ないため表示していないが、表中の
データで判断しても、図2-8-5の結果と同様に高い比率を示している。 
 次に、研究技術支援者が支援業務以外に研究開発そのものを行っているかの調査結果を
図2-8-7に示す。 
 この結果から、大企業研究機関では研究開発業務も行っている技術支援者の比率は４割
弱であるが、国立試験研究機関および国立大学附置研究機関の技術支援者は、その比率が
約６割になる。そして、その研究開発業務の全体業務に対する平均比率は、大企業研究機
関では約３割となっているが、国立試験研究機関および国立大学附置研究機関では５割弱
であり、支援業務を行っている人の比率が高いほど、全体業務に対する研究開発業務の比
率も高くなっている。 
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図2-8-6産学官の研究機関における研究技術支援者の
技術支援業務を開始した時期
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図2-8-7産学官の研究機関における研究技術支援者が
支援業務以外に行っている研究・開発業務の実施比率
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 図2-8-8には、研究技術支援者の将来の研究者・技術者への職種異動の希望調査結果を示
す。 
 
 
 この結果が示すように図 2-8-7と比較すると、研究開発業務も行っている技術支援者は
ほぼ、将来、研究者・技術者への職種異動を希望していることがわかる。 
 
３）研究補助者の回答 
 現在、産学官の研究機関で働く研究補助者が抱く研究職種間異動の希望の調査結果を 
表2-8-4に示す。 
 
表2-8-4 産学官の研究機関における研究補助者の研究職種間異動に対する希望 
 
研究補助者の研究職種間   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
異動の希望         究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
・研究職種間異動の希望は 
 ① 希望する        2(20%)            15(68%)                                    17(53%) 
 a 研究開発              2(100%)           10(66%)                                    12(70%) 
  b 研究技術支援             0              4(27%)                                     4(24%)
  c 研究管理支援             0     N        1(7%)       N           N           N      1(6%) 
  d その他                   0            0                                          0 
 ② 希望しない              8(80%)     7(32%)                                    15(47%)
 ③ その他                  0             0                                          0
 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む、Ｎ：対象者ゼロまたはデータ不足 
図2-8-8産学官の研究機関における研究技術支援者の
研究者・技術者への職種異動の希望
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 この表のデータを図2-8-9に図示する。 
 
この結果から、国立試験研究機関においては、研究補助者の約７割は研究職種間異動を希
望し、その内のまた７割弱は研究業務に就きたいと希望している。しかし、大企業研究機
関における研究補助者は、研究業務への職種異動希望は、２割にすぎない。 
 
４－２－９ 中高年時からの研究職種の多様化選択 
 これからの少子・高齢化社会において、各研究機関における研究者・技術者の活性化と
創造的研究開発成果の効果的な創出のためには、ある時期における各研究者・技術者の適
性・意向と客観的な評価結果に応じた研究職種等の選択および適性配置が重要な課題にな
ってくると思われる。 
 そこで、各研究機関において中高年研究者・技術者に対する現状の処遇状況、これから
の社会に適合した望ましい処遇のあり方および研究者・技術者が考える研究限界年齢の有
無とそれ以降の適性業務等に関する調査結果を以下に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　　（研究、支援業務への希望）
　　1)
図2-8-9大企業および国立試験研究機関等における研究補助者の将来の職種への希望
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（１）機関の回答 
 まず、各研究機関が回答する中高年に達した研究者・技術者に対してどのような処遇等
の措置を現状行っているかおよび将来の望ましいあり方の調査結果を表2-9-1に示す。 
 また、この表のデータの内、現状の処遇方法および将来の望ましいあり方に関する結果
の解析図を図2-9-1および図2-9-2に示す。 
 
  表2-9-1 産学官の研究機関における中高年研究者・技術者の処遇の現状 
                      と今後の望ましいあり方 
 
中高年研究者・技術者   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
の処遇          究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
(1) 現状の処遇 
 a 定年まで研究を進める  8(14%)   1(10%)    2(17%)     1(14%)      10(100%)    5(62%)  27(26%) 
 b ある年齢で研究以外へ   2(4%)    1(10%)    0          1(14%)       0          0        4(4%) 
 c ケースバイケースで    36(65%)   3(30%)    7(58%)     3(43%)       0          0       49(48%) 
 d 支援又は補助業務へ     2(4%)    0         0          1(14%)       0          2(25%)   5(5%) 
 e 本人の意向に従って     2(4%)    0         0          0            0          0        2(2%)
 f 研究評価に従って       0      0        0          0            0          1(13%)   1(1%)
 g まだ方針が未決定       5(9%)    4(40%)    0          1(14%)       0          0       10(10%) 
 h その他（＊４）         0      1(10%)    1(8%)      0            0          0        2(2%)
 N 無回答                 0      0         2(17%)     0            0          0        2(2%)
(2) 将来の望ましいあり方 
 a ＊１                  17(35%)   4(45%)    7(58%)     3(50%)       7(70%)     1(12%)  39(41%) 
 b ＊２                   3(6%) 2(22%)    0          0            0      2(25%) 7(7%)
 c ＊３                  21(43%)   3(33%)    2(17%)     3(50%)       3(30%)     1(12%)  33(35%) 
 d その他（＊５）        4(8%)    0         2(17%)     0            0          1(13%)   7(7%) 
 N 無回答        4(8%)    0         1(8%)      0            0          3(37%)   8(9%)
 
＊１：中高年研究者の現在の研究業績の有無により判断し、一定基準の研究業績の上がっている研究者は、研究評価結  
   果として本人の継続希望があれば、研究を継続させる。業績が上がっていない研究者や業績が上がっていても本 
   人の希望があれば研究技術支援業務（専門技術者）や研究補助者へ移行する。（評価システム結果と本人の意向 
   により決定する） 
＊２：任期付研究者となり、再雇用契約を結び、研究開発業務のアドバイザー、指導を行う業務に転向する。その際、 
   職員ワクから外れる。（若手採用のワクが大きくなり、かつ中高年研究者の能力、経験が生かされる。） 
＊３：一定年齢（５５才程度）から雇用形態を多様化し、研究者の研究業績と意向及び機関の客観的な評価結果を判断 
   し、研究者がその方向を選択する。例えば、継続的な研究者か、研究の第一線からは離れるが、研究指導的な支 
   援者又は研究者自身の自由時間が主体的となる研究指導、補助的な業務の雇用形態への移行等を可能にする。 
 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
＊４：中高年研究者はいない、 ＊５：各人の適性を判断して配転している、全員任期付のため毎年評価、判断してい 
                  る、該当者なし等
 
  
 図 2-9-1の結果から、現状では国立大学附置研究機関および私立大学研究機関の大学関
係の研究機関では定年まで研究者として継続するがほとんどで、それぞれ１０割および約
６割を占める。一方、他の研究機関群では、研究者・技術者のケースバイケースが最も多
く、３割―６割強を占める。また、定年まで研究者として継続するのは、１割―２割弱に
すぎない。 
 一方図2-9-2から、将来の望ましいあり方では私立大学研究機関を除く各研究機関群で、
中高年時や一定年齢における業績評価と本人の意向により、支援者や補助者（指導業務も
含む）等の多様な研究職種を選択するの方策が合計で、７割―１０割を占めている。 
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１）：特殊、財団法人も含む
２)：共同利用研究機関も含む
図2-9-1産学官の研究機関の中高年研究者・技術者（教員）に対する現状の処遇方法
ａ
17%
ｃ
58%
ｈ
8%
Ｎ
17%
（3）国立試験研究機関等
ａ：定年まで研究を進めている
ｂ：ある年齢になったら研究以外の部署に配転
する
ｃ：その研究者の状況次第で、ｹｰｽﾊﾞｲｹｰｽで
考える
ｄ：主体的に研究を進めることはせず、研究支
援又は補助的な業務に移行させる
ｅ：本人の意向に従って決める
ｆ：研究評価ｼｽﾃﾑに従って、その方向を決める
ｇ：まだ明確な方針、方策が決まっていない
ｈ：その他（中高年研究者はいない）
Ｎ：無回答
ａ
14%
ｂ
4%
ｃ
65%
ｄ
4%
ｅ
4%
ｇ
9%
（1）大企業の研究機関
ａ
10%
ｂ
10%
ｃ
30%
ｇ
40%
ｈ
10%
（2）ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業
ａ
15%
ｂ
14%
ｃ
43%
ｄ
14%
ｇ
14%
（4）地方公立試験研究機関
ａ
100%
（5）国立大学附置研究機関等
ａ
62%
ｄ
25%
ｆ
13%
（6）私立大学研究機関
１)
２)
１）：特殊、財団法人も含む
２)：共同利用研究機関も含む
図2-9-2産学官の研究機関の中高年研究者・技術者（教員）に対する
将来の望ましい処遇のあり方
ａ
58%
ｃ
17%
ｄ
17%
Ｎ
8%
（3）国立試験研究機関等
ａ：中高年研究者の現在の研究業績の有無により判断
し、一定基準の研究業績の上がっている研究者は、研
究評価結果として本人の継続希望があれば、研究を
継続させる。業績が上がっていない研究者や業績が
上がっていても本人の希望があれば研究技術支援業
務（専門技術者）や研究補助者へ移行する。（評価ｼｽ
ﾃﾑ結果と本人の意向により決定する）
ｂ：任期付研究者となり、再雇用契約を結び、研究開発
業務のｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ、指導を行う業務に転向する。その
際、職員ﾜｸから外れる。（若手採用のﾜｸが大きくなり、
かつ中高年研究者の能力、経験が生かされる。）
ｃ：一定年齢（55才程度）から雇用形態を多様化し、研
究者の研究業績と意向及び機関の客観的な評価結果
を判断し、研究者がその方向を選択する。例えば、継
続的な研究者か、研究の第一線からは離れるが、研
究指導的な支援者又は研究者自身の自由時間が主
体的となる研究指導、補助的な業務の雇用形態への
移行等を可能にする。
ｄ：その他（各人の適性を判断し配転。全員任期付の
ため毎年評価、処遇する）
Ｎ：無回答
ａ
50%
ｃ
50%
（4）地方公立試験研究機関
１)
２)
ａ
45%
ｂ
22%
ｃ
33%
（2）ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業
ａ
70%
ｃ
30%
（5）国立大学附置研究機関等
ａ
12%
ｂ
25%
ｃ
13%
ｄ
13%
Ｎ
37%
（6）私立大学研究機関
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 次に、研究人材の高齢化問題に対応した諸策について尋ねた研究機関と研究者・技術者
の回答結果を表2-9-2に示す。 
 
表2-9-2 産学官の研究機関と研究者・技術者が回答する 
                  研究人材の高齢化問題に対応した諸策 
 
研究者・技術者の   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学    平均   
高齢化対策      究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
(1) 研究機関回答 
  a          27(21%)   2(7%)    2(6%)       3(23%)     5(18%)     2(13%)     41(17%) 
  b                   13(10%) 2(7%)    4(11%)      2(15%)     3(10%)     1(7%)      25(10%) 
  c                   11(9%) 0        1(3%)       0          0          1(7%)      13(5%)
  d                   23(18%) 7(27%)   5(14%)      3(23%)     3(10%)     4(27%)     45(18%) 
  e                   17(13%) 1(4%)   4 11%)     1(8%)      3(10%)     2(13%)     28(11%) 
  f                    6(4%) 1(4%)    7(19%)      0          4(14%)     0          18(7%) 
  g                    2(1%) 1(4%)    2(6%)       2(15%)     5(18%)     2(13%)     14(6%) 
  h             10(8%)    6(23%)   4(11%)      0          3(10%)     2(13%)     25(10%) 
  i                   5(4%) 5(19%)   2(5%)       0          0          1(7%)      13(5%) 
  j                   14(11%) 1(4%)    5(14%)      2(15%)     3(10%)     0          25(10%) 
  k                    1(1%) 0        0           0          0          0           1(0.4%) 
(2) 研究者・技術者回答 
  a                  230(16%)  12(12%)  154(15%)    44(17%)    86(15%)    42(15%)    568(16%) 
  b                  107(7%)   8(8%)    67(7%)     21(8%)     23(4%)     15(6%)     241(7%) 
  c                  107(7%)  12(12%)   54(5%)     14(6%)    30(5%)    22(8%)     239(6%) 
  d                  260(18%)   9(9%)   124(12%)    34(13%)    63(11%)    36(13%)    526(14%) 
  e                  157(11%)  11(11%)   89(9%)     20(8%)     54(10%)    47(17%)    378(10%) 
  f                   87(6%) 7(7%)    95(9%)     14(6%)   66( 2%)   20(7%)     289(8%) 
  g                   81(6%) 5(5%)   103(10%)    26(10%)    70(12%)   28(10%)    313(9%) 
  h                  180(13%)   8(8%)   118(12%)    26(10%)    66(12%)    33(12%)    431(12%) 
  i               48(3%)    9(9%)    40(4%)      9(4%)     17(3%)   7(3%)     130(4%) 
  j                  177(12%)  17(17%)  156(15%)    42(17%)    78(14%)    20(7%)     490(13%) 
  k                    8(1%) 0        15(2%)      3(1%)      7(2%)      6(2%)      41(1%) 
 
a.５５才以上の中高年からの雇用制度の多様化選択肢と研究者自身の選択によるその後の研究活動等を決定する制度  
  の整備。      
b. 研究者自身の将来の雇用制度に対する意識改革。 
c. 研究機関側の将来の研究者雇用に対する意識改革。 
d. 研究機関と研究者の両者による前向きな将来の雇用形態の検討と意識改革。 
e. 評価制度の客観性、正当性等による充実。 
f. 柔軟性のある雇用が可能な法律に係わる改正。 
g. 大学、国公立研究機関等の雇用、予算等の独立裁量性を加味した自由度ある施策ができる法制度改革。 
h. 産学官にまたがる人材流動の容易化。 
i. 国の高齢研究者採用に対する研究機関への補助対策等の助成。 
j. 65才までの定年延長と研究職から研究指導あるいは補助的な業務への移行が可能な制度改革。 
k. その他 
                                        １）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
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 この表中の産学官における研究機関および研究者・技術者による主要な回答結果の比較
を図2-9-3に示す。 
 
 
 
 この結果から、研究機関および研究者・技術者が回答する産学官に共通する主要な対策
は、 
a.５５才以上の中高年からの雇用制度の多様化選択肢と研究者自身の選択によるその後の  
  研究活動等を決定する制度の整備。      
d.研究機関と研究者の両者による前向きな将来の雇用形態の検討と意識改革。 
j.65才までの定年延長と研究職から研究指導あるいは補助的な業務への移行が可能な制度 
  改革。 
 が挙げられそれぞれ約１割強―２割となっている。 
 研究機関群で特色ある回答は、ベンチャー企業の機関回答で「h：産学官にまたがる人材
流動の容易化」、国立試験研究機関の機関回答で「f：柔軟性のある雇用が可能な法律に係
わる改正」、国立大学附置研究機関の機関回答で「g：大学、国公立研究機関等の雇用、予
算等の独立裁量性を加味した自由度ある施策ができる法制度改革」および私立大学研究機
関の研究者・技術者の回答で「e：評価制度の客観性、正当性等による充実」が挙げられ、
それぞれの比率は、２割―２割強となっている。 
 
 
 
高齢化対策
図2-9-3産学官の研究機関と研究者・技術者が回答する
研究人材の高齢化問題に対応した主要な諸策
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大企業研究機関群　　ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業群　　　国立試験　　　　　　地方公立試験　　　国立大学附置　　　　私立大学
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研究機関等群　　　　研究機関群　　　　研究機関等群　　　　研究機関群
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  2)
研究機関群
回答比率
　　％
a：55才以上の中高年からの雇用制度の多様化選択肢と研究者自身の選択による
　その後の研究活動等を決定する制度の整備
b：研究者自身の将来の雇用制度に対する意識改革
c：研究機関側の将来の研究者雇用に対する意識改革
d：研究機関と研究者の両者による前向きな将来の雇用形態の検討と意識改革
e：評価制度の客観性、正当性等による充実
f：柔軟性のある雇用が可能な法律に係わる改正
g：大学、国公立研究機関等の雇用、予算等の独立裁量性を加味した自由度ある施策ができる法制度改革
h：産学官にまたがる人材流動の容易化
I：国の高齢研究者採用に対する研究機関への補助対策等の助成
ｊ：65才までの定年延長と研究職から研究指導あるいは補助的な業務への移行が可能な制度改革
k：その他
：機関側回答
：研究者側回答
1)：特殊、財団法人も含む
2)：共同利用研究機関も含む
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（２）研究者・技術者の回答 
 中高年時の研究者・技術者を適正に措置する上で重要な判断材料に、研究開発業務を行
っていく上で年齢的な限界があるのか、ある場合、その年齢は何歳か等がある。これらの
点に関し、研究者・技術者自身が回答する情報が重要になる。 
 これらの調査結果を表2-9-3に示す。 
 
 表2-9-3 産官学の研究機関における研究者・技術者が回答する 
          研究限界年齢の有無とその年齢およびその後の適性業務 
 
研究者・技術者の     大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学    平均   
研究限界年齢       究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
(1) 研究限界年齢の有無 
 ① ない         251(59%)  14(41%)  179(50%)  37(42%)    123(55%)   68(59%)   672(51%) 
 ② ある                 254(50%)  20(59%)  177(50%)  52(58%)    102(45%)   47(49%)   652(49%) 
 その年齢は 
  a 35以下                 0       0         0        0           0   0  0
  b 35                    4(2%)     0         1(1%)    0           0     0  5(1%)
  c 40                     37(14%)  1(5%) 6 3    3(6%)       2(2%)    1(2%)     50(8%)
  d 45                     68(27%)  5(27%)18 10    9(18%)      7(7%)    1(2%)    108(17%) 
  e 50                     91(36%) 10(53%)  71 40  25(50%)     23(22%)   16(34%)   236(36%) 
  f 55                     28(11%)  1(5%)  45(26%)    9(18%) 3 3   12(25%)   134(21%) 
  g 60                      4(2%)  1(5%)     8(5%)     4(8%)      13(13%)    6(13%)    36(5%) 
  h 65                      5(2%)  0        6(3%)     0           4(4%)     5(11%)    20(3%)
  I 65 以上                 0   1(5%)     2(1%)     0           2(2%)     0          5(1%)  
  N ：無回答               17(7%)     0        19(11%)    0          12(12%)    6(13%)    54(8%) 
(2) 限界年齢後の適性業務（あるとした人の回答）  
 a 研究管理支援業務に就く  81(27%)   9(43%)   57(28%)   20(31%)     29(25%)   15(28%)   211(28%) 
  b 研究技術支援業務に就く  43(14%)   3(14%)   30(14%)    9(14%)      3(3%)     5(9%)     93(12%) 
  c 研究補助業務に就く       6(2%)    0         8(4%)     3(5%)       6(5%)     1(2%)     24(3%) 
  d 研究指導的な業務に就く 108(36%)   8(38%)   75(36%)   29(44%)    55(49%)   20(37%)   295(39%)
  e ベンチャー企業に異動    12(4%)    0         7(3%)     2(3%)       1(1%)     2(4%)     24(3%) 
  f 現業部門等の研究以外    39(13%)   1(5%)    12(6%)     2(3%)       7(6%)     3(5%)     64(8%) 
  g その他（＊１）          13(4%)    0       18(9%)    0          12(11%)    8(15%)    51(7%) 
 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
*1:アドバイザー、大学で教育部門、人による、やめるべき、研究事務管理等 
 
 
 以上データの内、国立試験研究機関の研究者・技術者が回答する、研究限界年齢の有無の
比率、研究限界と予想される年齢の回答分布および研究限界年齢後の適正な業務の調査結
果を図2-9-4に示す。 
  
 
 
 
 
 
 111
 
 
 
 この図が示すように、国立試験研究機関の研究者・技術者の内約５割は、研究開発活動
に年齢的な限界があるとし、あると回答した研究者・技術者の４割はその年齢が50才とし
ている。また、55才が次に多く、その比率は３割弱となっている。あると回答した研究者・
技術者が思う限界年齢後の適性な業務は、「研究指導的な業務」が最も多く、４割弱の比率
で、「管理支援業務」が３割弱、「技術支援」が１割強となっている。 
 産学官の各研究機関群間でのこれらのデータの内、研究限界の有無比率および限界年齢
分布の主要な回答年齢の比較結果を図2-9-5に示す。 
 
 
 
　＊ ＊：特殊,財団法人も含む
図2-9-4国立試験研究機関等における研究者・技術者が予想する
研究限界年齢とその後の適性業務
a
28%
b
14%
c
4%
d
36%
e
3%
f
6%
g
9%
（ｃ）研究限界年齢後の適性な業務
a：研究管理支援業務に就く
b：研究技術支援業務（技術専門職）に就く
c：研究補助業務に就く
d：研究指導的な業務に就く
e：ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業に異動する
ｆ：現業部門等の研究以外のその人にあった所に異動する
g：その他
1%
3%
10%
40%
26%
5% 3% 1%
11%
0
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50比率
%
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年齢限界（b）研究限界予想年齢分布
∬
Ｎ：年齢無回答
（a）研究限界年齢の有無
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50.3%
ある
49.7%
適性就業業務
∬
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 この比較結果が示すように、各研究機関群における研究者・技術者が、研究開発を実施
していく中で限界的な年齢があると回答した比率は、約半数の４割―６割になる。また、
最も回答比率が多い限界年齢は、国立大学附置研究機関の55才の約４割を除き、他の研究
機関群では、50才の３割強―５割強となっている。このように各研究機関群間で大きな差
は見られない。 
 また、研究限界年齢後の適性な業務は表2-9-3で示すように、「研究指導的な業務」が最
も多く約４割―５割になり、次に「研究管理支援業務」が約３割―４割となっている。 
 次に全研究者・技術者を対象に、約50才以上の年代に達したときの研究業務等に対する
意向を尋ねた。その結果を表2-9-4に示す。 
 
表2-9-4 産学官の研究機関における研究者・技術者が回答する 
                        中高年時以降の意向
  
中高年時以降         大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
の希望業務         究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
a 定年時まで研究継続     316(62%) 25(73%)  276(76%)   54(58%)   184(81%)   92(81%)  947(70%) 
b 研究管理支援                 68(13%)  5(15%)   27(7%)    14(15%)    10(4%)     8(7%)   132(10%) 
c 研究技術支援                 48(9%)  0        16(4%)     8(9%)      2(1%)     3(3%)    77(6%) 
d 研究指導、補助的なの第一線   
 から離れた研究関連業務       56(11%)  4(12%)   34(9%)    15(16%)    23(10%)    4(3%)   136(10%) 
e その他（＊１）               26(5%)   0        10(3%)     2(2%)      9(4%)     7(6%)    54(4%) 
 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
＊１：全く異なる仕事をしたい、業界研究支援、その時にならないとわからない、条件による、教育分野等 
研究限界年齢があると回答した研究者・技術者比率 　一番目と二番目に回答が多かった研究限界年齢と回答比率
図2-9-5産学官の研究機関における研究者・技術者が予想する
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 この表の結果を図2-9-6に図示する。 
  
 この図が示すように、どの研究機関群でも「a： 研究能力、気力があれば定年退職時ま
で研究を継続したい」が最も多く、約６割―８割を占める。前結果の研究年齢限界がある
に約５割以上の研究者・技術者が回答していたことから、限界年齢があると回答した研究
者・技術者の内約半数近くは希望として、定年時まで研究を継続したいとも考えているこ
とがわかる。しかし、研究技術支援および研究指導・補助的な第一線から離れた業務を希
望も合わせると、約２割―３割に達する回答がある。 
 
４－２－１０ 高度研究技術支援・補助者への選択 
 産学官の研究機関と研究者・技術者は、現在研究開発業務を実施する上で研究技術支援
者および研究補助者の必要性をどのように捉えているのかまた、現状でのこれらの要員に
対しての充足状況はどうなのかを調べた。 
 また現在、研究者・技術者が研究技術支援者および補助者の協力を得ている比率、協力
が得られていない理由、必要とする十分な研究補助者数およびこれから必要な研究補助者
の資質等も調査した。 
 更に、現在協力が得られている研究技術支援および研究補助者の研究業務に対する貢献
度を研究者・技術者自身の貢献度と比較して調査した。 
 また、これからの少子・高齢化社会にあって定年退職研究者・技術者が、長年の研究活
動経験と知識・見識等を若い研究者・技術者の育成・指導（補助）等に生かせる可能性は
あるのかどうかの調査も行った。これらの調査結果を以下に示す。 
 
　　希望業務
図2-9-6産学官の研究機関における研究者・技術者の
中高年（50才）時以降における希望業務
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（１）研究機関の回答 
 産官学の研究機関が回答する研究技術支援者の必要性および必要である場合、現在の要
員の充足状況等の調査結果を表2-10-1に示す。 
 
  表2-10-1 産学官の研究機関が回答する研究技術支援者の 
                   必要性および充足状況 
 
研究技術支援者の      大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
必要性等の状況       究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
(1) 技術支援者は必要ない  18(38%)   3(38%)   5(42%)     2(50%)       0         1(17%)   29(33%) 
・その理由 
 a 支援業務を外注しいる      7(31%)   1(25%)   4(57%)     0          0        12(31%)
 b 技術支援業務はない        4(18%)  2(50%)   0          0                      0         6(16%) 
 c 研究者が全て行う          9(39%)  0        1(14%)     2(67%)                 1(100%)  13(34%) 
 d 研究者採用が優先        1(4%)    0        1(14%)     1(33%)      ―         0         3(8%)
 e 人件費削減                1(4%) 0       0          0                      0         1(3%)
 f その他                    0  0   0          0                      0         0
 N 無回答                    1(4%)   1(25%)  14     0                      0         3(8%) 
(2) 必要である            29(62%)   5(62%)   7(58%)     2(50%)     10(100%)   5(83%)    58(67%) 
 ① 現在の要員で十分      18(62%)   1(20%) 2(29%)     0           0         1(20%)    22(38%)
 ② 現在の要員では不充分  11(38%)   4(80%) 5(71%)     2(100%)    10(100%)   4(80%)    36(62%) 
 i) その理由 
 a 分析、計測等の要員不足    5(29%)   0       2(14%)   2(67%)    1(8%)     2(33%) 12(21%) 
  b 工作技師等が不足        1(6%)    1(17%)  3(21%)      0         (8%)  0  6(10%)
  c 人員（予算）ワクが不足   5(29%)   3(50%)  4(29%)      1(33%)     7(58%)  3(50%)   23(40%)
  d 外注のため時間がかかる    2(12%)   0       3(21%)      0       0    0         5(9%)
  e 技術的能力が低い          4(24%) 2(33%)  2(14%)      0       1(8%) 0         9(15%)
  f 論文等の指導、補助がない  0      0      0           0          1(8%)  1(17%)    2(3%)
  g その他                    0  0       0           0     1(8%) 0        1(2%)
 ii)不十分の解決方法  
 a 人件費の拡大              3(19%)   3(37%)  2(16%)   2(50%)      4(21%)    2(40%)   16(25%) 
  b 人員ワクの拡大            4(25%)   0       3(25%)     1(25%)      7(37%)    1(20%)   16(25%) 
  c 人材派遣の利用            4(25%)   3(37%)  2(17%)     0           3(16%)    0        12(19%)
  d 中高年研究経験者の利用   3(19%)   0       2(17%)     1(25%)      3(16%)    1(20%)   10(15%) 
  e 中途退職女性研究者の活用  0        0       0          0           1(5%)     0         1(2%) 
  f 機関退職研究者の活用の質  
  の高い技術支援・補助者    2(12%)   2(25%)  3(25%)     0      1(5%)    1(20%)    9(14%) 
 g その他                    0   0       0          0           0         0         0 
                      
                                       １）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
 
 まずこの表に示される国立試験研究機関の調査結果を図2-10-1に図示する。 
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 この図が示すように、国立試験研究機関では約６割で研究技術支援者を必要としいるが、
その内の約７割の機関では、研究技術支援者の充足度については不充分であると回答して
いる。 
 その主な不足要因では、「人員ワク（予算）が足らない」が約３割で、「工作技師等の不
足」および「外注のための不便」が約２割となっている。 
 希望する解決策では、「人員ワクの拡大」および「定年退職研究者の再雇用による支援・
指導のできる制度の確立」が最も多く、２割強となっている。 
 また、必要がないと回答した機関の主な理由では、「研究者ができない分析、工作等は外
注する」が最も多く、約６割に達する。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究技術支援者の必要性は？
＊ ＊：特殊、財団法人も含む
図2-10-1国立試験研究機関等における研究技術支援者の充足度及び不足要因と解決策
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 次に、研究補助者に対する同様の調査結果を表2-10-2に示す。 
 
 
表2-10-2 産学官の研究機関が回答する研究補助者の必要性および充足状況 
 
研究補助者の       大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
必要性等の状況       究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
(1) 研究補助者は必要ない   14(30%)  6(67%)   3(25%)     3(60%)       0    1(17%) 27(31%) 
 ・その理由 
  a 外注してその都度補う      4(23%)  0        1(25%)     0          0         5(15%)
  b 当機関では補助業務はない  2(12%)  1(14%)   2(50%)     0                      0         5(15%) 
  c 研究者が全て行う          9(53%)  5(72%)   0          3(75%)                 1(100%)  18(55%) 
  d 研究者採用が優先          1(6%)   0        1(25%)     1(25%)       ―        0         3(9%) 
  e 研究費削減のため          1(6%)   0        0          0                      0         1(3%)
  f その他                    0   0        0          0                      0         0 
  N 無回答                    0   1(14%)   0          0                      0         1(3%)
(2) 研究補助者は必要である  32(70%)  3(33%)   9(75%)     2(40%)     10(100%)    5(83%)    61(69%)
 ① 現在の要員で十分        20(62%)  0      5(56%)      0          0          1(20%)    26(43%)
 ② 現在の要員では不充分    12(38%)  3(100%) 4(44%)      2(100%)   10(100%)    4(80%)    35(57 
   i)その不足要因 
  a 研究現場での補助員不足   7(50%)   0       1(17%)      2(100%)    4(33%)     3(75%)    17(41%) 
  b データの解析、図表化要                           
  員不足                   2(14%) 2(50%)  2(33%)      0          3(25%)     1(25%)    10(24%)
  c 質の高い補助者がいない   5(36%)   2(59%)  2(33%)      0          5(42%)     0         14(33%)
  d その他（＊１）           0     0       1(17%)      0      0        0          1(2%) 
   ii)希望する解決策 
 a 人件費の拡大             2(17%)   2(67%)  3(43%)      1(50%)     8(62%)     3(60%)    19(45%) 
  b 人材派遣の利用           8(67%)   0       2(28%)      0          2(15%)     0         12(29%)
  c 高年、退職研究者の再雇用 1(8%)    0       2(28%)      0          1(8%)      2(40%)     6(15%) 
  d 中途退職女性研究者活用   1(8%)    0       0           0          2(15%)     0          3(7%) 
  e その他（＊２）           0     0       0           1(50%)     0          0          1(2%) 
  N 無回答                   0     1(33%)  0           0          0          0          1(2%) 
 
 １）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
 ＊１：補助者がいない、＊２：人員ワクの拡大 
 
  
 また、この表中の国立試験研究機関における結果を図2-10-2に図示する。 
 この図が示すように、国立試験研究機関の約８割は研究補助者が必要であるとし、必要
であると回答した機関の内４割強は、現在の充足度は不充分であるとしている。その不足
要因の３割強が「研究（実験）データの補助解析、図表作成等の作業員が不足」と「質の
高い研究補助者がいない」となっている。このらの不足要因の解決策として、「人件費の拡
大」が４割強を占め、「人材派遣による補助者の確保」および「高年者、退職研究者の再雇
用制度」が約３割を占めている。 
 更に、研究補助者は必要ないと回答した２割強の機関が回答したその理由では、「研究者
がすべて研究業務に係わることを行う」が５割を占め、「補助業務は外注する」および「研
究者採用が優先される」がそれぞれ残りの２割強ずつを占める。 
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 表2-10-2中の産官学全体での各研究機関が回答した研究技術支援者および研究補助者の
必要性の結果比較を、図2-10-3に示す。 
 
研究補助者の必要性は？
＊ ＊：特殊、財団法人も含む
図2-10-2国立試験研究機関等における研究補助者の充足度及び不足要因と解決策
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 この結果が示すように、大学研究機関では研究技術支援者および研究補助者の必要性は
高く、８割強―１０割が必要と回答している。 
 地方公立試験研究機関における必要性は他に比べ最も低く、両者の必要の回答率が５割
―４割となっている。ベンチャー企業の研究補助者に対する必要性が３割強と低いものの、 
残りの他の研究機関群では両者の必要は、約６割―７割強となっている。 
 このように各研究機関が回答する研究技術支援者および研究補助者に対する必要性は、
一般に高いといえる。 
 次に、両者に対する現状の充足度の産学官研究機関における回答結果を、図2-10-4に示
す。 
 
 
 この結果が示すように、研究技術支援者と研究補助者の充足度として不充分であると回
答した比率は、地方公立試験研究機関および国立大学附置研究機関で１０割となっている。
私立大学研究機関およびベンチャー企業においても両者に対する不充分の回答比率は高く、
８割―１０割となっている。しかし国立試験研究機関の研究技術支援者に対する不充分の
回答比率が約７割であるのを除くと、国立試験研究機関および大企業研究機関における両
者の不充分回答比率は、約４割と低くなっている。 
 次に、研究技術支援者および研究補助者の現在の要員に対して不充分と回答した研究機
関が回答する主要な不足要因の調査結果を、それぞれ図 2-10-5および図 2-10-6に図示す
る。 
 
 
 
　　　　　　大企業研究機関群 　ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業群　国立試験 　地方公立試験 　　国立大学附置 　　私立大学
　　研究機関等群 　　　研究機関群 　　　　研究機関等群　　　　研究機関群
図2-10-4産学官研究機関群における研究技術支援者と補助者の充足度
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　　　　　大企業研究機関群 　ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業群　国立試験 　地方公立試験 　　国立大学附置 　　　私立大学
　　研究機関等群 　　　　研究機関群 　　　　研究機関等群　　　　　研究機関群
図2-10-5　産学官研究機関群における研究技術支援者に関する主要な不足要因
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図2-10-6　　産学官研究機関群における研究補助者に関する主要な不足要因
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 これらの結果から、研究技術支援者に関して各研究機関群で共通している不足要因は、
「人員ワク（予算）が足らない」が約３割―６割になる。特に、国立大学附置研究機関で
は、唯一主要な要因として、約６割で「人員ワク（予算）が足らない」としている。また、
地方公立試験研究機関では「分析、計測等の専門技術者が不足している」の要因が約７割
に達している。 
 一方、研究補助者の不足要因に関しては、国立試験研究機関およびベンチャー企業群を
除いて「研究（実験）現場での補助員の不足」が主要な要因となり、３割強―１０割を占
め特に、地方公立試験研究機関では１０割となっている。また、地方公立試験研究機関お
よび私立大学研究機関を除く他の全機関群では、「質の高い研究補助者がいない」が主要な
不足要因となっており、その比率は、３割強―５割に達する。 
  
（２）研究者・技術者の回答 
 次に、各研究機関群における研究者・技術者が回答する、現在協力を得ている研究技術
支援者および研究補助者の数およびその必要性等の調査結果を以下に示す。 
  １）協力が得られている研究者・技術者の比率と必要性 
 研究技術支援者および研究補助者の協力が得られている研究者・技術者の内訳比率およ
び研究者・技術者が考える必要性の調査結果を表2-10-3に示す。 
 
表2-10-3 産学官の研究機関において研究技術支援者および研究補助者の 
              協力内訳と研究者・技術者が回答する必要性 
 
協力研究技術支援者および  大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
補助者等の状況       究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
(1)協力内訳 
 a (支)*1と(補)*1の両者   100(20%)   4(12%)   76(22%)   13(15%)    44(20%)   14(12%)   251(20%) 
 b (支)のみ                 105(21%)  11(33%)   40(12%)   12(14%)    49(23%)   14(12%)   231(18%) 
 c (補)のみ                  60(12%)   0        83(24%)10(12%)   18(8     15(13%)  186(14%) 
 d 両者とも協力なし         227(46%)  18(55%)  145(42%    51(59%)   108(49%)    7(63%)   620(48%) 
(2) 必要性  
 1)(1)のb,cの研究者の回答 
 a 技術支援者が必要          11(8%)    3(33%)    7(17%)    5(38%)     6(12%)    3(13%)    35(13%) 
 b 補助者が必要              11(8%)    0         6(14%)    5(38%)     4(8%)     2(9%)     28(10%) 
 c 両者とも必要             101(78%)   6(67%)   28(65%)    3(23%)    39(76%)   17(74%)   194(72%) 
 d 必要ない                   6(5%) 0         1(2%)     0          1(2%)     1(4%)      9(3%)
 e その他（*2）               1(1%)   0         1(2%)     0          1(2%)     0          3(1%)
 2) (1)のdの研究者の回答 
 a 技術支援者が必要          21(9%)    1(6%)    18(14%)    8(17%)    15(14%)    3(4%)     66(11%) 
 b 補助者が必要              23(10%)   1(6%)    18(14%)    9(19%)    14(13%)    6(9%)     71(12%) 
 c 両者とも必要             127(57%)  11(61%)   64(50%)   28(58%)    61(59%)   50(75%)   341(58%) 
 d 必要ない                  44(20%)   5(28%)   21(16%)    3(6%)     13(13%)    8(12%)    94(16%) 
 e その他(*3)                 9(4%) 0         7(6%)  0          1(1%)     0         17(3%) 
 3) (1)のb,c,dの研究者が回 
 答する協力が得られない理由 
 a 研究実施上必要がない      42(16%)   2(9%)  24(16%)    1(2%)     12(10%)    8(10%)    89(13%) 
 b 当機関にはいない          80(30%)  14(61%)   26(17%)   14(25%)    33(27%)   18(27%)   185(26%) 
 c 予算的な余裕がない        82(31%)   6(26%)   59(40%)   33(58%)    55(45%)   48(61%)   283(41%) 
 d 適当な協力者がいない      41(16%)   1(4%)    28(19%)    6(10%)    16(13%)    3(4%)     95(14%) 
 e その他(*4)                19(7%)   0        12(8%)     3(5%)      6(5%)     2(2%)     42(6%) 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
＊１：(支)は研究技術支援者、(補)は研究補助者を示す。＊２：研究者より研究補助者を増加させるべき、特に、女性
の職業としてテクニシャンを増加すべき。＊３：今のところ必要ない、独立した研究者でないと戦力にならない、若い
学生アルバイトや人材派遣を使いたい。＊４：わからない、必要な都度協力が得られる、ポスドクでは予算がない等。 
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 表2-10-3の内、国立試験研究機関における研究技術支援者と研究補助者の協力を得てい
る研究者・技術者の内訳結果を図2-10-7に図示する。 
 
 この図が示すように、国立試験研究機関の研究者・技術者の内約２割強は、研究技術支
援者および研究補助者の両者の協力を得ている。また、片方だけの協力を得ている研究者・
技術者は、約３割弱いる。しかし、両者の協力が得られない研究者・技術者は、４割強を
占めている。 
 片方だけ協力が得られている研究者・技術者の両者に対する協力の必要性では、６割強
の比率で両者が必要であると回答している。また、両者とも協力が得られていない研究者・
技術者の回答では、５割の比率で両者が必要であるとしている。どちらかの片方が必要で
あるとしている比率は、合計約３割になる。 
 表2-10-3の結果、産学官の研究機関全体で研究技術支援者および研究補助者の両者の協
力が得られている研究者・技術者の比率を、図2-10-8に図示する。 
 この図から、産学官で大きな差は見られず、両者の協力を得られている比率は、僅か１割
強―２割強となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
　＊ ＊：特殊,財団法人も含む
図2-10-7国立試験研究機関等において研究技術支援者及び研究補助者の
協力を得ている研究者・技術者の比率と必要性
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 次に、片方あるいは両者共に協力が得られていない国立試験研究機関における研究者・
技術者が回答するその理由の結果を、図2-10-9に示す。 
　＊ ＊：特殊,財団法人も含む
図2-10-9国立試験研究機関等において研究技術支援者又は補助者の
協力を得ていない理由
e
8%
d
19%
c
40%
b
17%
a
16%
a：研究実施上支援者又は補助者は必要ないから
b：当研究機関では支援者又は補助者的な人がいないから
c：当研究機関では支援者又は補助者的な人を雇用する予算
的（人員ﾜｸ及び人件費的）な余裕がないから
d：適当な支援者又は補助者的な人がいないため
e：その他
協力を得ていない理由
図2-10-8産学官の研究機関における研究技術支援者および研究補助者の
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 この結果が示すように、研究実施上研究技術支援者および研究補助者の協力は必要がな
いとしているのは、２割弱にすぎない。予算、人員ワク的な理由によるものが４割を占め、
研究機関に支援・補助的な人がいない、あるいは、適当な支援・補助者がいないが併せて
４割弱を占める。 
 これらの結果の産学官の比較を図2-10-10に示す。 
  
 
 この図から研究実施上、支援者および補助者は必要ないとする回答比率は、地方公立試
験研究機関の２％を除くと１割―２割弱である。 
 協力が得られない最も大きな理由では、ベンチャー企業を除く全ての機関群で、予算・
人員ワク的な不足を挙げその比率は、約３割―６割になる。ベンチャー企業では、約６割
が、機関に支援・補助的な人員がいないと回答している。 
 次に、研究者・技術者は現状でどの程度の研究技術支援者および研究補助者の協力が得
られているか、その協力者数を調査した。その結果を表2-10-4に示す。 
  この表中の協力人数は、各研究者・技術者が回答する人数を示すため、各研究機関にお
いては、複数の研究者・技術者が同一の研究技術支援者あるいは研究補助者を一人とカウ
ントしている場合もあり、研究者・技術者が専有する協力者でないこともある 
 
 
 
 
　協力を得ていない理由
図2-10-10産学官の研究機関における研究者・技術者が
研究技術支援者又は補助者の協力を得ていない理由
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表2-10-4 産学官の研究機関において研究技術支援者および研究補助者の 
            協力を得ている研究者・技術者の比率と協力者数 
 
協力研究技術支援者数お   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
よび補助者数等の状況   究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
1. 研究技術支援者 
 (1) 協力支援者数に対する回答研究者数（人） 
  0(協力者がいない)   284(58%)  18(55%)  229(66%)  61(71%)    126(58%)   86(75%)  804(63%) 
  1                        89(18%) 2(7%)   63(18%)   7(10%)     52(24%)   14(12%)   229(18%) 
   2                        50(10%) 7(22%)  21(6%)   10(12%)     18(8%)    10(9%)    116(9%) 
   3                        26(5%)  1(3%)   14(4%)    3(3%)      15(7%)     1(1%)     60(5%) 
   4                  6(1%)    2(6%)    7(2%)    0           3(1%)     0         18(1%)
   5                        14(3%)  1(1%)    4(1%)    0           2(0.9%)   0         21(2%) 
   6                         6(1%) 2(6%)    1(0.3%)  2(2%)       1(0.5%)   0         12(0.9%)
   7                         1(0.2%) 0        1(0.3%)1(1%)       0         0       3(0.2%)
   8                3(0.6%)   0        0       0   0         0      3(0.2%)
   9                         1(0.2%) 0        0     0   0         0      1(0.1%)
  10                         3(0.6%) 0        2(0.9%)0        2(0.9%)   0         7(0.5%)
  10人以上               4(0.8%)   0        3(0.9%)0        0        3(3%)    10(0.8%)
 (2) 平均協力支援者数 
 1)回答研究者合計         487        33       345       86          219        114        1288
 2)回答総協力支援者数*1  512        44       276       57          181         96        1166 
  3)全研究者平均*2         1.05      1.3       0.80     0.66        0.83        0.84       0.91
 4)被協力研究者平均*3     2.5       2.9       2.4      2.3         1.9         3.4        2.4 
 5)被研究者比率*4         0.42      0.45      0.34     0.29        0.42        0.25       0.37
2. 研究補助者 
(1) 協力補助者数に対する回答研究者数(人) 
  0(協力者がいない)      328(67%)  29(88%)  185(54%)  63(73%)   157(72%)  85(74%)    847(66%)
  1                       103(21%)  1(3%)    76(22%)  18(21%)   44(20%)   10(8%)      252(19%) 
   2                        34(7%)  2(6%)    47(14%)   2(3%)      9(4%)     6(5%)     100(8%) 
   3                   10(2%)    1(3%)    19(6%)    1(1%)      5(2%)     0          36(3%) 
   4                         6(1%) 0         9(3%)    0          2(1%)     3(3%)      20(2%)
   5                         4(0.8%) 0         4(1%)    2(2%)      1(0.5%)   2(2%)      13(1%)
   6                         0   0         2(0.6%)  0          0         1(1%)       3(0.2%)
   7                         0   0         0        0          1(0.5%)   1(0.5%)     2(0.2%)
   8                0     0         0        0          0         1(1%)       1(0.1%)
   9                         0   0         1(0.3%)  0          0         0           1(0.1%)
  10                         2(0.4%) 0         1(0.3%)  0          0      2(2%)     5(0.4%)
  10人以上            1        0         1(0.3%)  0          0         3(3%)       5(0.4%)
 (2) 平均協力支援者数 
 1)回答研究者合計    488        33       345        86        219       114         1285 
 2)回答総協力支援者数    275         8       334        35         97       140          889 
  3)全研究者平均          0.56      0.24    97       0.41      0.44       1.2          0.69 
 4)被協力研究者平均      1.7       2.0      2.1        1.5       1.6        4.8          2.0 
 5)被協力研究者比率    0.33      0.12    0.46   0.27      0.28       0.25         0.34  
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
＊１：協力研究技術支援者の合計  
＊２：協力研究技術支援者の合計÷回答研究者合計 
＊３：協力研究技術支援者の合計÷協力が得られている研究者の合計 
＊４：協力が得られている研究者の合計÷回答研究者の合計 
 
 
 表2-10-4のデータの内、協力研究技術支援者平均数（回答した総研究者・技術者当たり
と、協力を得ている研究者・技術者あたりの数）および協力を得ている研究者・技術者の
比率を図2-10-11に示す。同様な研究補助者のデータを図2-10-12に示す。 
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 この図がすように、協力が得られている研究技術支援者の実情は、全研究者・技術者（こ
のアンケートに回答した全研究者・技術者を意味する）当たりの協力研究技術支援者数が、
産官学で 0.66-1.3人(産学官の平均は 0.91人)となり、協力が得られている研究者・技術
者当たりでは、1.9-3.4人（産学官の平均は2.4人）となっている。これらは、産学官の研
究機関群間で大きな差はないと言える。しかし、被協力研究者・技術者の比率は、大企業
研究機関、ベンチャー企業および国立大学附置研究機関では、その比率が 0.42-0.45と高
いが、国立試験研究機関、地方公立試験研究機関および私立大学研究機関ではその比率が
0.25-0.34と低い。特に私立大学研究機関では協力を得ている研究者・技術者の比率は0.25
と最も低いが、全研究者・技術者平均では他の研究機関群とほぼ同率である。このことか
ら私立大学研究機関では、特定の研究者・技術者に支援者の協力が偏って、協力を得てい
る研究者・技術者当たりの支援者数が、産学官の中で最も多い 3.4人の値を示しているも
のと考えられる。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
図2-10-11産学官の研究機関における研究者・技術者が協力を得ている
研究技術支援者数と協力を得ている研究者・技術者の比率
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 一方、研究補助者に関する同様なデータを、図2-10-12に図示する。 
 
 図 2-10-12から、協力が得られている研究補助者の実情では、全研究者・技術者当たり
の協力研究補助者数が、産官学で 0.24-1.2人(産学官の平均は 0.69人)となり、協力が得
られている研究者・技術者当たりでは、1.5-4.8人（産学官の平均は2.0人）となっている。
産学官では、私立大学研究機関を除くと各研究機関群間で大きな差はない。研究補助者の
協力を得ている研究者・技術者比率は国立試験研究機関が0.46と高く、ベンチャー企業が
0.12と低いが他の研究機関群では0.25-0.33人で大きな差はない。 
 私立大学研究機関の場合、全研究者・技術者当たりの協力補助者数が 1.2人と他の研究
機関群に比べ最も多いが、協力を得ている研究者・技術者当たりでは、4.8人と他機関より
極端に多い。この結果からも私立大学研究機関の場合、研究補助者の協力が得られている
研究者・技術者には、偏りがあるものと考えられる。 
 協力研究技術支援者と研究補助者の比較では表 2-10-4から、協力が得られている研究
者・技術者の比率が、研究技術支援者および研究補助者の場合とも平均してそれぞれ 0.37
と0.34で特に差はない。しかし全研究者・技術者の平均では、それぞれ0.91と0.69であ
り、研究技術支援者の協力の方がより多く得られているといえる。 
 また一つの特徴として国立試験研究機関では、研究技術支援者の協力を得ている研究
者・技術者比率が0.34であるが研究補助者の協力の場合、他の研究機関群では同程度か減
少している中、0.46と唯一増加している。これは国立試験研究機関において、研究補助者
の協力の需要がより大きいものと思われる。 
 
図2-10-12産学官の研究機関における研究者・技術者が協力を得ている
研究補助者数と協力を得ている研究者・技術者の比率
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 次に研究者・技術者が必要とする十分な研究補助者数および今後更にどのような協力者
の資質が必要かを調べた。その結果を表2-10-5に示す。 
 
 表2-10-5 産学官の研究機関における研究者・技術者が必要とする 
             研究補助者数および今後更に必要な協力者の資質 
 
十分な研究補助者数およ   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
び今後必要な資質     究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
(1) 必要とする十分な補助者数（希望人数） 
 0            57(12%)  5(17%)   247%)  2(3%)     13(6%)    11(10%)   112(9%) 
  0.5                      39(8%) 0     6(2%)     0          8(4%)      1(1%)     54(4%) 
  1.0                     152(33%) 9(31%)   91(28%)   26(32%)    58(28%)   23(21%)   359(29%) 
  1.5                      25(5%) 2(7%)    25(8%)    10(12%)    10(5%)    3(3%)    75(6%) 
  2.0                     141(30%) 8(28%)  118(36%)   40(49%)    75(36%)   37(35%)   419(34%) 
  2.5                     0   0        1(0.3%)  0           0   0     1(0.1%) 
  3.0                      30(7%)   3(10%)  33(10%)    1(1%)      30(14%)    13(12%)   110(9%) 
  3.5                       0    0      1(0.3%)   0           0          0       1(0.1%) 
  4.0                      14(3%) 1(4%)     6(2%)     1(1%)       7(3%)      3(3%)    32(3%) 
  4.5                       0    0      0         0           0          0      0 
  5.0                       5(1%)   1(3%)    17(5%)     1(1%)       6(3%)      7(7%)     37(3%)
  5以上                    6(1%) 0      8(2%)     0           2(1%)      9(8%)     25(2%) 
 平均人数                 1.5  1.6       2.0       1.6         1.9        2.6       1.8 
(2) 更に今後必要とする支援者・補助者の資質 
 ① 希望しない        121(25%)   8(25%)   43(12%)   10(12%)    27(13%)    14(12%)  223(18%) 
 ② 希望する             365(75%)  24(75%)  301(88%)   74(88%)   186(87%)   100(88%) 1050(82%) 
    希望資質内容 
    a          204(21%)   18(25%)  106(13%)  34(16%)    77(15%)   39(15%)   478(17%) 
     b                     142(14%)  14(20%)   84(10%)  24(12%)   55 1  29(11%)   348(12%) 
     c                     143(14%)  13(18%)  136(16%)  27(13%)    83(16%)   49(18%)   451(16%) 
     d                     193(19%)  11(16%)  194(24%)  48(23%)   131(26%)   63(24%)   640(22%)
     e                     259(26%)  15(21%)  235(29%)  58(28%)   123(25%)   65(24%)   755(26%) 
     f                      52(5%)  0        56(7%)   14(7%)     31 6  17(6%)  1 0(6%) 
     g その他（＊１）        9(1%)     0         7(1%)    1(1%)      5(1%)     4(2%)    26(1%) 
 
希望資質内容 
a:研究上の問題解決に広い知識と経験から助言、指導できる研究技術支援者。  
b:実験又は調査研究計画、解析評価に対し助言指導してもらえる研究技術支援者  
c:論文、報告書作成に協力できまた査読、英文チェック等が十分時間かけてみてもらえる研究支援者 
d:一緒に現場で実験ができ、データの整理、図表化等のパソコン能力のある研究補助者。 
e:指示した方法により実験（or調査研究）を、居ないときでも実施でき、データを報告してくれる研究補助者 
f:パソコンを使用してのデータ整理ができる研究補助者 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
＊１：雑多な事務を手助けしてくれる、特殊装置の運転、実験作業、研究者の要求に応じた電気、機械、工作加工等 
 
  
 表中の各研究機関群における研究者・技術者が希望する研究補助者人数の平均と研究補
助者を必要としない（希望人数がゼロ）研究者・技術者比率の結果を図2-10-13に図示す。 
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 この図から、産学官の各研究者・技術者に対して専有的に協力してもらえる研究補助者
の希望人数は、私立大学研究機関の 2.6人を除くとほぼ等しく 1.5-2.0人の範囲にある。
また、研究補助者を必要としない研究者・技術者の比率は、国立試験研究機関、地方公立
試験研究機関および国立大学附置研究機関では低く、3-7%であるが、私立大学研究機関を
含めた民間研究機関では、10-17%で、2-3倍多くなっている。 
 次に、今後どのような資質の研究支援者または研究補助者を必要とするかの回答結果を
図2-10-14に示す。 
 この結果からその必要性では、大企業研究機関およびベンチャー企業においては、必要
性ありが７割強であるが、他の機関群では全て約９割に達する。必要とする資質の回答比
率では、図中の資質内容を示す a,bおよび cは、これまでの研究補助者あるいは技術支援
者にはない範疇の能力を示していることから、三つまとめた表現として、H:高度研究支援・
補助者とした。このＨの回答比率は、産学官で約４割―６割になり、平均すると45%となる。
また、他の資質でも、実験データのパソコンを用いた解析・整理あるいは研究者・技術者
の指示だけで単独でも実験を進めることができる研究補助者を希望する等、いままで以上
の支援・補助能力を残りの約５割の研究者・技術者が希望している 
  
 
 
 
 
図2-10-13産学官の研究者・技術者が希望する研究補助者の人数と
補助者の協力を必要としない研究者・技術者の比率
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 次に、研究技術支援者および研究補助者が各研究者・技術者の研究開発成果に対してど
の程度貢献しているかは、両者の資質の程度と関係する。そこで研究者・技術者に対して
自身の貢献度も含め両者の貢献度を尋ねた。その結果を表2-10-6に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（必要性あり）
　（今後更に望む能力・資質）
図2-10-14産学官の研究機関における研究者・技術者が
今後更に望む研究支援者又は補助者の能力
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  表2-10-6 産学官の研究機関における研究者・技術者が回答する、 
        自身の研究成果に対する技術支援者および補助者の貢献度 
 
   研究成果に対する   大企業研  ベンチャ  国立試験研  地方公立試   国立大学附置  私立大学     
   貢献度（％）     究機関   ー 企業   究機関等1)  験研究機関  研究機関等 2)   研究機関 
 
(1) 研究者・技術者（本人）の貢献度(%) 
 10以下       0         0         0           0            0           0       
  10            2(0.8%)   0         1(0.5%)     0            0           0 
  20                      8(3%)   0         3(1%)       2(6%)        0           1(3%)
  30                     13(5%)  0         7(4%)       1(3%)        3(3%)       0 
  40                   11(4%)   0         7(4%)       0            5(4%)       3(7%) 
  50                     41(15%)  4(29%)   33(17%)      9(26%)      11(10%)      9(22%)
  60                     35(13%)  1(7%)    20(10%)      7(21%)      18(16%)      1(2%) 
  70                     63(24%)  7(50%)   45(23%)      2(6%)       29(26%)     13(32%)
  80                     38(14%)  1(7%)    40(21%)      5(15%)      19(17%)      5(12%)
  90                     39(15%)  1(7%)    27(14%)      2(6%)       19(17%)      7(17%)
  90以上            15(6%)     0        11(6%)       6(17%)       8(7%)       2(5%) 
     平均貢献度     66%       66%       68%         66%          71%         68%
(2) 研究技術支援者の貢献度(%) 
 10以下           13(6%)      0         6(5%)       2(8%)       12(13%)     2(8%)
  10                    42(21%)  1(7%)    23(20%)      1(4%)       14(15%)      4(16%) 
  20                    45(22%)  2(14%)   30(25%)      6(24%)      24(27%)      6(24%) 
  30                    49(24%)  8(57%)   33(28%)      7(28%)      29(32%)      9(36%)
  40                    23(11%)  1(7%)     7(6%)       3(12%)       6(7%)       3(12%) 
  50                    22(11%)  2(14%)   12(10%)      5(20%)       4(4%)       0
  60                     7(3%)  0         5(4%)       1(4%)        2(2%)  1(4%)
  70                     3(1%)  0         2(2%)       0            0      0
  80                     0   0         0           0            0    0
  90                     1(0.5%)  0         0          0  0     
  90以上          0          0         0           0           0     0
     平均貢献度    27%        31%       27%         31%          23%         25% 
(3) 研究補助者の貢献度(%) 
  10以下                6(4%)      0       10(7%)       4(18%)        8(12%)      1(4%) 
  10                   57(36%)   1(33%)    60(39%)      5(23%)       23(35%)     11(38%) 
  20                   46(29%)   1(33%)    36(23%)      9(41%)       18(28%)      7(24%) 
  30                   33(21%)   1(33%)    31(20%)      2(9%)        11(17%)   4(14%) 
  40                    8(5%)  0          9(6%)       1(5%)         0           1(3%) 
  50                    5(3%)  0          7(4%)       1(4%)         3(5%)       4(14%)
  60                    1(0.6%) 0          0           0             1(2%)       0
  70                    0   0          0           0             1(2%)       1(3%) 
  80                    1(0.6%) 0          1(0.6%)     0             0           0 
  90                    0   0          0           0             0           0
  90以上            0          0          0           0             0           0 
     平均貢献度   20%        20%        20%         18%           19%         24% 
 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
 
 
 この表のデータの内、代表例として国立試験研究機関における貢献度の回答分布また、
産学官の研究機関群におけるこれらの分布の平均値をそれぞれ図2-10-15および図2-10-16
に示す。 
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　＊ ＊：特殊,財団法人も含む
図2-10-15国立試験研究機関等における研究者・技術者が回答した
技術支援者と補助者の研究に対する貢献度
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図2-10-16産学官の研究機関における研究者・技術者が回答した研究に対する
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 図 2-10-15から、国立試験研究機関の研究者・技術者による自身の研究成果に対する研
究技術支援者および研究補助者に対する貢献度の回答結果には、広い分布があることがわ
かる。研究者・技術者自身の貢献度では、10%-90%以上まであり、平均値は、68%となって
いる。研究技術支援者に対する貢献度の回答結果では、10%以下-70%の範囲で分布して、平
均値は、27%となっている。研究補助者に対する貢献度では、10%以下-ほぼ 50%まで分布し
ているが、貢献度が80%に１名が回答している。これは研究（研究補助）能力が非常に高い
補助者であろうと考えられる。このような例は、大企業研究機関の研究技術支援者および
研究補助者に対しての貢献度評価に１名みられた。 
 図2-10-16には、産学官の各研究機関群における３者の貢献度の平均値が示されている。 
 この図から、研究技術支援者および研究補助者に対する貢献度はそれぞれ約３割および
２割で、ほとんど差はないと言える。また、研究者・技術者自身の貢献度も約７割で機関
群間では差はないと言える。 
 次に、図 2-10-14の結果に見られるように、今後更に研究者・技術者によって求められ
る研究技術支援および補助の質的能力は高くなっている。そのための人材の育成・確保は、
量的な問題も含めて困難が予想される。そこで、これからの高齢化社会にあって、高年齢
あるいは定年退職研究者・技術者の適性な活用が、これらの課題に対応できる可能性があ
る方策と考えられる。そこで産学官の研究者・技術者に対して定年退職後、研究支援・補
助的業務への再就職を希望するかどうかを尋ねた。その結果を表2-10-7に示す。 
 
  表2-10-7 産学官の研究機関における研究者・技術者の定年後 
        における研究支援・補助的業務への再就職希望の有無 
 
研究者・技術者の定年後の   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
支援・補助的業務への意向    究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
(1)再就職しない       102(20%)  8(24%)   79(22%)   32(36%)    68(30%)     24(20%) 313(23%) 
 ・理由 
 a 自主的研究以外やりたくない  9(9%)  3(38%)   23(29%)    3(10%)     27(40%)   12(52%)   77(25%)              
 b 部下の下でやりたくない       4(4%)  0         8(10%)    3(10%)      7(11%)    0        22(7%)             
 c 体力気力がない              12(12)  1(12%)    2(2%)     3(10%)      2(3%)     4(18%)   24(8%)    
 d 研究以外のことをやりたい    72(70%) 4(50%)   27(33%)   14(45%)     18(27%)    6(26%)  141(45%)               
 e その他（＊１）               5(5%) 0        21(26%)    8(26%)     13(19%)    1(4%)    48(15%) 
(2)再就職したい              248(49%)  16(47%)  195(53%)  45(51%)    111(48%)    71(59%) 686(51%) 
 ・理由 
 a 若手を育成したい           75(29%)  2(12%)   71(32%)   17(34%)     56(47%)   30(38%)  251(34%)       
 b 研究に長く係わりたい       83(32%)  5(29%)   57(26%)   10(20%)     32(27%)   23(29%)  210(28%) 
 c 自分の研究も少しできれば   74(28%)  9(53%)   71(32%)   18(36%)     21(17%)   22(27%)  215(29%) 
 d 生活のため                 27(10%)  1(6%)    20(9%)     4(8%)      11(9%)     4(5%)    67(9%) 
 e その他（＊２）            1(1%)   0         2(1%)  1(2%)      0     1(1%)     5(0.7%) 
(3)条件による                154(31%)  10(29%)   92(25%)   12(13%)   51(22%)    26(21%)  345(26%) 
 ・その条件 
 a 半日勤務                  29(18%)   1(10%)    8(9%)     1(8%)     5(10%)      0       44(12%) 
 b 希望する研究分野         115(71%)   8(80%)   73(77%)    8(62%)   34(65%)     23(88%) 261(69%) 
 c 退職時の職場           1(0.6%)  0         2(2%)     0         0           0     3(0.8%)
 d 退職時の職場以外         2(1%)    0         6(6%)     3(23%)    7(13%)      1(4%)   38(10%) 
 e その他（＊３）            14(9%)    1(10%)    6(6%)     1(7%)     6(12%)      2(8%)   30(8%)
 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
＊１：他の機関へ、若手がやりにくくなる、自分でやりたいことがある、老害を恐れる、教育をやりたい他の分野で等。 
＊２：広報的な仕事をやりたい、技術、知識の蓄積が還元できる等。 
＊３：需要があれば、若い人に役立つ場合に限る、自分も研究ができれば、気力、体力による等。 
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 表 2-10-7のデータの内、産学官の研究機関における研究者・技術者の回答結果として、
支援・補助的研究業務への再就職希望の結果と希望する主な理由を図2-10-17に図示する。 
 
 
 この図および表2-10-7から、産学官の研究機関の研究者・技術者の内約５割は、定年退
職後研究支援・補助的な業務でも、継続して研究に係わりたい（再就職したい）とし、再
就職しないとした回答比率は、２割―３割強の比率にすぎない。 
 その主な「再就職する」の理由では、ベンチャー企業を除くと「若い人を育成援助した
い」および「研究にできるだけ長く携わりたい」の両方とも、約３割弱―４割強の回答比
率である。また、「ある程度自分の研究ができれば、支援・指導でも良い」も２割弱―５割
強の回答比率である。一方、「再就職しない」の主な理由では、大学研究機関の研究者・技
術者の４割―５割強の回答比率で「自主的な研究以外の支援・指導ではやりたくない」が
占め、その他の機関では「研究とは関係のないことをやりたい」が３割強―７割になる。 
 また、条件によるが約１割強－３割になり、その主な理由では、平均すると約７割で「希
望する研究分野であれば」となっている。 
 これらの結果が示すように条件付きを含めると、７割―８割の研究者・技術者が定年退
職後研究支援・補助的業務においても研究開発に係わりたいとの希望を持っている。 
 
 
 
 
 
 
支援・補助的研究業務への再就職希望
図2-10-17産学官の研究機関における研究者・技術者の
定年退職後の支援・補助的研究業務への再就職希望
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 次に、再就職する、あるいは条件付き、と回答した研究者・技術者が希望する給与水準
の調査結果を、表2-10-8に示し図2-10-18に図示する。 
 
表2-10-8 産学官の研究機関における研究者・技術者の定年後における 
             研究支援・補助的業務への再就職時の希望給与 
 
研究者・技術者の定年後   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学   平均   
再就職時の希望給与    究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
 ・ 希望給与（退職時比較） 
 a 同等          45(11%)   4(15%)   28(11%)    3(6%)     35(23%)     10(12%)  125(13%) 
 b 80%以上               140(36%)  10(39%)   76(29%)   17(31%)    35(23%)     29(35%)  307(31%) 
 c 60-7 %程度             136(34%)  11(42%)   80(30%)   25(46%)    47(31%)     23(28%)  322(33%) 
 d 50-6 %程度              27(7%)    1(4%)    39(15%)    4(7%)     17(11%)      9(11%)   97(10%)
 e 50%以下でも良い         23(6%)    0        17(6%)     3(6%)      9(6%)       7(8%)    59(6%)
 f その他（＊１）          23(6%)    0        24(9%)     2(4%)     10(6%)       5(6%)   64(7%) 
 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
＊１：職種の内容による、仕事量に比例して、給与の問題でない、給与はなくて良い、同等以上、生活できる程度等。 
 
 
 
図2-10-18産学官の研究機関群における研究者・技術者の
退職後再就職時における希望給与水準
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 研究者・技術者の７割―８割は、条件付きも含め支援・指導的な形で定年退職後、研究
開発に関与していきたいと考えている。これらの研究者・技術者が希望する主な給与待遇
は図 2-10-18から、退職時の約８割以上または６割―７割を希望する研究者・技術者の比
率が、それぞれ２割強―約４割および３割弱―５割近くまである。産学官で平均すると表
2-10-7から、両給与待遇とも３割強で最も多い。 
 
４－２－１１ 海外との流動 
 産官学の各研究機関における外国人研究者・技術者の雇用状況および日本人研究者・技
術者のこれまでの海外への留学等の経験状況等を調査した。その結果を以下に示す。 
 
（１）機関の回答 
 １）外国人研究者・技術者の雇用状況 
  産学官の研究機関における外国人研究者・技術者の雇用人数および日本人研究者・技
術者との比率等を表2-11-1に示す。 
 
 表2-11-1 産学官の研究機関における外国人研究者・技術者の雇用状況 
 
外国人研究者・技術者  大企業研  ベンチャ   国立試験研  地方公立試  国立大学附置  私立大学  平均  
の雇用状況       究機関    ー企業    究機関等1)  験研究機関  研究機関等2)   研究機関 
 
(1) 研究者・技術者の国籍比率(全研究機関) 
 a 日本人      7702(98.8%) 133(98.5%) 1529(96.8%) 497(100%) 1054(96%)  716(99.6%) 1 631 
                                                                                      (98.4%) 
 b 外国人              95(1.2%)   2(1.5%)    50(3.2%)    0         45(4%)     3(0.4%)     195 
                                                                                                  (1.6%)
(2) 外国人研究者・技術者の有無 
 a いる機関数            22(48%)    2(22%)      8(67%)    ―      8(80%)     2(29%)    42(50%)
 b いない機関数          24(52%)    7(78%)      4(33%)  ―        2(20%)     5(71%)    42(50%)
 
(3) いる機関の平均外国人数(人) 
                         95/22=4.3  2/2=1.0    50/8=6.2   ―       45/8=5.6    3/2=1.5 195/42=4.6 
(4) いる機関での全研究者・技術者 
  に対する外国人比率 
 a いる機関の全研究者数   5658         55        1142   ―        995      280      
 b 外国人の比率         95/5658      2/55      50/1142     ―       45/995     3/280    195/8130 
                      (1.7%)      (3.6%)     (4.4%)               (4.5%)     (1.1%)    (2.4%) 
  
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
 
 
 この表のデータを図2-11-1に図示する。 
  
 
 
 
 
 
 
 136 
 
 
 この図が示すように、外国人研究者・技術者がいる機関比率は各産学官の研究機関群間
で大きく異なる。最も多い機関比率は、国立大学附置研究機関の８割で国立試験研究機関
では７割弱また、大企業研究機関では約５割である。一方、調査対象となった地方公立試
験研究機関では全く外国人研究者・技術者はいない。 
 いる研究機関での平均外国人研究者・技術者数は国立試験研究機関が最も多く6.2人で、
次に国立大学附置研究機関の5.6人、大企業研究機関では4.3人である。 
 外国人がいる機関平均の全研究者・技術者数に対する外国人比率で最も多いのが、国立
試験研究機関と国立大学附置研究機関で、ほぼ同数の、4.4%および 4.5%である。大企業お
よび私立大学研究機関では、1%台である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2-11-1産学官の研究機関における外国人研究者の存在比率
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（２）研究者・技術者の回答 
 各研究機関における研究者・技術者の海外への留学経験の有無、留学先研究分野の現在
との差および留学経験の効果また、今後海外への異動の機会があった場合の意向を尋ねた。
その結果を、表2-11-2に示す。 
 
表2-11-2 産学官の研究機関における研究者・技術者の海外留学経験 
                      および今後の留学等の希望 
 
外国人研究者・技術者   大企業研  ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学 平均   
の雇用状況       究機関    ー企業   究機関等1)  験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
(1) 留学経験の有無 
 ① ない        466(93%)  34(100%)   221(61%)   73(86%)    114(50%)   36(31%)  944(71%) 
 ② ある                 36(7%) 0         139(39%)   12(14%)    112(50%)   80(69%)  379(29%) 
 1)留学先 
 a 国立、私立等の大学    25(6%)    ―   91(63%)    5(42%)     83(69%)   57(74%)  2 1(67%) 
 b 国公立研究機関         4(11%)              41(28%)    4(33%)     33(28%)   15(20%)   97(25%) 
 c 民間研究機関          6(17%)               8(6%)     2(17%)      4(3%)     5(6%)    25(6%) 
 d その他（＊１）         1(3%)                4(3%)     1(8%)       0         0         6(2%) 
 2) 研究分野の差異                  ―
 a 異なる                 9(25%)             27(19%)    1(8%)      14(12%)   20(25%)   71(19%)
 b 同じ                  26(72%)             111(79%)    9(75%)     98(88%)   61(75%)  305(80%) 
 c その他（＊２）         1(3%)                2(2%)     2(2%)       0         0         5(1%) 
3) キャリアへの効果         ― 
 ① 無益             2(6%)                3(2%)     0           2(2%)     2(2%)     9(2%)
 ② 有益                 34(94%)             136(98%)   12(100%)    110(98%)  78(98%)  370(98%) 
 ・その理由 
 a 研究能力形成に有益    24(27%)              92(26%)    6(24%)      79(24%)  52(25%)  253(25%) 
 b 新たな分野が開けた    13(15%)              58(16%)    3(12%)      60(19%) 36(17%)  170(17%) 
 c 外国人研究者との交流  24(27%)             105(29%)   10(40%)      88(27%)  57(28%)  284(28%) 
 d 語学力が向上          16(18%)              60(17%)    4(16%)      58(18%)  37(18%)  175(18%) 
 e 大きな成果が得られた  10(12%)              42(12%)    2(8%)       35(11%)  23(11%)  112(11%) 
 f その他（＊３）        1(1%)                1(0.3%)   0            4(1%)    1(1%)     7(0.7%) 
(2) 今後の海外異動の希望 
 ① 希望する            332(66%)   26(76%)   255(73%)   42(48%)     142(64%)  61(54%)  858(66%) 
 ・理由 
 a キャリアパスとして    83(23%)    4(15%)    61(22%)    7(16%)      31(21%)  13(19%)  199(23%) 
 b 優れた研究環境で研究 219(62%)   17(65%)   107(59%)   27(63%)      98(65%)  39(58%)  507(59%) 
 c 語学の向上            34(10%)    5(19%)  26(9%)     4(9%)       12(8%)    6(67%)   87(10%) 
 d 海外での経験          13(4%)     2(8%)     10(4%)     1(2%)        2(1%)    3(5%)    31(4%) 
 e その他（＊４）         4(1%)     0         17(6%)     4(10%)       7(5%)    6(9%)    38(4%) 
 ② 希望しない          170(34%)    8(24%)    93(27%)   46(52%)      79(36%)  52(46%)  448(34%) 
 a 経験済み               2(1%)    0         16(17%)    1(2%)       28(33%)  16(28%)   63(13%) 
 b 現在の研究が中断       6(3%)     0          6(6%)     2(4%)        8(9%)    8(14%)   30(6%) 
 c メリットがない        68(39%)    2(25%)    38(40%)   16(34%)      32(37%)  17(30%)  173(37%) 
 d 家庭の事情等          86(49%)    6(75%)    30(32%)   24(50%)      11(13%)  13(23%)  170(36%) 
 e その他（＊５）        13(8%)     0          5(5%)     5(10%)       7(8%)    3(5%)    33(7%) 
 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
＊１：政府機関等 
＊２：ほぼ同じ、技術指導、調査等 
＊３：外国文化に触れた、研究に対する考え方が変わった等 
＊４：情報収集、外国文化に接する、マンネリから脱する、多くの人と接したい、自分の成果を発展させたい等 
＊５：語学が苦手、気力がない、健康上、コストがかかる、国内でも研究条件は同じ等 
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 この表のデータの内、産学官の各研究機関群における研究者・技術者の留学経験の有無
および主な留学先の調査結果を図2-11-2に図示する。 
 
 
 この図が示すように、留学経験者は大学研究機関では約５割―７割と高い。国立試験研
究機関では留学経験者は約４割を占めるが、地方公立試験研究機関では１割強と低い。更
に、大企業研究機関では１割弱で更に低くなっている。 
 留学先では各研究機関群ともに国立、私立等の大学が最も多く、その比率が４割強―７
割強となっている。 
 次に、今後海外での研究活動等の機会があった時、海外へ異動希望があるかどうかおよ
びその理由の調査結果を、図2-11-3に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　留学先
図2-11-2産学官の研究機関群における研究者・技術者の海外留学経験
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 この結果が示すように、海外への異動希望の研究者・技術者比率は各研究機関群共に高
く、地方公立試験研究機関および私立大学研究機関の約５割を除くと、６割強―８割弱に
なる。その主な希望理由では、「海外の優れた研究環境に接するため」がどの機関群でも約
６割を占める。反対に希望しない主な理由は、表2-11-3から、大学研究機関では「もう経
験したから」が約４割、「特に海外異動し研究するメリットがない」が約３割を占める。他
の研究機関群では、「メリットがない」および「家庭等の個人的な理由」が約３割―７割を
占める。 
 
 
 
 
 
（海外での研究活動を希望する）
（希望理由）
図2-11-3産学官の研究機関における研究者・技術者の
海外機関での研究活動希望の有無と希望理由
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４－３ 人材流動関連の現状 
 これまでに述べてきた研究者・技術者のライフサイクルにおける１１の流動視点の他、
現状での産学官の研究機関における研究者・技術者等の研究開発人材流動に関連する、様々
雇用状況の調査結果を以下に示す。 
 
４－３－１ 研究者・技術者の雇用状況 
 １）雇用形態  
 産学官の研究機関における研究者・技術者の雇用形態に関する調査結果を表2-12-1に示
す。 
 
  表2-12-1 産学官の研究機関における研究者・技術者の雇用形態 
 
                 産官の研究機関群                     学の研究機関群 
 
研究者・技術   大企業研 ベンチャ   国立試験研 地方公立試 研究者・技術    国立大学附置  私立大学  
者の雇用形態  究機関   ー企業     究機関等1)  験研究機関 者の雇用形態    研究機関等2)  研究機関 
 
a 正職員    7454(95.6%) 130(96.3%) 1275(81%) 496(99.8%)  1.雇用形態     
b 出向        233(3%)     2(1.5%)    61(4%)    0       a 教授       269(22%)   480(67%) 
c 派遣          4(0.05%) 0          31(2%)    0       b 助教授       284(24%)   138(19%) 
d 任期付       51(0.7%)   2(1.5%)   125(8%)    0       c 助手        517(43%)    22(3%)
e ポスドク      9(0.1%)   1(0.7%)    57(3%)    1(0.2%)   d 講師             9(1%)     78(11%) 
f その他(*1)   46(0.6%)   0        28(2%)    0   e ポスドク        98(8%)      0 
                                                          fその他(*2) 26(2%)  0
                                                    2.兼任者比率    34/1203:3%   520/718:72%
 
                            １）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
 
 これらのデータを図2-12-1および図2-12-2に図示する。 
図2-12-1産官の研究機関における研究者・技術者の雇用形態
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 図2-12-1から、産官の研究機関における研究者・技術者の正職員としての雇用形態比率
は、国立試験研究機関の81%を除くと、他の機関では95%以上となっている。地方公立試験
研究機関においては、99.8%とほぼ全員が正職員といってよい。大企業研究機関および国立
試験研究機関での出向者比率が 3-4%あり、国立試験研究機関において派遣者およびポスド
ク制研究者の比率が4-3%、また任期付研究者・技術者が8%である。 
 大学研究機関の雇用形態（職位比率）では、国立大学附置研究機関での教授、助教授比
率が２割強であるのに対し助手比率が約２倍の４割強となっっている。また、ポスドク制
研究者比率は、8%である。一方、私立大学研究機関では教授比率が７割弱であるのに対し
助教授は1/3以下の２割弱となっている。また、助手は3%にすぎない。 
 講師は、国立試験研究機関では1%しかいないが私立大学研究機関では約10倍の11%とな
っている。 
 専任―兼任者比率では、国立試験研究機関が 3%であるのに対し、私立大学研究機関では
72%が兼任者となっている。これは、学部との兼任がほとんどであると思われる。 
 
 
 
 
 
図2-12-3大学研究機関における研究者の職位と専任－兼任者比率
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 次に、産官の調査対象となった研究機関が研究者・技術者として雇用している者の最終
学歴比率を表2-12-2に示す。 
 
   表2-12-2 産官研究機関における研究者・技術者の最終学歴 
 
研究者・技術者        大企業研     ベンチャ     国立試験研     地方公立試     
の最終学歴          究機関      ー企業      究機関等1)     験研究機関   
 
a 高卒            672(10%)      13(10%)        147(11%)        31(6%) 
b 高専卒（短大卒も含む）      150(2%)        4(3%)          47(4%)         13(3%) 
c 大学学部卒                 1998(29%)   77(60%)      323(25%)       277(56%) 
d 修士課程卒                 3536(51%)      34(26%)        362(28%)       144(29%) 
e 博士課程卒                  578(8%)        1(1%)         420(32%)        31(6%) 
f 博士学位取得者率         851/6934:12%    6/129:5%      715/1299:55%    82/496:1 % 
 
                                      １）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
  
 
 この表の結果を図2-12-3に図示する。 
 
 この図が示すように、各研究機関が研究者・技術者として雇用している者の内、高卒者
は、どの機関群も約１割である。また、高専卒等もほぼ同じで、2-4%の範囲である。しか
し、他については特徴的な結果を示している。まず、学部卒では大企業研究機関と国立試
験研究機関が約３割弱であるのに対しベンチャー企業と地方公立試験研究機関は約２倍の
６割を示している。修士卒は、大企業研究機関だけが51%で他の機関群では、その約半数の
図2-12-3産官研究機関における研究者・技術者の最終学歴
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26%-29%となっている。博士課程卒では、大企業研究機関と地方公立試験研究機関が 6-8%
となっているが、国立試験研究機関ではその約４倍の32%となっている。博士学位取得者比
率では、大企業研究機関と地方公立試験研究機関が12%-17%となっているのに対し、国立試
験研究機関では約４倍の55%となっている。 
 
 ２）兼職・併任制度 
 次に、共同研究や研究成果の技術移転時にはよく、職員の関係する機関と業務（職）を
兼ねて就業する兼職・併任制度が利用される。この制度の各機関における存在および運用
の仕方の現状について調査した。その結果を表2-12-3に示す。   
 
表2-12-3 産学官の研究機関における研究者・技術者の兼職・併任制度の現状  
 
兼職・併任制度       大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
の現状           究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
①兼職・併任制度はない   31(66%)   7(78%)   3(25%)     7(78%)      0          3(50%)  51(55%) 
②兼職・併任制度はある     16(34%)   2(22%)   9(75%)     2(22%)     10(100%)    3(50%)  42(45%) 
・兼ねる業務の割合 
a 相手と自由に設定できる  4(27%)    1(50%)   2(25%)     1(50%)      0          0        8(19%) 
b 本務に支障がない程度     8(53%)    1(50%)   3(38%)     1(50%)     10(91%)     1(33%)  24(59%) 
c 定時時間外に限る         0       0        2(25%)     0           1(9%)      0        3(7%) 
d 相手先で100%できる     0         0        1(12%)     0           0          1(33%)   2(5%) 
e その他（＊１）           3(20%)    0        0          0           0          1(33%)   4(10%)
 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
＊１：大学非常勤講師で、本人の裁量による、教員全員が学部との兼任。 
 
 この結果を図2-12-4に図示する。 
図2-12-4産学官研究機関における兼職・併任制度の現状
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 この図が示すように、国立大学附置研究機関では全機関で兼職制度があり、その業務は
本務に支障がない程度が約９割となっている。しかし、相手先で 100%業務ができる比率も
約１割ある。国立試験研究機関では７割強でこの制度があり、兼任業務ができる範囲は「本
務に支障がない程度」が約４割と最も多く、「相手との交渉で自由」および「定時時間外」
がそれぞれ２割強となっている。大企業研究機関での制度がある比率は低くなり、３割強
となっている。しかも、業務実施範囲は「本務に支障がない程度」が５割強となっている。
しかし、「相手との交渉で自由」も３割弱ある。 
 
 ３）定年制 
 次に、産学官の研究機関における研究者・技術者等の職員の定年の現状について調べた。
その結果を表2-12-4に示す。 
   表2-12-4 産学官の研究機関における研究者・技術者等の定年  
 
研究者・技術者   大企業研    ベンチャ    国立試験研    地方公立試     国立大学附置   私立大学   
の定年       究機関     ー企業     究機関等1)    験研究機関    研究機関等2)    研究機関 
 
① すべて一律  47(100%)     8(89%)      12(100%)      5(100%)      4(40%)        2(28%)
 ・定年年齢内訳 
         56才：1(2%)   57才:1(11%)  60才:12(100%)  60才:5(1 0%)   60才:4(1 0%)  64才:1(1 %) 
                 60才：46(98%) 60才:6(67%)                                                65才:1(14%)
                      64才:1(11%)
 
② 職種によって 0            1(11%)        0           0            6(60%)        5(72%) 
  異なる                    (特に定めない)                教員63才  教員65才:2(29%) 
                                      職員:60才   68才:1(14%) 
                                                                                          70才:2(29%)
                                                                                 職員60才:5 
 
                                        １）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
                                                       
 この表の結果を図2-12-5に図示する。  
図2-12-5産学官の研究機関における研究者・技術者（教員）の定年
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 この図で示すように、国公立機関では全て60才定年であり、大企業研究機関でもほぼ全
機関が60才定年を採用している。国立大学附置研究機関では、60才および63才がそれぞ
れ４割および６割となっている。私立大学研究機関では多様化しており、教員・職員一律
が28%占め、その半分が64才および65才定年となっている。職種で異なる回答は72%あり、
その内65才と70才がそれぞれ29%、68才定年が14%となっている。このように私立大学研
究機関では、ほぼ全機関で65才以上の定年を採用している。 
 
 ４）研究者・技術者の充足度 
 次に各研究機関が回答する研究機関における研究者・技術者の充足度に関する調査結果
を表2-12-5に示す。 
 
   表2-12-5 産学官の研究機関における研究者・技術者の充足度  
 
研究者・技術者     大企業研  ベンチャ  国立試験研  地方公立試   国立大学附置   私立大学  平均  
の充足度        究機関   ー企業    究機関等1)  験研究機関   研究機関等 2)   研究機関 
 
(1)十分である        14(30%)    3(33%)      2(20%)       0             1(10%)          2(33%)   22(25%)
(2)不十分である      33(70%)    6(67%)      8(80%)       5(100%)       9(90%)          4(67%)    65(75%) 
・その理由は 
  a         7(10%)     3(17%)      1(5%)        1(9%)      0           0         12(9%)
  b                  4(6%)      1(6%)       4(21%)       1(9%)         3(34%)          0         13(10%)
  c                 21(30%)     2(12%)      3(16%)       2(18%)        0               1(17%)    29(22%)
  d                 12(17%)     4(24%)      1(5%)        0             4(44%)          1(17%)    22(17%)
  e                  3(4%)      1(6%)       3(16%)       2(18%)        2(22%)          4(66%)    15(11%)
  f                  5(7%)      3(17%)      3(16%) 1 0   0               0         12(9%) 
  g                 10(15%)     1(6%)       3(16%)       1(9%)         0               0         15(11%)
  h                  3(4%)      1(6%)       0            0             0               0        4(3%)
  I                  5(7%)      1(6%)       1(5%)        3(27%)        0               0         10(8%)
  j その他           0          0           0            0             0               0          0
・不十分な点に対する望ましい解決方法 
  a                  6(15%)     1(13%)      0            0             3(27%)          3(43%)    13(15%)
  b                  4(10%)     2(25%)    1(7%)      1(20%)        3(27%)          0         11(13%) 
  c                 12(29%)     3(38%)      6(40%)       0             3(27%)          1(14%)    25(29%)
  d                 12(29%)     1(12%)      5(33%)       2(40%)        2(19%)        3 4 25( 9%)
  e                  4(10%)     1(12%)      2(13%)       0             0               0          7(8%)
  f その他（＊１）   3(7%)      0           1(7%)        2(40%)        0               0          4(5%) 
  
・その理由 
a.従来から特定の分野の研究者が不足している。 
b.全体的にその絶対数が不足している。 
c.独創的な研究能力のある研究者が不足している。 
d.新規事業（研究プロジェクト）で必要な研究分野の研究者が不足している。 
e.若手研究者が不足している。 
f.研究者等の人員ワク（予算）が足らないため。 
g.必要な時期に必要な即戦力研究者が集められない。 
h.３－５年と限定された任期期間だけの特定分野の研究者を集められない。 
i.当研究機関に望ましい研究者を確実に採用できない。採用者の適正に不確定要素が大きい。 
・その解決方法 
a.社内の全社的な人材マップがあれば、それを利用し、人材の適材配置をする。 
b.日本全体を網羅した科学技術人材の人材マップデータベースとそれを管理する機関があればよい。 
c.産官学の研究者人材の自由な交流制度の確立。 
d.任期付研究者の流動しやすい体制、処遇条件の整備。 
e.ポスドク制度対象機関の民間研究機関への拡大。 
 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
＊１：外国人研究者の活用、予算の増額、独自の採用等 
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 表2-12-5のデータの内、大企業研究機関における結果を図2-12-6に示す。 
  
 また、産官学全体の結果を図2-12-7に示す。 
解決策は？
その要因は？
図2-12-6大企業の研究機関における現在の研究者・技術者の充足度と不足要因及び解決策
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 これらの結果から、産学官の各研究機関群における研究者・技術者の充足度は、約７割
―１０割で不十分であるとしている。その各群における主な要因は、大企業研究機関では
「独創性のある研究者不足」が３割、ベンチャー企業では「新事業対応の研究者不足」が
２割強で、国立試験研究機関では各要因が２割前後で並び、地方公立試験研究機関では「望
ましい研究者を確実に採用できない」が３割弱、国立大学附置研究機関では、「新規事業対
応の研究者不足」が４割強、私立大学研究機関では「若手研究者不足」が７割弱におよぶ。 
 これらの不足要因に対する考えられる解決策は私立大学研究機関を除くと、「産学官の
人材流動化」および「任期付任用のような流動しやすい体制整備」の研究者・技術者流動
関連を挙げる機関が、４割―約８割におよぶ。特に国立試験研究機関および大企業研究機
関ではその比率が、それぞれ約８割および６割になる。私立大学研究機関では、若い研究
者の確保策として、「柔軟な採用制度の確立」および「ポスドク制度の利用」が合わせると
９割弱になる。 
 
４－３－２ 人材関連の現状課題 
 産学官の研究機関における研究者・技術者等をどう育成・確保し、研究機関全体を活性
化させるのか。また、創造的な研究開発成果をどのようにすれば継続的に生み出していく
ことができるのか等は、研究機関および個々の研究者・技術者にとって重要な課題である。 
 そこでまず、研究機関および個々の研究者・技術者が現在の研究開発環境の中で、“研究
開発人材関連の主要な課題”および“創造性豊かな研究者・技術者の育成・確保に必要な
主要な事項は何か”について尋ねた。その結果を、表2-12-6および表2-12-7に示す。 
 また、これらのデータを図2-12-8および図2-12-9に示す。 
 まず、表 2-12-6および図 2-12-8から、各研究機関群における研究人材関連の課題の共
通した研究機関回答は、「創造性豊かで優秀な研究者の確保」、「研究組織および研究者の
活性化」および「つぎの事業展開のための研究ができる研究者確保」が平均すると18%-19%
で最も多い。研究者・技術者の共通した回答では、平均するとやはり「創造性豊かで優秀
な研究者の確保」、「研究組織および研究者の活性化」が最も高く、18%-19%で機関回答と共
通している。特徴的な回答結果では、地方公立試験研究機関および私立大学研究機関の回
答結果に見られる、「研究組織および研究者の活性化」が最も高くなっている。 
 一方、表2-12-7および図2-12-9から、研究機関回答では平均すると、「研究者自身のチ
ャレンジ精神の育成と奨励」および「各研究機関における創造性のある研究奨励と機関と
しての組織的努力」が23%および19%と高い。研究者・技術者の回答でもこれらの二つの課
題は最も高く、それぞれ16%となっている。特徴的な回答結果では大企業研究機関、ベンチ
ャー企業および私立大学研究機関の機関回答で、「研究者自身のチャレンジ精神の育成と
奨励」が約３割となっている。 
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  表2-12-6 産学官の研究機関および研究者・技術者が回答する 
                       研究人材関連の課題  
 
兼職・併任制度       大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
の現状           究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
(1)研究機関の回答 
  ・課題 
  a                       22(16%) 7(26%)   9(25%)     2(13%)     7(23%)      3(14%)   50(19%) 
  b                          7(5%) 0        2(5%)      2(13%)     0           0        11(4%) 
  c                         25(18%) 5(18%)   6(17%)     3(20%)     5(17%)      5(24%)   49(18%) 
  d                          4(3%) 0        1(3%)      0          4(13%)      1(5%)    10(4%)
  e                         24(17%) 7(26%)   5(14%)     2(13%)     0           0        38(14%) 
  f                          6(4%)   0    4(11%)     1(7%)      4(13%)      4(19%)   19(7%) 
  g                         30(21%) 5(18%)   5(14%)     3(20%)     5(17%)      3(14%)   51(19%) 
  h                          7(5%)   1(4%)    1(3%)      1(7%)      1(3%)       1(5%)    12(4%) 
  I                          3(2%)   1(4%)    1(3%)      0          1(3%)       1(5%)     7(3%)
  J                          0  0        0          0          0 1(5%)   1(0.4%)
  K                         13(9%)  1(4%)    2(5%)      1(7%)      3(10%)      2(9%)    22(8%) 
  Lその他                    0   0        0          0          0           0         0
(2) 研究者・技術者の回答 
   ・課題 
 a                       230(15%) 12(12%)  221(21%)   37(14%)   130(21%)    74(21%)   704(18%) 
  b                        44(3%) 4(4%)    58(6%)    10(4%)     31(5%)     19(5%)    166(4%) 
  c                       279(19%) 20(19%)  192(18%)   49(19%)   116(19%)    66(19%)   722(19%) 
  d                        51(3%) 1(1%)    60(6%)     7(3%)     48(8%)      9(3%)    176(5%) 
  e                       166(11%)  12(12%)   36(4%)    30(11%)     4(1%)      9(3%)    257(7%) 
  f                        96(6%) 11(11%)  130(13%)   32(12%)    97(16%)    64(18%)   430(11%) 
  g                       287(19%) 20(20%)  107(10%)   33(13%)    42(6%)      9(3%)    498(13%) 
  h                       102(7%) 8(8%)    90(9%)    26(10%)    60(10%)    42(12%)   328(8%) 
  I                        73(5%) 4(4%)    44(4%)     6(2%)     34(5%)     19(6%)    180(5%) 
  J                        23(2%) 1(1%)    14(1%) 6(2%)      2(1%)      4(1%)     50(1%) 
  K                       142(9%) 8(8%)    65(6%)    19(7%)     36(6%)     20(6%)    290(7%) 
  L その他（＊１）          5(1%)  0        25(2%)     7(3%)     13(2%)     10(3%)     60(2%) 
 
・課題 
a. 創造性豊で優秀な研究者の確保。 
b. 研究者の高齢化対策。 
c. 研究組織及び研究者の活性化。 
d. 研究者の流動促進。 
e. 研究成果の企業化、製品化（実用化）等社会へ反映できる研究者の確保。 
f. 研究費（人件費が含まれる）の確保。 
g. 次の事業展開等のための創造性豊かな研究課題の発掘、設定ができる研究者の 
  育成、確保。 
h. 研究者の育成。 
i. 研究者の国際化 
j ベンチャー化（技術移転） 
k. 研究者・技術者の評価システムの確立  
L. その他（ ） 
 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
＊１：教授クラスの流動促進、流動化対応の組織作り、評価システムの確立、研究管理者の育成、支援者の確保、 
  研究補助体制の確立、研究者の多様化に伴う不足、研究事務の効率化、給料が安い、研究時間の確保等 
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 表2-12-7 産学官の研究機関および研究者・技術者が回答する創造性豊かな 
                研究者・技術者の育成・確保に必要な事項  
 
  必要事項        大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
              究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
(1)研究機関の回答 
 a                       19(14%) 3(11%)   0          4(26%)     4(13%)      1(5%)    31(12%) 
  b                       14(10%)   0       5(14%)     1(7%)      9(30%)      4(19%)   33(12%)
  c                         23(16%) 4(15%)  10(27%)     4(26%)     5(17%)      4(19%)   50(19%) 
  d                         25(18%) 4(15%)   6(17%)     1(7%)      5(17%)    2(9%)  43(16%)
  e                         10(7%)  2(7%)    7(19%)     0          4(13%)      2(9%)    25(9%) 
  f                         35(25%)  8(30%)   6(17%)     3(20%)     3(10%)      6(29%)   61(23%) 
  g                         6(4%)3(11%)   0          1(7%)      0           1(5%)    11(4%) 
  h                          8(6%) 3(11%)   1(3%)      1(7%)      0      1(5%)    14(5%)
  I その他                   0  0        0          0          0           0         0
  
(2) 研究者・技術者の回答 
 a                       198(13%) 16(16%)  135(13%)   34(13%)    97(16%)    52(15%)   532(14%) 
  b                       149(10%) 9(9%)   147(14%)   27(10%)    99(16%)    56(17%)   487(13%) 
  c                       243(17%) 17(17%)  179(17%)   55(21%)    84(14%)    39(12%)   617(16%) 
  d                       223(15%) 12(12%)  139(14%)   26(10%)    69(11%)    40(12%)   509(13%) 
  e                       205(14%) 15(15%)  161(16%)   40(16%)    91(15%)    52(15%)   564(15%) 
  f                 259(18%)  15(15%)  150(14%)   39(12%)    94(16%)    46(13%)   603(16%) 
  g                       93(6%) 5(5%)    50(5%)    12(5%)     38(6%)     27(8%)    225(6%) 
  h                       92(6%) 12(12%)   27(3%)    17(7%)     13(2%)     15(4%)    176(4%) 
  I その他（＊１）      20(1%)    0        46(4%)     8(3%)     25(4%)     14(4%)    113(3%) 
・必要な事項  
a. 大学に入るまでの創造的発想を育む教育の改革。 
b. 大学院における創造的研究創出のための教育と研究者自身の勉強。 
c. 各研究機関における創造性のある研究奨励と機関としての組織的努力。 
d. 優秀な異分野研究者との情報交換等人的交流及び共同研究の実施。 
e. 国内外の優れた研究施設への留学等、一定期間の外部での研究、勉強等。 
f. 研究者自身のチャレンジ精神の育成と奨励。 
g. 問題、課題解決への不屈の努力。 
h. 情報入手力と選択力の育成。 
i. その他 
 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
＊１：偏差値教育と国立大偏重の打破、研究と管理の分離、教授の人間としての向上、失敗を恐れない組織、 
   「遊び」心を持った学問、幼少期からの好奇心の育成等 
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必要事項
図2-12-9産学官の研究機関と研究者・技術者が回答する
創造性豊かな研究者・技術者の育成・確保に必要な主要事項
f
25
d
18c
16
f
18c
17d
15
f
30
c
15
d
15
c
17
a
16f15
c
27
e
19f
17
c
17
e
16f
14
a
26
c
26
f
20
c
21
e
16f
15
b
30
c
17
d
17 a
16
b
16
f
16
f
29
b
19
c
19 b
17a
15
e
15
0
10
20
30
40
50
大企業研究機関群　　ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業群　　　国立試験　　　　　　地方公立試験　　　国立大学附置　　　　私立大学
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研究機関等群　　　　研究機関群　　　　研究機関等群　　　　研究機関群
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  2)
研究機関群
回答比率
　　％ a：大学までの創造的発想を育む教育の改革
b：大学院における創造的研究創出のための教育と研究者自身の勉強
c：各研究機関における創造性のある研究奨励と機関としての組織的努力
d：優秀な異分野研究者との情報交換等人的交流及び共同研究の実施
e：国内外の優れた研究施設への留学等、一定期間の外部での研究、勉強等
f：研究者自身のﾁｬﾚﾝｼﾞ精神の育成と奨励
g：問題、課題解決への不屈の努力
h：情報入手力と選択力の育成
I：その他
：機関側回答
：研究者側回答
1)：特殊、財団法人も含む
2)：共同利用研究機関も含む
現状課題
図2-12-8産学官の研究機関と研究者・技術者が回答する
研究機関における研究人材関連の主要な現状課題
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1)：特殊、財団法人も含む
2)：共同利用研究機関も含む
回答比率
　　％
大企業研究機関群　　ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業群　　　国立試験　　　　　　地方公立試験　　　国立大学附置　　　　私立大学
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研究機関等群　　　　研究機関群　　　　研究機関等群　　　　研究機関群
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  2)
：機関側回答
：研究者側回答
研究機関群
a：創造性豊かで優秀な研究者の確保
b：研究者の高齢化対策
c：研究組織及び研究者の活性化
d：研究者の流動促進
e：研究成果の企業化、製品化等社会への反映ができる研究者の確保
f：研究費（人件費が含まれる）の確保
g：次の事業展開等のための創造性豊かな研究課題の発掘、設定ができる研究者の育成、確保
h：研究者の育成
I：研究者の国際化
j：ﾍﾞﾝﾁｬｰ化（技術移転）
k：研究者（教員）の評価ｼｽﾃﾑの確立
L：その他
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４－３－３ 研究者・技術者の人材流動制度等 
 産学官の研究機関の中で、研究機関独自の研究者・技術者等の研究開発関連人材の適正
配置および活用を目的とした人材流動制度あるいは研究者・技術者等の人材データベース
（人材マップ）があるかどうかを尋ねた。その結果、独自の人材流動制度があると具体的
に回答を得たのは大企業研究機関だけであったので、その結果を図2-12-10に示す。 
 
 
 
 
 
 この図が示すように、大企業研究機関群の内、約３割は独自の人材流動（異動）制度を
持ち、図中の制度内容に示すような、基本的には研究者・技術者の意欲と意向が強く反映
できるようなシステムが多い。 
 次に、人材マップに関する調査結果では、大企業研究機関と地方公立試験研究機関のみ
が“ある”との回答を得た。地方公立試験研究機関群の結果では、“ある”と回答した比率
は 75%でその内の 67%は人材登録対象が研究者・技術者で、残りの 33%は全職員を登録対象
としている。 
 一方、大企業研究機関群の調査結果を図2-12-11に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
　その内容は？ 　　　（ｂ）制度内容
・自己申告制度。
・研究担当者の開発部門へのﾃｰﾏごとの移行。
・全社ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ組織を起こし、それに参画する。
・学卒ﾛｰﾃｰｼｮﾝ、多能化制度。
・社内募集制度として、需要のある部門の求人ﾘｽﾄを社内に公開し、
　応募採用は極秘で決定する（社内公募）
・ｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ
・ﾃｰﾏ公募及び新ﾃｰﾏへの参加公募
・研究のﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙと起業家精紳を含んだﾚﾎﾟｰﾄを希望先に提出し、
　受入れ先が認めた場合は、たとえ現所属長が止めおきたくとも
　止められない、流動を尊重したｼｽﾃﾑ（1回/年）
図2-12-10大企業の研究機関独自の人材流動制度の採用状況
(ａ)企業の研究機関における独自
の人材流動（異動）制度の有無
ない
74%
ある
26%
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 この結果が示すように、大企業研究機関群で人材マップのデータベースがある機関比率
は５割弱あり、その登録対象者は約９割の機関が研究者・技術者であるとし、残りの約１
割は研究支援者を含めた研究者・技術者等の人材である。また、その導入年は’75年が一番
はやく、’90年近くから今日まで導入する機関が継続的に続いている。 
 
４－３－４ 研究者・技術者の育成制度 
 産官学の研究機関は研究者・技術者を雇用後、どのような方法で育成しているかを調査
した。その結果を表2-12-8に示す。 
 
  表2-12-8 産学官の研究機関における研究者・技術者に対する育成制度 
                
  育成制度        大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
              究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
① 育成制度はない     4(9%)    6(67%)   5(42%)     0          6(60%)      3(50%)   24(27%)
② 育成制度がある    42(91%)   3(33%)   7(58%)     5(100%)    4(40%)      3(50%)   64(73%) 
 a  社内OJT          34(29%)  2(40%)   1(9%)      0          1(20%)      2(50%)   40(26%) 
  b  国内留学制度           23(19%)  2(40%)   3(25%)     2(25%)     2(40%)      2(50%)   34(22%) 
  c  海外留学制度         29(24%)  0        4(33%)     1(12%)     2(40%)      0        36(23%) 
  d  社内（機関）研修       22(18%)  1(20%)   4(33%)     0          0           0        27(18%)
  e  国内の社会人大学院      8(7%)   0        0          2(25%)     0           0        10(7%) 
  f  その他(*1)              3(3%)0      0      3(38%)    0           0         6(4%) 
 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
*1:海外研修所へ派遣、大学、国研機関等へ派遣 
 
 
 
　　登録対象者は？
 
　　　導入年は？
図2-12-11大企業の研究機関における技術系人材ﾏｯﾌﾟﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの導入状況
（ａ）人材ﾏｯﾌﾟの有無
ある
47%ない53%
（ｂ）登録対象者
ｂ
9%
ａ
91%
ａ：研究者・技術者
ｂ：ａ＋研究支援者
0
1
2
3
4
5
6機関数
75 80 87 88 89 92 95 96 97 98 N
年
（ｃ）導入年と機関数
N：無回答
∬ ∬ ∬ ∬∬
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 この表のデータを図2-12-12に図示する。  
 
 
 この図に示すように、研究機関が制度としてもつ比率は、各研究機関群間で大きく異な
る。大企業研究機関では約９割の機関が育成制度をもち、その制度内容は社内 OJTが約３
割および国内外への留学制度が２割前後の比率である。国立試験研究機関では約６割が育
成制度をもち、海外留学および社内研修が３割強を占める。国立大学附置研究機関では、
４割が育成制度をもち、国内外留学制度それぞれ４割を占める。 
 
４－３－５ 研究技術支援者および研究補助者の就業状況 
 産学官の研究機関における研究技術支援者および研究補助者が日常的に主にどのような
業務を行い、自身の業務に対しどのような意向を持っているかを調べた。その結果を以下
に示す。 
 
 （１）研究技術支援者の業務内容および業務上の意向 
 産官学の研究機関で働く研究技術支援者は、どのような支援業務を行っているかを調査
した。その結果を図2-12-13に示す。 
 
 
 
 
 
図2-12-12産学官研究機関における研究者・技術者育成制度
91%
33%
58%
100%
40%
50%
0
50
100
育成制度の有無
（ある）
大企
業研
ﾍﾞ
ﾝﾁ
ｬｰ
国研
等
地方
研
国大
研等 私大
研 研究機関群
（％）
育成制度の内容
ａ
29%
ｂ
19%
ｃ
24%
ｄ
18%
ｅ
7%
ｆ
3%
育成制度の内容
ｄ
33%
ｃ
33%
ｂ
25%
ａ
9%
育成制度の内容
ｃ
40%
ｂ
40%
ａ
20%
ａ：社内ＯＪＴ
ｂ：国内留学制度
ｃ：海外留学制度
ｄ：社内研修機関
ｅ：国内の社会人大学院修学ｺｰｽ
ｆ：その他（海外研究所派遣等）
　　　　　　　　制度内容
大企業研：大企業研究機関
ﾍﾞﾝﾁｬｰ：ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業
国研等：国立試験研究機関等
　　　　　（特殊、財団法人含む）
地方研：地方公立試験研究機関
国大研等：国立大学附置研究機関等
　　　　　（共同利用研究機関含む）
私大研：私立大学研究機関
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 この結果が示すように、大企業研究機関および国立試験研究機関では分析・物性測定等
の業務が約５割を占め、国立大学附置研究機関では、工作機械および実験実施がそれぞれ
約３割を占めている。 
 
 （２）研究技術支援者自身の向上に必要なもの 
 研究技術支援者の向上は、研究者・技術者の創造的な研究開発にとって必要な要件とも
なる。そこで、研究技術支援者自身の向上に必要な要件を尋ねた。その結果を、図2-14-5 
に示す。 
 この図に示すように、研究技術支援者自身が回答する支援業務の向上のため必要となる
主要な要件は、大企業研究機関および国立試験研究機関においては、「技術の向上」や支援
者自身の「向上心」よりも「新しい知識、情報の蓄積」が約２倍程度多い約５割の回答比
率となっている。国立大学附置研究機関の研究技術支援者回答では、これらの三つの要件
はほぼ等しい約３割の比率となっている。 
 これらの結果から、研究技術支援者の向上のためには、新たな文献情報あるいは外部研
究者・技術者および研究技術支援者等との情報交換等により、常に新しい知識、情報の蓄
積とそれによる技術の向上が必要であるといえる。 
 
 
 
 
 
図2-12-13産学官の研究機関における研究技術支援者の業務内容
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研究技術支援者の業務内容
a　d　c a　e　b　c b　f　a　d　c
Ｎ Ｎ Ｎ
Ｎ：データ不足or該当者なし
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  次に、研究技術支援者が支援業務を実施していく上で、年齢的な限界があるかどうか
を尋ねた。その結果を、図2-12-15に示す。 
 この結果が示すように、「体力、気力があれば年齢的な制約はなく、かえって技術力、知
識力が年齢と共に蓄積される」が４割強―５割を占める。その一方、大企業研究機関の研
究技術支援者は、「通常の定年が限界」と回答する比率も４割強の比率で存在する。 
図2-12-14産学官の研究機関における研究技術支援者自身
の向上に必要とするもの
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図2-12-15産学官の研究機関における研究技術支援者が考える業務実施上の限界年齢
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限界年齢
Ｎ ＮＮ
a　c a　b　d a　d　b
N：データ不足or該当者なし
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 研究技術支援者の約半数は、支援業務実施上年齢的な限界はないと回答しているが、定
年後も研究技術支援者として働けるような機会がある場合、どのような意向であるかを尋
ねた。その結果を図2-12-16に示す。 
 
 この結果から、「気力、体力があれば働きたい」が５割強―６割強の回答比率である。 
「その時にならないと分からない」が２割強―３割強あるものの、「働くつもりはない」は
大企業研究機関の16%を除くと、１割程度である。 
 
 （３）研究補助者の業務内容および就業状況 
研究補助者は、研究開発に係わるどのような業務を実施しているのかを尋ねた。その結果、
研究補助者の回答があった大企業研究機関および国立試験研究機関の解析結果を、図
2-12-17に示す。 
 この結果が示すように、「研究者・技術者と一緒になって研究現場で実験等の作業を行
う」が両研究機関群とも約５割を占める。残りの約５割はデータ整理等のデスクワークと
なっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2-12-16産学官の研究機関における研究技術支援者がもつ定年後の意向
52
32
16
65
23
61
30
0
10
20
30
40
50
60
70
大企業
研究機
関群
ﾍﾞﾝ
ﾁｬｰ
企業群
国立試
験研究
機関等
群　1)
地方公
立試験
研究機
関群
国立大
学附置
研究機
関等群
　2)
私立大
学研究
機関群 研究機関群
回答比率
　　％
1)：特殊、財団法人も含む
2)：共同利用研究機関も含む
a：気力、体力があれば働きたい
b：働くつもりはない
c：その時にならないと分からない
定年後の意向
Ｎ ＮＮ
a　c　b a　c a　c
Ｎ：データ不足or該当者なし
 157 
 
 次に、大企業研究機関および国立試験研究機関における研究補助者の補助業務に対する
満足度の調査結果を図2-12-18に示す。 
　　　　　　1)
図2-12-17大企業及び国立試験研究機関等における研究補助者の業務内容
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図2-12-18大企業および国立試験研究機関等における研究補助者の業務に対する満足度
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 この結果、両研究機関群の約６割の研究補助者は、図 2-12-17で示すように現在の研究
補助業務実施に満足している。 
 残りの約４割は不満を示しているが、その不満な理由比率では、大企業研究機関におい
ては約７割弱が「補助業務に合わないおよび雑用ばかり」の業務内容と、「昇級がないおよ
び終身雇用でない」の雇用に関係するものである。国立試験研究機関においては、「主体的
に研究業務ができない」が３割強、「研究者・技術者に対し不満」が２割弱を占めているの
が特徴といえる。 
 
４－３－６ 共同研究 
 共同研究は、研究者・技術者相互の人的交流があってはじめて成立し、場合によっては
研究実施のため人的流動（異動）も伴う。そのため、産学官の研究機関が外部の研究機関
とどの程度人的交流があるかの一つの目安として、共同研究実施状況の把握がある。 
 そこで本調査では、各研究機関が’97年度にどの程度、どこの共同研究相手機関群（a 大
学、b 民間企業、c 国公立研究所、d 海外研究機関、e その他、に分類する）と共同研究
を実施したかを調べた。その結果を、表2-12-9に示す。 
 
   表2-12-9 産学官の研究機関群別の ’97年度共同研究実施状況 
 
 共同研究実施状況      大企業研  ベンチャ  国立試験研  地方公立試   国立大学附置  私立大学   
  （’97年度）         究機関   ー 企業   究機関等1)  験研究機関  研究機関等2)   研究機関 
 
・回答機関数          44        9         11          4          10           6       
(1)共同研究相手別の実施総件数 
a 大学            394(44%)  12(57%)    48(15%)    24(31%)    458(59%)      8(15%) 
b 民間企業                    351(39%)   4(19%)   141(44%)    39(50%)    103(13%)     37(70%) 
c 国公立研究所                 96(11%)   4(19%)    41(13%)    13(17%)    100(12%)      7(13%) 
d 海外研究機関                51(6%)    1(5%)     19(6%)      2(2%)     106(14%)      1(2%)
e その他(*1)                    3(0.3%) 0         69(22%)     0          15(2%)       0
(1)共同研究相手別の機関平均実施件数 
a 大学                          9.0    1.3        4.4        6.0        45.8         1.3
b 民間企業                      8.0    0.4       12.8        9.8        10.3         6.2
c 国公立研究所                  2.2     0.4        3.7        3.2   10.0        1.2
d 海外研究機関                  1.2     0.1        1.7        0.5        10.6         0.2
e その他(*1)                    0.07    0          6.3        0           1.5         0
  合計平均件数        20.47     2.2        28.9       19.5        78.2    8.9
 
１）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
＊１：特殊法人、財団法人等 
 
 この表の内まず、本調査研究で分類している産学官の６研究機関群別の共同研究相手件
数比率を図2-12-19に示す。 
 この結果が示すように、大企業研究機関の主な共同研究相手は、大学および民間企業で
あり、それぞれの比率はほぼ等しく約４割になり、両者合わせると８割強になる。ベンチ
ャー企業の共同研究相手は大学が突出しており、６割弱になる。国立試験研究機関では、
民間企業との共同研究が４割強で、他の主要な機関群の 2-3倍になる。地方公立試験研究
機関では、民間企業との共同研究が５割を占め、大学との実施が約３割を占める。国立大
学附置研究機関では、大学との共同研究が突出し、約６割を占める。私立大学研究機関で
は民間企業との共同研究が更に突出し、７割に達している。 
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 次に共同研究相手別にみた、産学官の６研究機関群との共同研究実施件数（研究機関群
内の機関平均）を図2-12-20に示す。 
１）：特殊、財団法人も含む
２）：共同利用研究機関も含む
図2-12-19産学官の研究機関群別の共同研究相手の実施比率（'97年度）
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 この結果から、大学と国立大学附置研究機関との共同研究実施件数は、他のどの共同研
究機関の組み合わせより極端に多く、約４倍以上であることがわかる。 
 平均共同研究件数から判断すると、共同研究相手として多くの研究機関群と活発な共同
研究を実施している機関は民間企業が平均して多いことがわかる。 
 また、国公立研究機関および海外研究機関との共同研究では、共同研究相手として国立
大学附置研究機関が最も多く、民間企業および特殊、財団法人では、共同研究相手として
国立試験研究機関が最も多いことがわかる。 
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５ 考察および提言 
 表 3-1に示す研究者・技術者等のライフサイクルの各流動視点に係わる調査結果に基ず
き、各流動視点に関した考察および研究者等人材の流動促進に係わる総括的な考察と提言
を以下に示す。 
 
５－１ 流動視点に沿った考察  
 以上述べてきた人材流動視点および人材流動関連の現状に係わる調査結果に基づき、今
後産官学で科学技術人材の流動化が図られ、研究者・技術者等の望ましいライフサイクル
の確立がなされるための考察と提言を、各流動視点に沿って以下に行う。 
 
（１） インターンシップ制度採用 
 研究活動のためのインターンシップ制度は、研究者としての適格性の判断や社会におけ
る研究活動の一端を学生自身に体験させることにより、研究社会に出てからのミスマッチ
を少なくする事になり、学生および研究機関の双方にとって今後更に重要となってくると
思われる。 
 本調査研究により、現在、産官の研究機関群において３割―４割の機関比率で研究イン
ターンシップ制度が導入されていることが判明した。また、導入していない機関において
もその理由の多くが、まだ導入の機関決定がなされていない状況だけであるため、今後産
官学の研究機関における研究インターンシップ制度の導入は、拡大傾向にあるといえる。
そのため今後発展性ある制度に整備し、産学官全体で大学院生を積極的に受け入れること
は、研究社会への流動の入り口として重要と考える。 
 そのための一つとして、現在の短期的な研究実習程度だけでなく、今後は必要に応じ、
修士あるいは博士課程の研究テーマを長期にこの制度を利用して実施できるような、連携
大学院的な産学官協力にまで発展させることも一つの考え方と思われる。そのことにより、
大学院における研究テーマがより充実、拡大し、実社会で求められる基礎的な研究がより
実施可能となってくると考える。  
「若手研究者・研究技術者の確保、活用等に関する懇談会の報告書（科学技術庁科学技術
振興局」（以下参考文献１とする）では、同様な主旨の“博士課程学生の研究機会や制度の
充実として、連携大学院制度およびインターンシップ制度の積極的な活用をすべき”と提
言している。 
 また、「夢と戦略ある研究開発システムをめざしてー研究開発システム検討会報告書」
（科学技術庁 科学技術振興局、平成１０年３月（以下参考文献―２とする））では、報告
書の「２．若手研究者の活躍の場の確保」―「（１）ドクター学生の研究機会の拡大を」の
中で“日本の民間企業においてドクター取得者の採用が少ないのは、…、大学院生の学生
が大学以外の研究機関や研究者に触れる機会が少ない事も一因担っている。”と述べている。
このような諸考察の上からも、インターンシップ制度のような機会を通し、ドクター取得
者が企業に広く受け入れられることは重要である。それが契機となって日本のドクター取
得者層が厚くなるという観点からもドクターコースの学生にもっと幅広い研究機会を提供
し、柔軟な対応能力や研究プロジェクトの推進能力を涵養する必要がある。”としている。 
 これらのように、従来民間企業等では博士課程卒者の採用に積極的でなかった傾向（「研
究開発投資が活発な企業が求める高学歴研究者・技術者のキャリアニーズに関する調査研
究」、科学技術政策研究所、1997年12月（以下参考文献―３とする））が、博士課程卒者の
研究能力範囲の拡大あるいはより一般社会への適応性がますことによて解消され、博士卒
者の無業者問題（参考文献―３）の縮小にもつながってくるものと考える。 
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（２） ポスドク制度採用 
 本調査研究によれば現在ポスドク制研究者の約７割は再任用を希望している。また、希
望任期付機関も“1-5年”あるいは“4-5年”の回答を合計すると６割強―８割弱になる。
しかし、再任用への道は現在ない。そのため、腰を据えての研究ができず、中途半端な研
究実施が多いとのポスドク研究者の意見が多い。そのため、任用期間中の研究成果の評価
が高く、研究継続の必要性があると判断されるならば、再任用またはポスドク制の延長線
上にある新たな展開の制度上で原則的に継続できるようにすることを提言する。例えば、
参考文献―１で提言する「スーパーポスドク（仮称）支援事業あるいは若手任期付研究者
制度のような制度とする。本調査結果では、ポスドク研究者の５割強―７割強が、若手任
期付制度研究者への移行を希望している。 
 同様な提言は、「流動的研究体制と研究者のライフサイクルに関する調査」（未来工学研
究所（科学技術庁 科学技術振興局委託）、平成１０年３月）（以下参考文献―４とする）
においてもなされている。すなわち、“研究者が自分のキャリアを描くことができる仕組み
が必要で、一定基準を満たせば再任や任期延長あるいは、ワンランク上の流動ポジション
が与えられる仕組みを設けること”と提言している。 
  このような制度により、ポスドク制研究者の研究意欲がより高められ、ポスドク制度 
をより実効あるものにできるると共に、任期後の再任用の目標も明確になると考える。 
現在、ポスドク制研究者が受け入れられる機関は、ほとんど国立試験研究機関と国立大 
 学に限られているが、現在未採用の機関でも今後採用希望がある機関比率は、約４割か
ら８割にもなる。このことから、民間研究機関および私立大学研究機関までその適用範囲
を積極的に拡大することが望まれる。 
 参考文献―１においても、先の「スーパーポスドク支援事業」の導入を「研究者市場」 
の形成と位置付け、“研究者が研究成果を競い合い、その実力と実績を生かすことにより、
行政や民間等を含む広汎な関連職域において適切な地位と処遇を獲得できる仕組みであ
る”としている。このため、「研究者市場」形成に不可欠な要素の一つとして“参入・進出
機関の拡大”を指摘し、国関連機関にとどまらず、民間企業や私立大学等の係わりを求め
ている。このことはその前段階の制度としての「ポスドク支援制度」においても産学官の
場が今後不可欠の要素となってくると考える。 
 参考文献―２の、「Ⅰ―２－（２）ポストドクターを研究者のキャリアパスに」では、“ポ 
ストドクター制が日本において確立していくためには、これから多くの研究機関がポスト
ドクターの積極的な受け入れに向けて研究環境を改善する必要がある”としている。 
 これらにより、前述のインターンシップ制度と関連し、大学院学生および卒学生の研究
対象範囲が広がり、民間の異なる研究戦略やより実社会に立脚した研究テーマの実施と研
究成果が得られると思われる。また一方では、民間研究機関の活性が上がり、我が国全体
の研究活性も向上する。 
 民間研究機関も受け入れ対象機関として広げることにより、現在大きな課題の一つとな
っている任期後のポスドク制研究者の雇用機会も民間企業で増大すると思われる。また、
民間企業が博士課程卒者そのものの採用にはまだ積極的な面がなく（参考文献―３，４）
需要と供給のミスマッチが一つの問題ともなっているが、ポスドク制研究者等の任期付研
究者を採用することにより、博士卒者に対する認識も新たになり、より採用する機会も増
してくるものと考える。 
 また、他の調査項目での結果から、地方公立試験研究機関の人材流動および研究活性が
低いことが判明しているが、ポスドク制研究者の積極的な導入により、改善される余地が
あると考える。 
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（３） 機関内・関連機関内異動 
 研究機関における研究者・技術者の機関内での異動は、研究者・技術者の育成、組織の
活性化および適材適所化にとって重要な流動手段となっている。図2-3-1では職員異動の
時期の調査結果を示しているが、この柔軟性が機関における組織の柔軟性―硬直度に大き
く影響しているものと考える。例えば、異動が任意の必要な時期に実施できる機関は、組
織的な柔軟性が高いと言える。私立大学研究機関および地方公立試験研究機関を除く他の
研究機関群では、必要な時期に任意に機関内異動ができるとしている機関比率が７割―１
０割におよぶ。しかしこれらの２機関群では３割強とゼロである。地方公立試験研究機関
では４月のみが８割となっている。これらの研究機関群の活性化のためには、基本的な機
関の異動・採用制度からの改革が求められよう。 
 表2-3-3の結果が示すように、研究者・技術者自身が回答した機関内異動に対する結果
では、同一専門間であれば約６割以上が有益と考え、研究機関群間の差はない。異なる専
門分野間でも２割―３割は新たな分野が広がるので有益と回答している。また、産官の関
連機関間の異動で、研究とは異なる部門への経験的な異動では、現業部門、企画、営業等
へが２割―５割強あり、研究以外でも視野を広めたいとする研究者・技術者が多い。しか
し、国立試験研究機関の研究者・技術者の約１割は、研究から離れるべきでないとしてい
る。一方、大学機関では、民間企業へが５割―６割と最も多い。これは、現在主に研究職
にある多くの教員においても民間企業へ行き、目的指向・利益優先的な考え方および常に
一般社会に向き合って対応している民間企業意識等を吸収することが、その後の大学にお
ける教育および研究活動にとって重要であると考えているものと思われる。 
 これらのように、研究者・技術者の異動に当たっては、研究者・技術者自身の適性と時
期および専門性等を考慮し、柔軟に、積極的に異動できるような制度の柔軟性と配慮が必
要と考える。 
 
（４） 転職 
 地方公立試験研究機関の転職経験者は約４割であるが、図 2-4-3,2-4-4および図 2-4-7
に示すように過去３年間の流動は他の研究機関群に比べ際だって少ない。それは転職理由
の約３割が Uターン、家庭の都合であることによるものと思われる。このような状態が継
続されると、組織の活性がなくなり、独創的な成果が期待できなくなってしまう。これを
改善するためには、制度的に流動しやすい体制にするしかない。そのため、職員の一定比
率（たとえば３－５割）を任期付任用研究者・技術者にすることも一つの方策と考える。 
 ベンチャー企業への国立試験研究機関および国立大学附置研究機関からの流動者がきわ 
めて少ない。基礎研究成果の実用化への研究開発には、成果を生み出した研究者・技術者
自身の参画が、大きな貢献ともなると考える。そのため、転職流動が困難であるならば、
任期付任用、兼職および出向等による必要な期間だけの流動方式による研究者・技術者の
参画が、日本における新産業創出のための目を生み出すために必要であると考える。 
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（５） 任期付採用 
 資本金１０億円以上で研究開発活動を実施している民間企業の研究開発部門を調査対象
にした、平成９年度の「民間企業の研究活動に関する調査報告」（科学技術庁 科学技術政
策局、平成１０年８月（以下参考文献―５とする））の調査結果では、期限付き研究者を採
用している機関比率は、約２２％となっている。また、“今後採用したい”を含めると約３
３％となる。 
 本調査結果での上記項目結果は、それぞれおよ約３４％び５３％となっている。これら
を比較するといずれも本調査結果の方が約１割―２割高くなっている。これは上記報告の
調査対象数が１９２４社と本調査の約１０倍多いのと、対象機関が本調査では独立した研
究機関で上記調査では、企業の研究開発部門全体に対する調査となっている違いがあるも
のと思われる。しかしいずれの場合においても今後の民間企業における任期付任用研究
者・技術者の受け皿は、１．５倍程度更に大きくなっていくと予想される。 
 現在任期付任用研究者が多い国立試験研究機関等および国立大学附置研究機関等におけ
る任期付研究者は、約６割―８割の高率で更に任期付で研究活動したいとしている。 
 一方で、全研究者・技術者が回答する任期付任用に対する反対の理由または条件付賛成 
の条件が、生活基盤の不安定さおよび任期付任用に適する社会制度の整備となっている。 
このような事から、研究者・技術者の流動性を高めるためには、産学官に亘る任期付雇 
用枠の拡大、確保と任期付に適応した社会制度の整備が急務と考える。 
 参考文献―４のポスドク制研究者を対象にした研究機関の調査による結果では、任期付 
研究者のような流動研究者の機関全体での平均は、２３％で、２０％を超える機関比率は、
４４％としている。 
 本調査による今後の任期付任用を採用する機関比率は、産学官で拡大傾向にある。その 
終身雇用と任期付雇用の人員比率は、今回の調査では詳細な結果は得られていないが、産
官学の全体に亘ってその比率が３割―５割になれば、任期付研究者およびポスドク制研究
者等の任期後の雇用不安も大きく改善し、流動性が高まるものと考える。 
 特に国立試験研究機関は今後独立行政法人化し、その雇用制度も研究機関の意向が大き 
く取り入られ、柔軟に対応できる時代となる。そのため、当面その任期付／終身比率が３
割―５割と各機関の特性に応じた比率にまでもっていくことは、新規採用者を全て任期付
任用に振り分ける等の処置により、早期に可能と考える。 
 また、参考文献―２では、“終身雇用として採用する研究者は、ポストドクターや任期 
付研究者の経験があり、研究実績の認められた者だけを対象にしていくことも考えるべ 
きである”としている。 
 地方公立試験研究機関においては、転職流出・流入者数のいる機関比率が低く、また出
向流入研究者・技術者も少ない。また、任期付任用実施機関比率もベンチャー企業を除い
て最も低い。このことは、産学官の研究機関において地方公立試験研究機関の研究者・技
術者の流動性が最も少ないことを示している。これは地方公立研究機関としての特性、制
約等があるものの、研究活性の低下にもつながる恐れもあり、流動性を高める任期付任用
制の導入と任期付研究者・技術者の雇用枠の拡大等、雇用制度改革が必要であると考える。 
 参考文献―１では、“自立した研究者が活躍する機会を飛躍的に拡大するためには、研究
機関の内外に、任期制により研究者を集めて研究を行う場を拡大する必要がある”として
いる。特に、独立行政法人化される国立試験研究機関においては、“このような制度の導入、
拡大が可能な制度設計となっており、積極的に導入していくべきである”としている。ま
た、“地域研究機関においては、地域の研究の場を拡充し、地域の科学技術振興のための貴
重な人材の確保につながる、ポスドク制研究者や研究者の任期制の導入・拡大を図ってい
くべきである”としている。 
 本調査研究結果の全ての研究者・技術者による回答では、任期付任用に基本的に賛成す
る比率が地方機関の研究者・技術者を除き約４割で条件付き賛成を含めると約６割に達す
る。また、「我が国の研究活動の実態に関する調査報告（科学技術庁科学技術政策局）（以
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下参考文献―６とする）の結果で、終身および任期付ポストに関係なく他の研究機関に移
って研究したい（任期付に賛成）が３０％となっている。一方、本調査結果の任期付任用
に反対する研究者・技術者は約４割で、参考文献―６の結果、約２０％の約２倍となって
いる。 
 研究機関側の今後の任期付任用制の拡大傾向を考慮すると、日本の研究者・技術者の流
動性は確実に高まる傾向にある。このため、流動者に負担および不安が生じないよう、そ
れに対応した年金制度および身分保障等の社会制度の整備、改革および研究機関における
経歴換算、評価および産学官に亘る共通した評価認定基準等の整備等を早急に検討し、流
動性に支障のないようにする等処置することが望まれる。 
 
 
（６） ベンチャー起業化のための異動等 
 国立大学附置研究機関における研究者・技術者に代表されように、研究成果を権利化し
ていない大きな理由は、“研究に忙しい事と研究成果を権利化する価値があるかどうかわ
からない”等である。そのため、特許等の権利化を支援する部門の設置と積極的な働きか
けが今後更に必要であると思われる。 
 基礎研究成果の実用化、新産業創出への道には数多くの技術的な困難を克服してゆかな 
ければならない。そのため、その成果の学問的および技術的な基礎および発展の可能性等
を熟知している研究者・技術者が、実用化への開発事業に参画することが最も良いと思わ
れる。 
 産学官の研究者・技術者が転職してまで（現在の研究を捨ててまで）、研究成果の実用化
開発する意向がある比率は、表2-6-2に示すようにそれほど高くはない。 
 「我が国の研究活動の実態に関する調査報告（科学技術庁 科学技術政策局、平成１１
年９月」（以下参考文献―３とする）によると、研究者自身の研究成果を基に、ベンチャー
ビジネスに関わりを持つことの関心が産官学で約５０－６０％であるとしている。 
 本調査では、関心をより限定した“転職あるいは兼職等の流動による自身の成果の起業
化”への関心の質問であり、転職による起業化意欲がある研究者・技術者は大企業研究機
関（約４割）以外は、参考文献―２のデータの約半分の２割―３割である。 
 しかし、一時的（２－３年）に研究から離れても兼職等で研究者自身の研究成果を実用
化し、その後また自分の研究に専念したいと考えている研究者の比率は、約６割から８割
にも達する。 
 そのため、積極的な研究者の人的流動を可能にする、兼職あるいは出向等の流動制度を 
各研究機関が利用していくことが今後、日本の新産業創出の目となる基礎研究成果の実用
化のため重要と考える。 
 同様な提言は、参考文献―２でもなされており、“知的所有権を確保し研究成果の産業化
を積極的に図る中で、創造的な基礎研究へのチャレンジも強化されることになる”このた
め、“研究者がベンチャーに進出しやすいように、経営参画の場合の兼業や休職等の勤務条
件等の制約をできるだけ取り払うなど、インセンティブを高める措置を講ずべきである。”
としている。 
 これは、本調査結果の研究者・技術者の約６割―８割が兼職等でベンチャー化への参画
意欲がある結果と整合する提言となっている。 
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（７） 出向 
 国立大学附置、私立大学研究機関の出向流出研究者が他の機関群に比較して少ないのは、
転職者が多いことにもよると考えられるが、研究成果の起業化等のために休職出向のよう
な雇用制度が利用できれば、新産業の創出に大きく貢献できるものと思われる。また、大
学に戻った場合、その間の経験はその後の基礎研究の考え方、進め方および研究教育指導
に対して大きな利点があるものと考える。 
 また、地方公立試験研究機関の研究者・技術者の流動を確保する一つのの手段として、
出向制度をもっと利用すべきと思われる。特に出向流入による研究者・技術者の交流が必
要と思われる。地元に密着した職員が多い中の流動は、転職等が困難と思われる。その流
動の確保は、出向制度により相手機関との相互の研究者・技術者交換交流も可能と考える。 
 
（８） 研究職種間異動 
 優秀な研究支援者および研究補助者が研究職等に職種間異動したいと希望し努力してい
くことは、これらの人達の研究支援・補助能力を高め、また支援者および補助者全体の活
性を維持、向上させるためにも重要と考える。国立試験研究機関における支援者および補
助者の約６割―７割は主に研究職への異動を希望しているが、約３割の機関で現状不可能
であるとしている。また逆に、研究者・技術者が支援者または補助者に異動することも約
４割の機関で制度上不可能であるとしている。 
 これからの研究環境をより活性のある、また正当な競争環境下にするためには、客観的
な評価と自分の意志による研究職種間の異動も可能な雇用制度が今後望まれる。 
 そのための雇用制度の柔軟性と評価制度の確立あるいは、産官学に亘る共通した能力・
技術の評価・認定制度が人材流動促進のために必要になってくると思われる。 
 
（９） 中高年時からの研究職種の多様化選択 
 各研究機関の個々の研究者・技術者の全てが定年退職時まで研究活性を高く維持し、継
続的な研究・開発成果を出し続けることはあり得ない。 
 本調査研究の表 2-9-3で示すように、研究者・技術者の約５割は、定年までに研究限界
年齢があると回答し、その年齢は50才が最も多い。 
 このことから、50才の一定年代に達したならば、それまでの研究成果と最近の研究活性
の客観的な評価結果および本人の今後の希望等を考慮して、その後の多様な研究業務等へ
の選択ができるような制度を設けることは、各研究機関にとって今後重要になってくると
思われる。 
 これからの研究社会にあって、研究者・技術者自身のライフサイクルにおけるそのとき
の能力、適性および個人の研究活動指向に応じた多様な選択は、適正な流動化が選択でき
るひとつの形として重要と思われる。 
 
（１０） 高度研究技術支援・補助者への選択 
 図 2-10-14で示すように、研究現場の研究者・技術者は今後、高度な技術、知識と経験
をもつ研究技術支援者および研究補助者を求めている。 また、「我が国の研究機関におけ
る研究支援体制の今後のあり方に関する調査（科学技術庁科学技術政策局）」（以下参考文
献―７とする）」によれば、７－９割が支援者業務の強化を今後図り、その強化内容として
支援者の質の向上を平均すると５割以上が求めている。 
 しかし、それに対応した十分な人材はいないのが現状である。 
 長年研究・開発業務に従事してきた研究者・技術者が、定年退職後研究の第一線を離れ
るが、更にこれまでの貴重な経験と能力を発揮して、若い研究者・技術者を支援・補助で
きれば、これからの少子・高齢化社会にあって、研究現場における効率的・効果的な役割
分担ができると思われる。図 2-10-17の結果示すように、本調査回答研究者・技術者の約
５割―６割が定年退職後も高度研究支援・補助者として研究業務に貢献したいとの意志を
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持っている。ことから定年退職研究者・技術者の高度研究支援・補助者としての活用の可
能性は、十分にあると思われる。 
 これは、中高年時からの研究者・技術者の研究開発業務の多様化と関連付けて考えると、
今後、産官学研究機関の研究の活性化および特に若手研究者・技術者の研究開発ポテンシ
ャルの向上に大きく貢献できるものと思われる。 
 特に、国立試験研究機関の特別独立行政法人化への移行により、研究開発職員の活性化
策および“定年退職者による関連別機関での高度研究支援者、補助者としての組織化”に
よる効率的な活用策など、機関の特性を活かした研究開発組織体制を柔軟に運用していく
ことが求められる。 
 参考文献―１では、「強化すべき研究支援体制」の項の中で“今、研究機関が最も必要と
しているいるのは、高度の技術、経験を要する支援業務である”とし、そのためには“定
年退職者の経験豊かな研究歴を有効に活用できる仕組みの開発を真剣に考えるべきであろ
う”と提言している。 
 この提言は、本調査結果にほぼ整合した見解となっている。 
 また、上記文献では、組織的整備としてこれらの研究支援者人材を産官学一括して組織
化する「研究支援技術革新センター（仮称）」の構想も提唱している。 
 
（１１） 海外との流動 
 研究活動のグローバル化は今後ますます活発化し、国内の研究者・技術者の海外での研
究活動および海外研究者・技術者の国内での研究活動が、国内の産学官の流動と同じよう
に一般化されてくるものと思われる。これは将来の少子・高齢化社会にあって、日本社会
における優秀な研究者・技術者の不足は今以上に拡大する一方、その補充を外国人研究者・
技術者に頼らざるを得ないものと予想される。 
 その一つの例として、本調査研究の表 2-4-1および表 2-4-2から、全てが外国人研究者
とは限らないが、過去３年間における海外からの転職流入研究者の全転入者に対する比率
が産学官の平均で14%。一方、海外への転職流出研究者の全転職者に対する比率が、産学官
平均で 5%であるという事実がある。このことは、海外からの転職流入比率の方が、海外へ
の流出比率より約３倍高いことを示し、転職流入による研究者・技術者の補充の面では、
海外依存の傾向が高いことを表している。 
 また、産学官の研究機関における現在の外国人研究者・技術者の比率調査結果を、表
2-11-1で示している。外国人研究者・技術者がいる産学官全体の平均比率は、ちょうど５
割で、そのいる機関での全研究者に対する平均人数、比率は、それぞれ 4.6人および 2.4%
である。 
 これらの調査データが示すように海外からの研究者・技術者が今後とも流入し、我が国
における研究活性の向上と創造的な研究成果の創出のためには、研究環境の充実はもとよ
り、受け入れるための社会環境及び社会制度を柔軟に対応できるようにしていくことが望
まれる。 
 地方公立試験研究機関だけは、特徴的な調査結果を示しており、外国人研究者・技術者
が全くいない。図2-11-2の結果の地方公立試験研究機関における研究者・技術者の海外留
学経験では14%の比率で留学経験があり、大企業研究機関の２倍の比率になっている。 
 研究活動のグローバル化は相互乗り入れの活動により初めて成立するものであり、地方
公立試験研究機関における外国人研究者・技術者の受け入れ努力が今後求められる。 
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５－２ 研究者・技術者の流動化促進に係わる考察および提言 
 ５－１章で本調査研究の結果の考察を研究者・技術者のライフサイクルにおける11の流
動視点に基づき系統的に考察および提言を行った。本章では、産学官に亘る研究者・技術
者の流動化促進のための新たな概念の提案と研究者・技術者の流動化促進の中心的な国策
であるポスドク制度の今後の展開に係わる考察と提言を考察し、今後の展開を提言する。 
 
５－２－1 ポスドク制度の今後の展開に係わる考察および提言 
 現在国策として推進されているポスドク制度は、平成１１年度で１万人規模に達し、創
造的な研究者・技術者の育成・確保のため、また研究者人材の流動化および各研究機関の
研究活性向上のため、その効果が上がりつつある。その一方で、研究者の任期後の雇用先
確保の問題等の課題も現れ出している。そこでこの章では、現状の主要な各種ポスドク制
度実施状況の調査結果を踏まえ、今後の本制度の展開の考察と提言を行う。 
 
５－２－1－１ ポスドク制度の実施状況 
 今後のポスドク制度のあり方等を検討するに当たり、現在の同制度の実施状況等の調査
結果を以下に示す。表 5-1 に５省庁が実施している主要なポスドク制度の実施主体および研
究実施場所の概要を示す。 
 
                                                
 平成 12 年度における５省庁の同制度の実施状況を、表 5-２に示す。 
  
 
 
 
 
 
                                             
   表5-1　各省庁関連のポストドクター等１万人支援計画の主要制度
  
      関係省庁　　　　　制度名　　　　　実施主体　　　　　　研究実施場所
      科学技術庁　 科学技術特別研究員制度　 科学技術振興事業団　  国研等
　　　　　　　     戦略的基礎研究推進事業　 同上　　　　　　  　  研究代表者の研究場、共同研究先等
　　　　　　　     STAフェローシップ制度　 同上　　　　　　      国研等
　　　　　　　　　 基礎科学特別研究員制度　 理化学研究所          理化学研究所
      文部省　     特別研究員　      　　　日本学術振興会　    　国公私立大学、大学共同利用機関、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国研等、特殊・研究法人
　　　　　　　     外国人特別研究員　　　　　同上　　　　　   　　同上
　　　　　　　     海外特別研究員　　　　　　同上　　　　　　　   海外の大学等学術研究機関
      厚生省　　　 厚生科学研究推進事業　　 公益法人　　      　　試験研究機関等
      農林水産省　 新技術・新分野創出の　 　生物系特定産業技術　  共同研究、研究委託先の研究機関
　　　　　　　     ための基礎研究推進事業　 研究推進機構
      通商産業省　 産業技術特別研究員　　　　NEDO                 研究委託先の研究機関、組合等
　　　　　　　     AIST(工業技術院)フェロー　NEDO    　 　　 　  工業技術院研究所
　　　　　　　     シップ
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    表5-２ 平成１２年度各省庁のポスドク制度研究者数および予算＊ 
 
         省庁     人数（人）    予算（百万） 
 
         科技庁    2,277(20%)         16,756
         文部省       7,935(71%)          29,454 
         厚生省       313(2.8%)        1,541 
       農林水産省      276(2.5%)        1,989
       通商産業省         334(3.0%)        2,509 
                合計    11,135            52,381
      
                          ＊科学技術庁調べ
 この表に示すように、平成 12 年度には、ポスドク制度の総数は約 11000人を超え、その
内、文部省関連が約７割、科学技術庁関連が２割を占める。 
 次に、各省庁関連の主要なポスドク制度の採用研究者の派遣研究機関先および任期後の
就職状況等の実情を、実施主体の機関が把握している範囲で以下に示す。 
 
（１）科学技術庁関連の主要なポスドク制度の実施状況 
  1）科学技術特別研究員事業（科学技術振興事業団） 
    科学技術振興事業団が実施主体となった平成５年度からの採用実績を表5-3に示す。 
 
 
        表5-3 科学技術特別研究員の採用実績 
 
    年度     ５年  ６年  ７年   ８年  ９年  １０年  １１年 
 
   採用者数  139    145    235     314    382     417     371 
 
 派遣先の機関種別としては、これまでは国立試験研究機関、特殊法人のみで、平成１１
年度からは公立試験研究機関および公益法人にも派遣されるようになった。しかし、民間
企業への派遣実績はこれまでない。 
 表 5-4 に平成 11 年度末現在の科学技術特別研究員の派遣先実績を示す。 
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       表5-4  科学技術特別研究員の派遣先実績 
                          （平成11年度末現在） 
          １．国立試験研究機関                 314(84.6%) 
      ・内訳 
        関連省庁   研究者数   関連省庁   研究者数 
        北海道開発庁  1(0.3%)     通商産業省    94(30%) 
        科学技術庁   36(11%)   運輸省        11(3.5%) 
        環境庁     16(5.1%)   郵政省       6(1.9%) 
        大蔵省     1(0.3%)   労働省         2(0.6%)
        厚生省         37(12%)  建設省         9(2.9%)
        農林水産省    100(32%)    自治省         1(0.3%)
     ２．公立試験研究機関                 13(3.5%) 
     ３．特殊法人                                         19(5.1%) 
     ４．公益法人                                         25(6.7%) 
                               合計：371 
 
 この表で示すように、科学技術特別研究員の平成 11 年度末現在の場合、採用ポスドク制
度研究者の約 85%は、国立試験研究機関に派遣し、その他の機関は約 4―7％である。 
国立試験研究機関のうち、農林水産省および通商産業省関連の機関への派遣が最も多く、
約３割を占め、科学技術庁関連機関への派遣は、約１割となっている。 
 
各研究者の任期在籍期間の実績を平成８年度採用者の例で、表 5-5 に示す。 
 
 
     表 5-5 任期在籍期間＊１の状況（平成８年度採用者） 
         
          在籍期間       中途辞職者数（比率）      
     
           半年未満          1(0.7%) 
                      半年―１年未満       10(7%) 
           １年―２年未満            2 2 ( 1 5 % )  
           ２年―３年未満            3 9 ( 2 7 % )  
           ３年（任期修了）          74 (51%)  
                             計 146 
 
                     ＊１：科学技術特別研究員制度の当初の任期は、全て３年。 
 
 
 この表で示すように、通常は全員が初期の任期は３年間となっているが、平成８年度採
用の研究者の例では、約５割は任期以前に退職し、１年未満では１割弱となっている。 
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２）STA フェローシップ制度（科学技術振興事業団） 
 STA フェローシップ制度研究者の採用実績を表 5-6 に示す。 
 
 
   表5-6 STAフェローシップ制度研究者の採用実績 
 
   年度   ３年 ４年 ５年  ６年 ７年 ８年 ９年  １０年 １１年 
 
    採用者数   160   181   194    231   420   338   428    484     409    
 
   
 本制度は、昭和 63年度の 59人の採用から開始し、平成１１年では、約７倍の採用人員
となっている。現行の任期期間は、長期の6―24ヶ月と短期の1―3ヶ月であるが、以前は
それ以外の期間設定もあった。 
 
３）基礎科学特別研究員制度（理化学研究所） 
 理化学研究所が実施主体となっている基礎科学特別研究員のこれまでの採用実績と任期
途中で退職した研究者の比率および任期修了後の就職先状況を表5-7に示す。 
 この表で示すように平成 11年度では、研究員数が平成元年の３倍強の約 80名となって
いる。 
 任期途中で退職した研究者比率は、7-9年度の 3年間平均で 56%となっている。過去 11
年間の任期修了後の就職先機関の産学官の種別の平均では、理化学研究所も含む研究法人
が約４割で次に大学が３割強、国立試験研究機関への就職は、約１割となっている。一方
民間企業への就職は、4％にすぎない。また、不明者を含めたその他の比率が15％となって
いる。 
 これらの数値の内、研究実施場所である理化学研究所に職員として任期修了後も就職し
た人の 11年度までの平均は、約 11％であり、任期付研究者に採用された研究者は約 17％
であった。 
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  表5-7 基礎科学特別研究員制度（理化学研究所）の実施状況 
 
① 採用実績 
 
年度     元年  2年 3 年 4 年  5 年 6 年 7 年 8 年  9 年  10 年 11 年 
 
採用者数＊１ 25    25    29    32   25    37    68   72   109    82     81 
 
      ＊１：採用された研究者の研究実施場所は、全てが理化学研究所で実施。 
 
② 任期途中退職者＊２比率 
                        
採用年度（平成）   ７年度     ８年度   ９年度      平均比率    
  
 任期途中退職    52.4 %     57.0 %     58.7 %.  56.0 % 
      者比率 
 
   ＊２：最長任期3年として、満期以前に退職した比率（特に希望任期というものはなく、 
         当初は全員が3年を希望しているものと考えている）。 
③ 任期後の就職状況 
 
   年度  1年  2年  3年  4年 5年   6年  7年  8年  9年 10年  11年 計(平均比率)  
就職機関                                                             
 
大学         1    4    5    6   19   14   14   13   17   27   27    147(33%) 
国立研究機関  0    2    3    4    5    3    0    4    8    4    6     39(9%) 
民間企業      0    1    0    4    0    0    3    1    4    3    2     18(4%)
研究法人*３   0    3  7  9    8 12    9   17   23  34   50    172(39%)
その他        0    1 2 9    0    8    5    5   14   11   12     67(15%) 
        計  1   1117   32   32   37  31   40   66   79   97    443 
 
＊３：理化学研究所も含まれ、ポスドク制度研究者が任期後、理研職員に採用された者は、平成１年から 
      11年度までの平均で約11％である。また、理研の任期付研究者に採用された者は、約 17％である。 
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（２）文部省関連の主要なポスドク制度の実施状況 
 表5-8に日本学術振興会が実施主体となって推進している平成9年度各種ポスドク制度の
実施状況を示す。 
 
表5-8 日本学術振興会の特別研究員制度の実施状況 
       （研究者養成のための支援制度の内訳―平成９年度実施＊１） 
 
 制度名          採用研究者数                     創設年度、 
         新規採用者数（継続研究者数＊２）―小合計 合計研究者数  任用機関 
 
  1.特別研究員      DC＊３：1163(1278) ― 2411           3603 Ｓ.60年度、 
                    PD＊４： 506(656)  ― 1162             1-3年
 
  2.特別研究員（がん）           0(5)  ―                  5      H.5年度創設、 
                                               3年 
 
  3.特別研究員（新プロ） DC：    2(5)   ―   7                39      H.2年度創設   
                          PD： 16(16)― 32                1-3年 
 
  4.特別研究員（COE）    DC：    4(0)   ―  4                 24      H.7年度創設 
                        PD： 14(6)   ― 20                  1-3年
 
  5.海外特別研究員                                        66     S.57年度創設
                                 2年 
 
  6.外国人特別研究員        627(184) ― 811               811     S.63年度創設 
                                                                       1-2年
 
  7.米国・短期特別研究員                                 32     H.9年創設 
                                    3-12ヶ月
 
                                                        計：4580
 
  ＊１：日本学術振興会年報、平成９年度版より作成（平成１１年１２月発行）。 
  ＊２：外数を示す、＊３：大学院博士課程在学者、＊４：大学院博士課程修了者等 
  ・上記各制度の概要： 
 １．大学院博士課程在学者（ＤＣ）および博士課程修了者（ＰＤ）で大学その他の研究機関で研究に 
     専念することを希望する者を「特別研究員」として採用し、研究奨励金を支給する制度。 
 ２．若手がん研究者を採用し、研究奨励金を支給する。 
 ３．平成２年に新しい学術研究プログラムが発足し、新プログラム研究リーダの推薦があった研究者 
     を採用する。 
 ４．平成７年度から発足した、卓越した研究拠点（COE）を育成する制度で、中核的研究拠点形成プ 
     ログラムの研究リーダの推薦があった者を採用する。 
 ５．我が国の学術の将来を担う国際的視野に富む研究者を養成・確保するため、若手研究者に所定の 
     資金を支給する。 
 ６．外国人若手研究者を我が国に招へいする制度で所定の経費を負担する。 
 ７．「外国人特別研究員」事業の一環として、若手研究者を米国から招へいし経費を負担する。 
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 この表で示すように文部省の特別研究員制度の特徴は、採用される研究者が、通常のポス
ドク制度と同様な博士課程修了者の他、大学院生も含まれることにある。 
 そこで、これらの比率がどの程度であるかを、平成元年から９年度の統計として、表 5-9
に示す。 
         
   表5-9 特別研究員（学術振興会）の博士課程在学および 
                                   博士課程修了者比率（平成９年度実績） 
 
 
     年度        特別研究員キャリアの内訳             各年度採用特別研究員数 
                                                          
          博士課程在学者 博士課程修了者 博士課程修了者の    合計 ― 新規採用（継続＊1） 
                  (DC)         (PD)       研究者比率（％）      
 
     平成１年     384           535     8%   919 ― 605(319) 
 
         2年  464          563         55%           1027 ― 641(386)
    
        3年   422          587           53%           1109 ― 702(407)
   
         4年    826          531        9%      1357 ― 860(497)
 
     5年     1083          528        33%    1611 ― 861(750)   
 
      6年     1536          535       26%       2071 ― 1109(962)
 
     7年     1755          671        28%      2426 ― 1117(1309) 
                           
      8年     2210          850             28%   3060― 1621(1439)
 
       9年     2441         1162             32%           3603 ― 1669(1934)
 
                                          ＊1：外数 
 
 この表に示されるように、特別研究員数は平成元年の919人から平成９年の3603人と約
４倍に増加している。一方、特別研究員の内、博士課程修了者の博士課程在学者を含めた
全体に対する比率は、元年の約６割から平成９年では３割強の約１／３に減少している。  
 次に、博士課程修了者等の特別研究員が研究を実施する機関種別を「大学院、附置研究
機」―Ⅰおよび「国公立研究機関、大学共同利用機関、法人研究機関」―Ⅱとに分け比較
した平成７年から９年の実績を表5-10に示す。 
  この表が示すように、特別研究員の研究実施機関は圧倒的に大学院あるいは附置研究機
関が多く、それ以外の機関における研究実施は３年間の平均で見ると、一番多いのは数物
系が13％であり、人文社会系では約１％にすぎない。全体平均では、4.3％である。    
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     表5-10 博士課程修了特別研究員（学術振興会）の研究実施機関の 
          大学院・大学附置研究機関とその他機関との比率＊１ 
            特別研究員の研究専門分野別の 
               研究実施機関種別研究者数（全体に対する比率） 
      
    年度   人文社会  数物系       化学系       生物系       全体
 
        Ⅰ＊2 Ⅱ＊3    Ⅰ   Ⅱ   Ⅰ  Ⅱ    Ⅰ  Ⅱ   Ⅰ   Ⅱ 
     
      ７年度   55   1(1.8%)  39    5(11%)    12   1(7.7%)   28   5(15%)    134   12(9.0%) 
 
         ８年度  117   2(1.7%) 128   22(15%)    61   2(3.2%)  171   7(3.9%)   477   33(6.5%) 
  
         ９年度  157   1(0.6%) 131   17(11%)    52   2(3.7%)  131  15(10%)    471   35(6.9%)
 
      平均   329   4(1.2%) 298   44(13%)   125   5(3.8%)  330  27(7.6%)  1082   80(4.3%) 
 
           ＊１：研究指導者の所属機関から判断。 
              ＊２：「Ⅰ」は大学院および附置研究機関、 
               ＊３：「Ⅱ」は国公立研究機関、大学共同利用機関等および法人研究所。 
  
 次に研究実施機関の中には、民間企業が全くないので、私機関と公機関との比率を比較
するため、各専門別の私立大学とそれ以外の公機関における研究実施研究者数比較を行っ
た。その結果を表5-11に示す。 
 
  表5-11博士課程修了特別研究員（学術振興会）の研究実施機関の 
                                私立大学とその他機関との比率＊１ 
     
                   研究専門分野別の私立大学およびその他機関における 
                        研究実施研究者数、（比率） 
      
 年度   人文社会       数物系    化学系    生物系     全体 
 
     Ⅰ＊2    Ⅱ＊3   Ⅰ  Ⅱ    Ⅰ    Ⅱ   Ⅰ   Ⅱ      Ⅰ    Ⅱ 
         （私立）（国公） 
     
 ７年度  13(23%)  43    4(9.1%)  40     0        13     0        33     17(12%)     129(88%)
 
 ８年度  18(15%)  101    7(4.7%) 143     6(9.5%)  57    10(5.6%) 168     41(8.0%)    469(92%)
 
 
 ９年度  32(20%)  126   13(8.8%) 135     2(3.7%)  52     7(4.8%) 139     54 11%)   452(89%)
 
平均     63(19%)  270    24(7%)  303     8(6%)   122     17(5%)  340    112(9.6%)  1050(90.4%) 
 
＊１：研究指導者の所属機関から判断。＊２：「Ⅰ」は私立大学、カッコ内に全体に対する比率を示す。＊
３：「Ⅱ」は私立大学以外の国公立機関等。 
  
 この表が示すように、ポスドク制度研究員の研究実施機関における私立大学の占める割
合は、人文社会分野が最も高く平均で約２割を占めるが、他の理系では 5%-7%と低い。全
分野における平均では、約１割を占めている。 
 176 
（３）通商産業省関連の主要なポスドク制度の実施状況 
 通商産業省関連の主要なポスドク制度の実施状況以下に示す。 
 １）産業技術研究員制度の実施状況  
産業技術研究員制度は、産業新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が、実施主体
となり、NEDOが実施している技術開発および研究開発プロジェクト事業（NEDOプロジェク
ト）を一層効率的に推進するために実施しているものである。採用した研究者は、NEDOプ
ロジェクトを実際に受託している研究機関に派遣され、個々の研究開発業務に従事する。 
 表5-12に当制度の実施状況を、表5-13にこれら研究者の任期後の就職先を示す。 
 
   表5-12 産業技術研究員制度(NEDO)の実施状況 
 
          ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度   平均 
     ①研究員数     
     外国人      36(63%) 74(67%) 98(65%)  99(67%)  99(70%)  95(69%)   501(67%) 
    日本人       21(37%) 36(33%) 53(35%)  49( 3%)  42(30%)  43(31%)   244(3 %)    
     合計        57     110    151   148      141      138      745 
 
    ②研究実施場所 
    公的研究機関  24(42%) 44(40%) 69(46%) 65(44%)  63(45%)  56(41%)   321(43%) 
    大学          1(2%)   5(5%)  4(3%)  11(7%)   12(9%)   18(13%)    51(7%) 
     財団法人    14(25%) 32(29%) 35(23%) 27(18%)  24(17%)  21(15%)   153(21%)
    技術研究組合  7(12%) 11(10%) 17(11%) 21(14%)  19(13%)  18(13%)    93(12%) 
    民間企業      11(19%) 18(16%) 26(17%) 24(16%)  23(16%)  25(18%)   127(17%) 
 表5-12に示すように、当制度研究者の国籍では、日本人以外の外国人の比率は、平均す
ると、日本人の約２倍になる。 
 産学官機関への派遣先比率では、各年度を平均すると、公的研究機関が最も多く、約４
割を占めるが、NEDOプロジェクトに参画している民間企業への研究者派遣も比較的に多く、
２割弱を占める。 
 
 ２）産業技術研究員制度研究員の任期後の就職状況 
 当該制度研究員が任期後産学官の機関にどのような比率で就職しているかを平成10年度
と 11年度の状況、また平成 11年度の当該制度修了者の修了時における所属していた産学
官機関の研究者比率と任期後も所属していた機関へ就職した研究者の割合を、表5-13に示
す。 
 この表に示すように、任期後の就職先では大学が約３－４割を占め公的機関が約２割弱
―２割強を占める。また、民間企業への就職比率は、１割弱―２割弱となっている。この
内、大学ではその約半数が海外の大学への就職となっている。 
 一方、派遣された機関へ任期後もそのまま就職した研究者比率が多い所は、11年度だけ
の実績であるが大学が最も多く、５割となっている。次に多いのが公的研究機関の３割強
で、民間企業では２割となっている。 
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    表5-13 産業技術研究員制度(NEDO)の任期後の就職先 
 
  任期修了研究者の任期後就職状況             １１年度の内訳 
                      
  研究機関    就職した機関別人数   ①：任期修了時の研   ②：同一機関に任    ③＊１：  
                     究者の所属研究機関    期後就職した研究   ①/ ②、 
         １０年度  １１年度   別の研究者数(比率)  者数（外国人数）   ％ 
 
  公的研究機関   9(16%)    12(24%)           21(42%)               7(2)            33%
  [海外]         [0]         [3]                                    ―  
  大学            18(32%)    21(42%)         4(8%)                2(1)              50% 
  [海外]         [14]        [14] 
  財団法人         7(12%)     2(4%)          9(18      1(0)          11%
  技術研究組合     0          3(6%)          11(22%)      3(1)              27% 
  民間企業        10(17%)     4(8%)          5(10       1(1)              20% 
  他のフェロー     0          3(6%)                  ― 
  不明（未定等）  13(23%)     5(10%)                  ― 
  合計           57         50              14(5)            
  
        ＊１：ポスドク制度研究実施機関へ任期後そのまま職員として就職した研究者の比率を示す。 
 
 ３）新規ポスドク制度（産業技術フェローシップ事業） 
 本制度は、NEDOが NEDOプロジェクトに限定して従来実施してきた制度に加え、平成 12
年度に成立した「産業技術強化法」の主旨に沿った展開として、産業技術力の強化に資す
る研究開発またはその成果の実用化に係わる業務（研究開発・実用化業務）を実施してい
る研究機関にポスドク研究者を派遣する事業を平成１２年度から開始しようとしている。 
 このことにより、様々な産業技術課題に対して幅広い視野と経験を有し、技術シーズを
迅速に実用化につなげていく優れた資質を有した技術者の養成を図るとしている。 
次の様な制度の特徴を有する。 
 
 
 
① 技術者の区分 
 養成技術者および養成技術支援者の２種・４区分とすることで現在検討中である。その
基準として、博士号取得者、修士課程修了者、学部、短大卒者および一定実用化業務の経
験者等により区分する。これには年齢制限を設けない。 
② 派遣先 
 技術者養成の観点から、NEDOプロジェクトとの関係の有無に係わらない、公的研究機関
またはこれらの公的研究機関と共同研究や委託等の連携関係にある民間企業等とする。 
③ 重点派遣形態 
 産学官の間における人材の交流に伴う技術者の養成および資質の向上を最重点とした派
遣の形態をとる。例えば、 
 i. 職務または研究職歴が主として大学における者である技術者を、大学以外の公的研 
  究機関またはその連携先である民間企業の研究開発・実用化業務にポスドク制度研究 
  者として派遣する。 
ii. 職務または研究職歴が主として民間企業におけるものである技術者を、民間企業以外 
  の研究開発・実用化業務にポスドク制度研究者として派遣する（大学、国研で生み出 
  された成果を市場へと結びつける担い手）。  
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（４）農林水産省関連の主なポスドク制度の実施状況 
 新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業は、生物系特定産業技術研究推進機構（以
下、生研機構）が実施主体となり、新しい発想に立って生物の持つ様々な機能を高度に利
用した新技術・新分野を創出するための基礎的、独創的な研究を実施することを目的とし
ている。 
 当該事業の推進状況等を、ポスドク制度実施までの一例として以下に示す。 
 
 １）事業の推進方法： 
 
  ・研究協約まで 
  ①事業実施主体の生物系特定産業技術研究推進機構（以下生研機構とする）が、産官 
   学の研究機関等に以下に示す５研究分野における具体的な研究課題を募集する。 
  ②産学官の研究機関は、具体的な研究課題を応募する。 
  ③生研機構内の選考委員会で課題の審査・採決後、提案先の機関と共同研究あるいは 
   委託の研究協約を締結する。 
 
  ・ポスドク制度研究者の派遣等 
  ①研究機関が国立大学および国立試験研究機関の場合は、研究チームの推薦する適切 
   な研究者を生研機構が採用し、研究チームに派遣する。この場合、ポスドク制度研 
   究者の側から派遣先を選定することはできない。 
  ②研究協約相手機関が民間企業および私立大学の場合は、提供する研究費の中で当該 
   研究機関がポスドク研究者を雇用する。 
 
  ・ポスドク制度研究者の雇用期間、中途退職者 
  ①研究機関は原則として３－５年間である。 
  ②研究協約は単年度協約であるため、研究者の任期は原則１年となる。しかし、研究 
   チームが再度同一の研究者を推薦することがある。 
  ③11 年度の途中退職者率は、10％であった。 
  
 
 
２）新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業の研究課題応募および採択状況  
 当該制度の平成8-10年度の研究課題募集状況を表5-14に示す。 
 この表から、産学官の機関からの応募は、国立大学等が最も多く、３年間の平均では75%
に達する。民間からの応募は数％にすぎない。研究課題の採択結果では、やはり国立大学
等が最も多く、６割強あるが、国立試験研究機関等は、応募比率の約２倍の３割強である。
一方、民間では、３年間で１件が研究課題として採択されたにすぎない。 
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    表5-14 新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業の 
                 研究課題応募および採択状況 
 
                  応募および採択件数 
    研究機関分類  
                 ８年度   ９年度  １０年度    平均 
 
       1)研究課題の応募状況＊１ 
       ①国立試験研究機関   96(25%)   49(15%)   31(13%)   176(18%) 
       ②国立大学等           270(70%)  251(76%)  191(80%)     7 2(75%) 
       ③民間                  8(2%)   18(5%)     6(3%)       32(3%) 
       ④その他＊２              13(3%)    12(4%)    10(4%)     35(4%) 
                      計  387       330       238      955 
 
        2)採択研究課題＊１ 
         ①国立試験研究機関   7(33%)      6(30%)    4(44%)       17(34%) 
       ②国立大学等           13(62%)    14＊３ 70 5＊４(56%)    32(64%)
       ③民間                1(5%)   0       0           1(2%)
       ④その他＊２              0     0 0             0 
                      計  21  20       9           50 
                                    ＊１：研究代表の所属する機関の種類で分類した。 
                                  ＊２：特殊法人、公益法人、公設試等が含まれる。 
                                   ＊３：私立大学の１件を含む。
                                   ＊４：公立大学の１件を含む。  
 
        3)採用研究者数 
      
      年度   8年度  9年度  10年度  11年度 
      
             採用者数     26       93       132      180 
 
 
             
３）任期後のポスドク制度研究者の状況 
 実施機関としての任期後の就職状況等は、統計データとして把握していない。 
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５－２－１－２ ポストポスドク研究者の雇用促進策 
 上記 5-2-2-1章で示すように、ポスドク制度研究者の任期後の就職先に対する状況把握
は、現在あまり行われていない。就職状況を把握しているデータの表5-7の③および表 5-13
から判断するとその比率は１割前後で、民間企業への就職は少ない。そのため現在のよう
に、ポスドク制度研究者の派遣先が主に国立研究機関や国立大学の場合、任期後の就職先
として一定割合を企業が雇用できるようにするためには、何らかの国策が必要と思われる。
そのため、雇用を促進するための国策の一例として、「企業でポスドク制度修了研究者を雇
用するための助成策」を提示し、それに対する効果の判断ができる追加的なヒアリング調
査を行った。その結果を以下に示す。 
１．調査日時：平成１２年６月１日－２日 
２．調査方法：電話により人事、総務あるいは企画部門の責任者に質問 
３．調査対象機関：大企業研究機関の 10 社 
４．ヒアリング内容および結果 
 
（１）任期後のポスドク制度研究者の採用 
・質問事項―１：国策として任期終了後のポスドク制度研究者の採用に当たり、“人件費 
 補助として１年間に限りその１／２程度を助成する”と言うような助成制度を設け雇用 
 促進を図るとした場合、貴企業としての採用意向はどうか。 
 １）回答選択肢： 
   ① 応募があり、当社の採用試験（審査）で優秀である（当社にマッチングしてい 
     る）と認められれば、国の支援制度の有無に係わらず採用する。（国の支援制 
     度はインセンティブとならない）。 
   ② 採用試験（審査）の結果を最も重視するが、国の支援制度があればより良いと 
     考える。 
   ③ 国の支援制度があれば採用したい。 
   ④ その他（採用の意志は全くない） 
 ２）回答結果 
     ①：５０％、②：４０％、③：０％、④：１０％ 
・質問事項―２：今まで任期後のポスドク制度研究者が貴社に就職したいとの申し出のあ 
 った（採用試験を受けた）ことはありましたか。また、採用に至った例はありますか。 
  １）回答結果―１（採用試験の受験例）：２／１０社の比率であるとの回答 
  ２）回答結果―２（採用に至った例）：１／１０社の比率であるとの回答 
 
（２）ポスドク制度研究者採用について 
 ・質問事項―１：ポスドク制度として民間企業の貴社にポスドク制度研究者の派遣が可 
  能となった場合、受け入れますか。   
  １）回答選択肢： 
   ① 受け入れたい。 
   ② 受け入れる予定（要素）はない。（当社の現状ではその余裕がないため） 
   ③ その他（検討していない）。 
  ２）回答結果： 
     ①：８０％、②：１０％、③：１０％ 
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 ・質問事項―２：貴社で採用したポスドク制度研究者を任期終了後採用する可能性はあ  
         りますか。 
  １）回答選択肢： 
   ① 優秀であれば（当社とマッチングすれば）採用したい。 
   ② 採用する予定（要素）はない。 
   ③ その他（検討していない）。 
  ２）回答結果： 
     ①：９０％、②：０％、③：１０％ 
      
（３）その他の意見： 
 ・国研あるいは国立大学研究機関におけるポストポスドク研究者では年齢（３５才程 
  度）と専門性が高く・深くなりすぎて、任期後の職場として企業の研究業務にマッチ 
  ングさせるには、多くの場合遅すぎると思われる。 
 ・ポストポスドク制度研究者の企業採用試験後の不採用の理由は、必ずしも他の応募者 
  と比較して能力が劣っていると言うわけでなく、これまで研究してきた専門性が当企 
  業とあまりマッチングしないであろうと思われることによる。  
 ・ポストポスドク研究者の民間企業での雇用の可能性を高くするためには、ポスドク制 
  度研究者の段階から研究活動の場を、民間企業の研究機関としなければ、国の支援制 
  度があってもなかなか雇用できない。 
   派遣されるポスドク制度研究者を受け入れる民間企業は、期間中の研究態度、研究 
  実績および人間性等を総合的に判断した上で、任期後のその研究者の採用の可否を決 
  定できるので好ましい。 
 ・民間企業の研究者採用の場合、その人の研究態度、人間性および柔軟性等も重視する 
  のである程度評価期間も必要となり、その意味からもポスドク制度の時から受け入れ 
  評価したい。  
 ・ポストポスドク制度経験研究者の採用試験（中途採用）の受験例が少ないのでは。 
 ・ポストポスドク制度経験研究者の採用試験受験はこれまで何人かはあったが、他の中 
  途採用受験者の方が優秀で、採用には至った例はこれまでない。 
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５－２－１－３ 各省庁のポスドク制度実施状況および追加ヒアリング調査結果からの考 
        察および提言 
 前章のポスドク制度実施状況結果から、これからのポスドク制度の更なる展開に向けた
考察と提言を以下に行う。 
 
（１）産学官協力による新たなポスドク制度の展開  
 これからの我が国における独創的な基礎研究実施とその成果の新産業創出への実用化研
究実施は、最も重要な課題の一つである。そのため、ポスドク制度実施においても新たな
展開として今後、産学官協力が重要な鍵となる。 
 
１）民間企業への研究者の派遣実施、拡大（目的指向型基礎研究実施への派遣） 
 現状で、ポスドク制度研究者を民間企業へ派遣しているのは主に、産業技術研究員制度
（NEDO）が７年間平均で約２割弱あるが、新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業
（生研機構）では、民間企業からの研究課題応募があるものの、ポスドク制度研究者の派
遣を受けることができる課題として採択された例は、平成8年度―10年度の3年間で１例
しかない。 
 ポスドク制度研究者の約９割を占める文部省および科学技術庁関連の特別研究員制度に
おいては、これまで全く民間企業への研究者の派遣実績はない。 
 一方では本調査研究結果から、民間企業の約４割は積極的な採用（派遣）希望があり、
採用希望のない企業は、15％にすぎない。このことから、民間企業において主に実施され
ている目的指向型の基礎研究実施を産学官共同研究協約のもと、両省庁の現状の一定比率
を民間企業へ積極的に派遣する展開が強く求められる。 
 
２）国立大学および国立試験研究機関における基礎研究成果の民間企業での実用化研究実  
 施への派遣 
 基礎研究成果の実用化研究には、基礎研究者の参画が求められる。しかし、本調査研究
の結果、現状では研究成果のベンチャー起業化への研究者の流動実績は極めて少ない。 
 そこで、「学・官」の基礎研究成果を民間企業で実用化研究する場合、ポスドク制度研究
者を派遣することにより、実用化研究を実施しながら産学官の協力の橋渡しも行うことが
できると思われる。また、ポスドク制度研究者にとっても実用化研究の実施経験を積むこ
とにより、産業界からみた基礎研究のあり方等を勉強する良い機会となる。 
 
（２）ポスドク制度の位置付け 
 現在の日本においては、ポスドク制度が導入されてまだ日が浅い。そのため、ポスドク
制度の意義付けが研究機関においても研究者においても不十分である。 
 それは本調査研究結果においても現れている。例えば、本文編の図 2-2-6の結果から、
ポスドク制度研究者になった理由として、「大学における教職員のポストが無かったから」
が２－３割に達する。また、表 5-5,5-7に示すように、任期途中で退職する研究者比率が
約５－６割になることから、その意義の認識は不十分と言える。 
 そのため、このポスドク制度経験を米国における国公立大学や国公立研究機関における
終身雇用採用の条件にする（テニュア制度）等の例にみるインセンティブが今後必要にな
ってくると考える。 
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（３）幅広い研究者・技術者および研究支援者育成の一環に適用 
 研究開発基盤として今後基礎研究者ばかりでなく優秀で独創的な研究支援分野に多様な
人材が求められる。その一環のポスドク制度の適用を目的とした一部の例として、NEDO
が実施する予定の新規ポスドク制度の「産業技術フェローシップ制度」がある。この制度
では、研究開発・実用化業務推進のための多様な技術者養成を第一目的としている。この
場合の例に見るように、その制度の目的に応じ学歴の制約は拡大し、年齢的な制限は設け
ない等個々の研究者・技術者および研究支援者等のライフサイクル条件・目的に応じた制
度の適用が柔軟に実施できるよう制度の新たな展開も望まれる。 
 
（４）任期後の雇用の促進 
 ポスドク制度修了研究者の雇用促進を図るための方策を、雇用促進助成策に対するヒア
リング結果と、ポスドク制度実施状況データからの結果から考察する。 
 １）ヒアリング結果からの考察 
 ①国研あるいは国立大学におけるポスドク制度研究者の任期後、民間企業への雇用を促  
  進するための本提案のような国の助成制度の有効性は、ヒアリング結果から判断する  
  とあまり期待できない。それは、“採用の成否は助成制度の有無に係わらず採用試験 
  結果による”と“あればより良い程度”をあわせると 90％になるり、また、“助成制 
  度があれば採用したい”が全くないことから判断される。 
 ②現状で、民間企業への雇用があまり期待できない大きな理由は、国研あるいは国立大 
  学におけるポスドク制度終了研究者では、年齢（３５才程度）が高くまた専門性が深 
  くなりすぎ、任期後の職場として企業の研究等業務に新たにマッチングさせるには、 
  多くの場合遅すぎ、困難であると思われているためである。 
 ③一方、ポスドク制度研究者の民間企業への派遣は、８割の企業比率で希望しているこ 
  とから、「産」への派遣対象拡大が望まれる。 
 ④派遣されるポスドク制度研究者を受け入れる民間企業は、期間中の研究態度、研究実 
  績および人間性等を総合的に判断した上で、任期後のその研究者の採用の可否を決定 
  できるので好ましいとしている。 
 ⑤また、ポスドク制度任期中の研究実施により、企業によりマッチングした研究者が育 
  成されると考えている。 
 ⑥一方これまで、任期後のポスドク制度研究者が民間企業の採用試験を受験した例は、 
  １０社中２社しかなく、民間企業へ就職しようとする機会そのものが少ないように思 
  われる。研究者市場としての需要（企業側の研究者ニーズ）と供給（ポスドク制度終 
  了研究者の専門性、研究実績等の個人データ）の情報交換が不足しているように考え 
  る。これはポスドク制度研究者の全体を一括して統括するところがこれまでなく、任 
  期後の就職のため、民間企業への研究者情報を十分に提供できなかった面があるもの 
  と考える。 
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 ２） ポスドク制度実施状況データからの考察 
  前章 5-2-2-1 で示すポスドク制度関連事項の現状データから、ポスドク制度研究者の任期
後の民間企業への雇用促進に係わる考察を以下に示す。 
①表 5-7 および表 5-13 のデータから、就職先の国研・公立・公営研究所および大学の合計 
 が占める割合は、約 70%―80％である。国公立の機関の定員は、今後も大きな変動がな 
 いものと考えられることから、同様な比率で今後も推移するものと考えられる。 
 残りのうち、10%前後が民間企業に就職しているが、15％前後はその他となり、主に希 
 望の所に就職できなかった人達であると想定できる。 
④就職先を産学官と分けて考えると、学官は定員枠があり今後も 75%以上の増加はあまり 
  期待できない。全体の雇用の促進を図るためには、産に就職できた比率も含め残りの 25% 
 前後の多くが、産へ就職できるような促進施策を考えることも一つの方策として重要で  
 あると思われる。 
⑤そのため、5-2-1-2 章で示す企業への雇用促進助成策に対する 10 社のヒアリング結果で 
 示されるように、ポスドク制度終了研究者の企業への就職を促進させるためには、ポス 
 ドク制度の時から、一定比率以上の研究者を企業へ派遣すべきであると考察される。 
⑥当然、産官学にそれぞれ派遣した研究者がそれぞれのところで、またその比率で任期後 
 就職するとはない。基礎科学特別研究員制度（理化学研究所）の場合、任期後そのまま 
 終身雇用職員として採用された研究者の比率は、表 5-7-③で示すように過去 11 年間の 
 平均で約１割であり、表 5-13 の産業技術研究員制度（NEDO）の平成 11 年度の場合、 
 同様に任期後も同じ機関に就職する比率は、大学の場合が一番大きく５割を示し、民間 
 企業の場合は２割の低い比率を示している。 
⑦このように同制度の研究者を民間企業に派遣することにより、従前に比べ企業への就職 
 が、大きく促進・改善されるものとは考えにくい。 
⑧しかしこのことにより、産学官に亘る研究交流および研究者の流動がより活発となり、 
 従来少なかった民間企業側における博士課程修了者に対する期待も向上し、民間企業へ 
 の就職もその機会が従来にもまして徐々に増加してくるものと期待される。 
⑨更に、民間企業への研究活動の場が広がることにより、これまで少なかったポスドク制 
 度研究者あるいは博士課程卒者の研究以外への部門での活躍の道筋がより開けてくるも 
 のと考える。 
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５－２－２ 産学官研究者・技術者の流動促進のための「研究者市場」概念の具体化 
                     
 これからの我が国における創造的研究活動を活性化させ、新たな知識を創造し世界に先
駆けた新産業を創出させて行くためには、多種多様な才能と能力を備えた優れた研究者・
技術者が交流し、創造的な研究開発を誘発・展開していく必要がある。そのためには参考
文献―１で提案している“開かれた研究者の競技場”を意味する「研究者市場」の発想は
重要なポイントと考える。この概念は、これから更に具体化されていくものであると思わ
れるが、“国籍、性別年齢等にかかわらず、研究者が研究成果を競い合い、その実力と実績
を生かすことにより、行政や民間等を含む広汎な関連職域において適切な地位と処遇を獲
得できる仕組みである”と定義付けている。 
 その一つの方策として、将来はこの「研究者市場」を、主に産官学の研究機関における
各機関固有の任期付研究者・技術者をも含め、研究者自身の自由意志で出入りが容易な市
場とすることも重要と考える。その概念を図5-1に示す。 
 本調査研究では、この概念をより具体化し実効あるものにしていくために、次のような
「研究者市場」の具体的な概念を提案する。 
 
 
 
 
研究者市場の具体的な概念  
・「ポスドク支援制度」および「若手任期付任用制度」等の国の産学官に亘る流動制度を 
 研究者流動の中心核とする。 
・より広く産学官全体に亘る大きく、確実な流動のうねりの展開が図れる「研究者市場」 
 を形成させるため、前節で提案したようなポスドク制度の民間企業への研究者派遣等 
 これらの制度の積極的な民間企業（産）への適応拡大を図る。 
図5-1 研究者市場の具体化概念
学
官
終身領域
産
核
研究者市場
任期付
　領域
任期付
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官
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・「若手任期付任用制度」についてもその研究場として「産」への適用拡大を図る。 
・国の以上のような流動制度以外に、産学官それぞれの各機関固有の任期付研究者・技術 
 者も、中心核（国の制度）の外側の「研究者市場」を形作る構成要素と捉える。 
 これらの産学官の「研究者市場」内の流動促進を図りまた、産学官における終身雇用領
域から「研究者市場」領域への流動も促進するような、国の施策が今後更に望まれる。 
 この概念の中で産学官の各機関における固有の任期付研究者・技術者までの範囲を「研
究者市場」とした理由は、各研究機関における固有の任期付研究者・技術者といってもそ
れは、１年―５年程度の限定された期間における所属にすぎないからである。長期的な視
野に立てば、終身雇用の研究者・技術者よりもはるかに産学官のどこの機関にも所属する
可能性が高いといえる。このことは、産学官に共有する研究者・技術者および我が国の固
有の人的財産であると柔軟に捉えることができると考えられる。  
 この柔軟な概念により、日本全体に亘る多種多様な任期付研究開発が、その時の研究機
関と各研究者・技術者の研究目的に合致したところで行うことができ、また各自のライフ
サイクルに応じた展開、移動を容易にする、柔軟性ある産学官の大きな受け皿の場とする
ことができるものと考える。 
 これが実効あるものとするためには、産学官の機関および研究者・技術者の双方に対し、
魅力ある国の施策によるインセンティブを「研究者市場」に与える必要がある。そのため、
研究者個人を対象とした競争的研究資金の研究者市場への重点的な投入、産学官の研究機
関に対しては研究者・技術者の任期付任用のワクを拡大するインセンティブとして民間研
究機関に対し任期付研究者・技術者の雇用に対す助成制度等も一案と考える。 
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         者の確保、活用に関する懇談会）（科学技術庁 科学技術振興局研究 
         振興課、平成１１年４月） 
（１）懇談会時期：平成１０年１０月―１１年４月まで計９回（座長；池上 徹彦 会津 
  大学副学長、NTTエグゼクティブアドバイザー） 
（２）主要な主旨：科学技術振興局長の主催により、学識経験者等の参加を得て「若手研 
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  試験研究機関、特殊法人等を通じた関連施策について総合的な視点から現状を評価 
（３）主要検討事項：ポスドク等１万人支援計画、・任期付任用の研究公務員制度・研究 
  技術者の派遣等人材の確保、活用に係わる主要施策の現状と課題、・若手研究者およ 
  び研究技術者のライフスタイルの将来像と支援のあり方、・ポスドク対応、研究技術 
  者の資質向上等新たな課題に対応する新規施策策定上の基本的指針 
 
２．参考文献―２：「夢と戦略ある研究開発システムをめざして」（科学技術庁 科学技術 
         振興局研究振興課、平成１０年３月） 
（１）検討会時期：平成９年３月―平成１０年１月（座長；西島安則 京都大学名誉教授、  
                        前日本学術会議副会長） 
（２）主要な主旨：日本の科学技術の強化のため、従来の国の研究開発システムを刷新し、 
  研究者の独創性を最大限に発揮できる活力と魅力ある研究環境を構築するため、広範 
  囲に検討、議論する。 
（３）主要検討事項 
  ・新たな研究開発システムを考える基本的視点、・世界に通用するマネイジメント、 
  ・優れた研究者・技術者の育成・確保、・新たな研究機関の構築に向けて  
 
３．参考文献―３：「研究開発投資の活発な企業が求める高学歴研究者・技術者のキャリア
ニーズに関する調査研究」（科学技術庁科学技術政策研究所、平成９年１２月） 
（１）調査研究機関：平成８年１２月―平成９年１２月 
（２）主要な主旨：大学側の大学院拡充計画に基づき修士卒および博士卒者が増加傾向に 
  ある。しかし受け入れ側の国公立研究機関では、行革の一環で採用枠が削減傾向にあ 
  ることから、民間企業研究機関等の採用意向を把握しておく必要がある。 
（３）主要検討事項： 
  ・研究者・技術者の採用状況（学部、修士、博士卒） 
  ・今後の採用傾向 
  ・女性研究者・技術者の採用状況 等 
 
４．参考文献―４「流動的研究体制と研究者のライフサイクルに関する調査」（未来工学 
         研究所（科学技術庁 科学技術振興局委託）、平成１０年３月） 
（１）：調査検討委員会：平成９―１０年度の２年計画（委員長；川崎雅弘 科学技術振 
   興事業団 特別参与） 
（２）主要な主旨：流動的な研究体制とこれが研究者のライフサイクルにい与える影響に 
   ついて、実態と今後の課題について検討する。特に平成９年度は、ポスドク制研究  
   者の実態についての調査である。 
（３）主要検討事項： 
  ・流動的研究体制の概念や意義、研究者の流動化の実情等の分析 
  ・流動的な研究環境の経験者の追跡調査（主にポスドク制研究者） 
  ・海外における実情等の調査 
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５．参考文献―５：「民間企業の研究活動に関する調査報告」（科学技術庁 科学技術政策 
         局、平成１０年８月） 
（１）調査時期：平成９年１２月―平成１０年２月 
（２）主要な主旨：我が国の研究開発活動に大きな比重を占める民間企業の研究開発活動 
  の実態を把握し、国の科学技術政策の立案に反映させるための、毎年行っている調査 
  報告。 
（３）主要な調査項目： 
 ・研究開発費、・経営戦略と研究開発、・研究人材、・国際化の進展、・国への期待 
 
６．参考文献―６：「我が国の研究活動の実態に関する調査報告」（科学技術庁 科学技術 
         政策局、平成１１年９月） 
（１）主要な主旨：毎年の我が国の研究開発活動の実態を、研究者の立場から把握するこ 
  とを目的に、各分野の研究者に対するアンケート調査を実施している。今年度は研究 
  成果に目を向け、その動向を捉えることを目的とする。 
（２）今年度の主要検討事項： 
  ・論文の執筆や引用などに対する我が国の研究者の意識、・研究現場の実態や改善し 
   ていくべき点の把握 
（３）主要な調査項目： 
 ・毎年の我が国の研究開発活動の実態を、研究者の立場から把握するため、各分野の研 
  究者に対しアンケート調査を実施する。 
 ・今年度は、研究成果に着目し、論文の執筆や引用などに対する研究者の意識、研究現 
  場の実態および改善点等についての調査。 
 
７．参考文献―７：「我が国の研究機関における研究開発支援体制の今後のあり方に関す 
  る調査」（科学技術庁 科学技術政策局、平成１０、１１年３月） 
（１）主要な主旨：我が国の研究支援体制のあり方について、欧米との実態比較・分析す 
   ることにより明らかにする。      
（２）主要検討事項： 
   研究開発支援体制の実情調査と国際比較等から問題点を見いだし、今後のあり方を 
   検討する。 
（３）主要な調査項目： 
   ・各研究機関における研究支援実態の把握 
   ・研究者としての研究支援業務に対する満足度、希望等 
   ・国際比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
